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1

技 術 を も っ て
社 会 の 発 展 に 貢 献 す る

ものづくりの技を磨き、

問いに応える術を導く。

地球と地球に暮らす人々のために、

社会課題の解決に取り組んでいく。

技術の力で未来を変える。

これまでも、これからも。

経 営 理 念
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人材こそが
最大かつ唯一の財産である

人々の夢を叶える志と、

高い壁を乗り越える情熱。

個の英知がつながって、

壮大なプロジェクトを成し遂げる。

成長し続ける人材こそが、

ＩＨＩグループの原動力だ。

経 営 理 念
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21 世紀の環境、エネルギー、産業・社会基盤における

諸問題を、ものづくり技術を中核とする

エンジニアリング力によって解決し、

地球と人類に豊かさと安全・安心を提供する

グローバルな企業グループとなる。

ＩＨＩグループビジョン
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本報告書は、ＩＨＩグループの方針や戦略
と事業を支える基盤の取り組みについて
特に重要な情報をお伝えするコミュニケー
ションツールとして発行しています。より詳
細な情報につきましては、下記のウェブサ
イトをご覧ください。

編集方針

より詳細な情報はそれぞれ
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課題解決 課題解決 課題解決

日本人の手で建造された最初の洋式帆装軍艦。
幕末、日本近海への外国船出没に脅威を感じた江戸幕府は、これ
らに対抗する大型船を建造するために、1853年石川島造船所を設
立しました。ここで最初に建造されたのが旭日丸です。
堅固で艤

ぎ

装
そう

も凝ってい
て、将軍は至極満足の
意を示したと伝えられ
ます。

東京電燈株式会社（現在の東京電力株式会社）浅草発電所に国産
1号火力発電設備を納入。
技術顧問を務めていた
工科大学の中野初子
教授が設計し、当社で
製作した 200kW単相
交流発電機は、わが国
初の大容量発電機で、
その容量は世界最大級
（当時）でした。

提供：電気の史料館

提供：鉄道博物館

当時の高層建築は足場をかけて建設するのが常識でした。この工事
では 2台の移動クレーンを使用するという新工法を用いて、短期間
で鉄骨を組み上げるという独創的な新工法は建設界の注目を浴び
ました。

1853年、浦賀沖にペリー提督率いる黒船が来航。
大型の西洋式軍艦に脅威を感じた江戸幕府は、
海防体制の強化を図るため西洋式軍艦の整備を行なった。

文明開化の時代、街には電灯照明が登場する。
電灯は東京を中心に急速に普及し、電気はエレベーターや電車など、
動力用としても利用され、次 と々発電所が建設されていく。

1872年の新橋ー横浜間の鉄道開業を皮切りに、
都市圏での鉄道の建設が進展していく。
東京では分散していたターミナル駅を結ぶ中央停車場（現在の東京駅）
の建設により、鉄道の利用客は急速に増加した。

欧米列強からの脅威 電力需要の増大 陸上輸送・交通需要の増大

洋式帆装軍艦「旭日丸」完成 国産大容量発電機第1号となる200kW発電機を製造 クレーンを用いた鉄骨建築の始まり

幕末期 明治期 大正期～戦後復興期

黒船に対抗できる大型船の建造 大規模な発電設備の整備 鉄道インフラの整備

1856 1896 1914

当時の課題 当時の課題 当時の課題
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課題解決 課題解決 課題解決

マイカー時代といわれた 1961年、ＩＨＩでは
わが国初の本格的な機械式駐車装置であり
垂直循環式の 1号機でもある「ウルパリフ
ト」の試作機を完成。1962年、日本橋・高
島屋に実用機（当時の商品名は「スカイパー
キング」）を納入しました。本機は引き続き
銀座・松屋、警視庁などにも納入され、タワー
パーキング普及の口火を切りました。

省エネルギーの機運が高まる中、ＩＨＩでは自動車ターボエンジン用
RHB5型過給機を開発し、世界最小の過給機として話題を呼びまし
た。省エネ性と経済性に優れ、
1982年には本田技研工業株
式会社の「シティターボ」に、
国産乗用車として初めて採用
されました。

ＩＨＩは、GE社を中心とする航空エンジン「GEnx」の開発プログラム
に約 13%のワークシェアで参画し、低圧タービンモジュール、高圧
圧縮機部後段といった主要部位の設計・製造を担当しました。「GEnx」
は、従来機より燃費効率を
15%改善、CO2や窒素酸化物
などの排出量や騒音レベルを低
減したエンジンで、ボーイング
787、747-8に搭載されています。

産業化が急速に進展し、1955年からの 18年間において
年平均 10%以上の経済成長を達成した。
都市部への人口集中などによって、都市空間は過密さを増していった。

1970年代の 2度のオイルショックで経済が大きな影響を受けたことを
きっかけに、省エネの重要性が認識されるとともに、
省エネ政策が推進されるようになった。

1997年に京都で開かれた国際会議（COP3）にて、
京都議定書が採択され、2008年から2012年の間に、
1990年比で温室効果ガスを約5％削減することを参加国に義務づけた。

都市空間の過密化 省エネルギー化 地球温暖化の防止

日本初の本格的な機械式駐車装置
「ウルパリフト」（タワーパーキング）完成

世界最小の車両過給機を搭載した
「シティターボ」が発売

航空エンジン「GEnx」を搭載した
ボーイング747-8が運航開始

高度成長期 安定成長期 低成長期

省スペース型駐車場の開発 自動車エンジンの燃費性能向上 航空エンジンのCO2排出量低減

1962 1982 2011

当時の課題 当時の課題 当時の課題
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事業を通じた取り組み

ＩＨＩグループの重要な資産

お客さまへ提供するソリューション

ＩＨＩグループのサステナビリティの考え方

事業を支える基盤
技術をもって
社会の発展に貢献する技術

多様な技術の結集による課題解決力
事業共通の
目標資源・エネルギー・環境

社会基盤・海洋

産業システム・
汎用機械

航空・宇宙・防衛

研究開発費

設備投資費
156億円 365億円
452億円 673億円

国家プロジェクト受託件数 　17件 　44件

2008年 2018年

グループ従業員数
海外関係会社数

24,348人 29,286人
183社 217社
1.1％ 2.8％女性管理職比率

2008年 2018年
〈投下資本収益性〉

わたしたちの強み

人材こそが
最大かつ唯一の財産である人材

グローバルでつながるチームワーク

わたしたちの強み

リーン＆フレキシブル
環境変化への柔軟な対応

地域・お客さまごとに最適な総合ソリューションを
提供することにより “脱CO2・循環型社会” に貢献する

橋梁・トンネルを軸に安全・安心な社会インフラの実現に
グローバルかつライフサイクルにわたり貢献する

お客さまと共にオペレーションの最適化をライフサイクルで
徹底追求することにより産業インフラの発展に貢献する

先進技術により、航空輸送、防衛システム
および宇宙利用の未来を切り拓き、
豊かで安全な社会の実現に貢献する

ＩＨＩグループは、企業活動を通じて、持続可能な社会の実現に貢献します。
事業ならびに事業を支える基盤の取り組みを通じて、SDGs（持続可能な開発目標）の達成に貢献します。

資源・エネルギー・環境

社会基盤・海洋

産業システム・汎用機械

航空・宇宙・防衛

●気候変動への対策
●資源循環社会の形成
●地球環境の保全

環境負荷の低減

●人権の尊重
●お客さま満足度の向上
●多様な人材の育成
●労働環境の向上
●サプライチェーン・マネジメントの強化
●地域社会との共存共栄

豊かな社会の実現

●コンプライアンスの強化
●コーポレート・ガバナンスの強化
●リスク管理の徹底
●情報セキュリティの強化
●適時・適切な情報開示

誠実な企業経営

10年後の目指す姿

経営目標（2021年度）

ガバナンス

社会

環境

P17

P29

P33

P37

P41

P47

P61

持続可能な社会に
求められる
新たな価値を
創造する

社会へもたらす価値

新たな価値創造に
向けた変革の推進

ビジネスモデル変革

製品・
サー
ビス
によ

る
課
題
の
解
決

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
わ
た

る価値の提供
社
会
課

題
の認
識 お客さま

課
題
の
発
見

2兆円規模売上高

安定して営業利益率

10％以上の実現

ROIC

〈収益性〉

営業利益率
〈キャッシュ創出力〉

CCC

10%以上

8%

80日

※1　ROIC=（営業利益+受取利息・配当金）税引後／
　　 （自己資本+有利子負債）
※2　キャッシュ・コンバージョン・サイクル
　　  =運転資本÷売上高×365日

※2

※1

ＩＨＩグループの価値創造プロセス
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事業を通じた取り組み

ＩＨＩグループの重要な資産

お客さまへ提供するソリューション

ＩＨＩグループのサステナビリティの考え方

事業を支える基盤
技術をもって
社会の発展に貢献する技術

多様な技術の結集による課題解決力
事業共通の
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社会基盤・海洋

産業システム・
汎用機械

航空・宇宙・防衛

研究開発費

設備投資費
156億円 365億円
452億円 673億円

国家プロジェクト受託件数 　17件 　44件

2008年 2018年

グループ従業員数
海外関係会社数

24,348人 29,286人
183社 217社
1.1％ 2.8％女性管理職比率

2008年 2018年
〈投下資本収益性〉

わたしたちの強み

人材こそが
最大かつ唯一の財産である人材

グローバルでつながるチームワーク

わたしたちの強み

リーン＆フレキシブル
環境変化への柔軟な対応

地域・お客さまごとに最適な総合ソリューションを
提供することにより “脱CO2・循環型社会” に貢献する

橋梁・トンネルを軸に安全・安心な社会インフラの実現に
グローバルかつライフサイクルにわたり貢献する

お客さまと共にオペレーションの最適化をライフサイクルで
徹底追求することにより産業インフラの発展に貢献する

先進技術により、航空輸送、防衛システム
および宇宙利用の未来を切り拓き、
豊かで安全な社会の実現に貢献する

ＩＨＩグループは、企業活動を通じて、持続可能な社会の実現に貢献します。
事業ならびに事業を支える基盤の取り組みを通じて、SDGs（持続可能な開発目標）の達成に貢献します。

資源・エネルギー・環境

社会基盤・海洋

産業システム・汎用機械

航空・宇宙・防衛

●気候変動への対策
●資源循環社会の形成
●地球環境の保全

環境負荷の低減

●人権の尊重
●お客さま満足度の向上
●多様な人材の育成
●労働環境の向上
●サプライチェーン・マネジメントの強化
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●リスク管理の徹底
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誠実な企業経営

10年後の目指す姿

経営目標（2021年度）

ガバナンス

社会

環境

P17

P29

P33

P37

P41
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持続可能な社会に
求められる
新たな価値を
創造する

社会へもたらす価値

新たな価値創造に
向けた変革の推進

ビジネスモデル変革

製品・
サー
ビス
によ

る
課
題
の
解
決

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
わ
た

る価値の提供

社
会
課

題
の認
識 お客さま

課
題
の
発
見

2兆円規模売上高

安定して営業利益率

10％以上の実現

ROIC

〈収益性〉

営業利益率
〈キャッシュ創出力〉

CCC

10%以上
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80日

※1　ROIC=（営業利益+受取利息・配当金）税引後／
　　 （自己資本+有利子負債）
※2　キャッシュ・コンバージョン・サイクル
　　  =運転資本÷売上高×365日

※2

※1
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ＩＨＩグループ中期経営計画

※１　ROIC
　　　=（営業利益 +受取利息・配当金）税引後／
　　　　 （自己資本 +有利子負債） 
※２　CCC（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）
　　　=運転資本÷売上高×365日 
※3　「経営方針 2016」の目標値

0.0%

6.0%

4.0%

2.0%

8.0%

　　 営業利益率（経営方針2016）
　　 営業利益率（実績）
　　 営業利益率（経営方針2019）
 【参考】
　　 売上高（実績・経営方針2019）
　　 営業利益（実績・経営方針2019）

0

500

1,000

15,000
（億円）

年度

営業利益率

（118.27） （108.27） （111.00） （111.09） （105.00） （105.00）

15,393 14,863

220

473

722
824

15,903

15,000 1,200

14,834

1.4

1.4

4.1

7.0

8.0 8.0

3.2

4.5 5.6

5.7

ROIC

CCC

2015FY 2016FY 2017FY 2018FY 2019FY 2020FY 2021FY

2.3% 5.0% 7.7% 8.7%（10.0% ※3） 8.0% 10.0%以上

97日 87日 83日 97日 97日 80日

グループ経営方針2016 グループ経営方針2019

投下資本収益性

キャッシュ創出力

収益性

※1

※2

（為替）

グループ経営方針 2019
ＩＨＩグループは、2019年 4月より新たな中期経営計画
「グループ経営方針 2019」をスタートしました。

「グループ経営方針2016」の振り返り
2016年度を初年度とする「グループ経営方針 2016」では、 「収益基盤の強化」を図るべ

く「新たなポートフォリオマネジメントによる集中と選択」、「プロジェクト遂行体制の強化に
よる収益力向上」、「グループ共通機能の活用によるビジネスモデル変革」の３つの取り組
みを推進してまいりました。
特定工事の下振れ継続、資源・エネルギー・環境事業領域を中心とした新設工事の市

況悪化や為替変動等により、当初の経営目標（営業利益率 7%、ROIC10%、D/Eレシオ 0.7
倍以下）に対して未達となりました。
一方で、リスクマネジメントの強化や、事業領域制を導入して取り組んだ集中と選択によ

り、営業利益率および ROICは改善傾向にあり、 収益基盤の強化については一定の成果が
上がったものと評価しています。 

グループ経営方針2019 （2019～2021年度） 

　わたしたちを取り巻く環境は急激に変化しています。IoT/ICTやAIなどの飛
躍的な技術革新とデジタル化の普及が世の中の変化を加速させる原動力とな
る一方で、気候変動や世界人口の増加、資源の枯渇などの社会課題が増大し
ています。
　このような環境において、ＩＨＩグループは、持続可能な社会の実現に貢
献すべく、長期視点での「目指す姿」が必要であると考えました。これまでの
ハードウェア供給を中心とした事業や製品の在り方から、「社会とお客さまの
課題に真正面から取り組み、新たな価値を創造する」方向へ大きく変革してい
くことを目指すこととし、「グループ経営方針2019」を策定しました。

10 年後の目指す姿を
「売上高2 兆円規模、
安定して営業利益率
10％以上」とし、
その実現に向けて、
2021年度の
経営目標を定めました。

経営目標

9



※１　ROIC
　　　=（営業利益 +受取利息・配当金）税引後／
　　　　 （自己資本 +有利子負債） 
※２　CCC（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）
　　　=運転資本÷売上高×365日 
※3　「経営方針 2016」の目標値

グループ経営方針2019 （2019～2021年度） 

　長期視点の「目指す姿」を実現するために、2019年度からの3ヵ年を事
業変革を本格化する3ヵ年と位置づけました。環境変化や社会の要請に
応じて事業の中身の組み替えを柔軟かつ的確に進め、社会とお客さまに
とっての新たな価値を創造し、自らの価値も高める企業への変革を本格
化してまいります。
　変革実現の土台として、「安全と品質」は決して変わることなくつねに最
優先で確保すべきもの、「リスクマネジメント」は収益性および事業の安
定性を担保するものとして、取り組みます。加えて、環境変化に柔軟かつス
ピーディーに対応し事業変革を支える「人づくり」を推進してまいります。

長期視点の「目指す姿」 ３つの取り組み

変革のための３つの取り組み

価値創造に向けた
ビジネスモデル
変革の推進

将来に向けての
準備を加速

持続可能な社会の実
現のために、将来に向
けて新たな価値を生み
出すビジネスモデルへ
の変革を加速します。

3

リーン＆
フレキシブルな
経営体質への変革

堅固な事業運営体制の
構築

成長・注力分野へ人材
や資金などの経営資源
を最適に配分し、変化に
強い経営体質を構築し
ます。

2

お客さまと共に
ライフサイクル視点で
アフターマーケット
事業展開を加速

事業基盤の強化

ライフサイクル全般を
視野に、お客さまのオペ
レーションに入り込ん
で、アフターマーケット
事業の展開を加速し、
お客さまの課題解決に
貢献します。

1

リスクマネジメント安全と品質
変革を支える人づくり

社会とお客さまの課題に
お客さまと共に
真正面から取り組み
新たな価値を創造する

企
業
価
値
の
向
上

お客さま価値の向上
社会課題
増大

事業規模の成長

2016

2013

2010

2007

利
益
の
成
長

ハードウェア供給を
中心とした
社会への貢献

社会課題の増大に対し、
 「グループ経営方針2016」の
取り組みをさらに進化させる

持続可能な社会への貢献

「グループ経営方針2016」
「収益基盤の強化」

3つの “変える ”取り組み
● 新たなポートフォリオマネジメントによる集中と選択
● プロジェクト遂行体制の強化による収益力向上
● グループ共通機能の活用によるビジネスモデル変革
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CEOメッセージ

2016年度からの中期経営計画が区切りを迎え、本年度
より「グループ経営方針 2019」をスタートさせました。
わたしたちが目指すのは、持続可能な社会の実現に貢献
することです。企業を取り巻く環境が大きく変化する中、
事業や製品の在り方を見直し、社会とお客さまの課題に
真正面から取り組んで新たな価値を創造する方向に変革
を進めてまいります。

着実に進んだ収益基盤の強化
その先にＩＨＩグループが目指す姿とは

「グループ経営方針2016」の振り返り

2016年度を初年度とする「グループ経営方針 2016」
では「収益基盤の強化」をテーマとして掲げ、プロジェ
クトの下振れ防止、集中と選択、新しいビジネスモデル
への変革に取り組みました。
プロジェクトの審査および進行中のモニタリングを徹
底したことにより、下振れは縮小傾向となりました。また、
事業領域制を導入して SBU（戦略事業単位）の垣根を越
えた戦略の立案・実行を図り、集中と選択を進め、高収益・
注力事業にタイムリーにリソースを配分することができ
るようにしました。これらの取り組みにより、収益基盤
の強化が着実に進んだという手応えを感じています。

長期的な視点に立ち、
持続可能な社会の実現に向けて
事業変革を本格化させていきます。

株式会社ＩＨＩ
代表取締役社長
（兼）最高経営責任者

満岡 次郎
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社会にとって新たな価値を創造し
ＩＨＩグループの価値を高めていく

「グループ経営方針2019」の実現に向けて

当社のミッションは 10年ほど前に定めたＩＨＩグルー
プビジョンに示したとおり、社会の課題を解決し地球と
人類に豊かさと安全・安心を提供することです。これは
今後も変わらないミッションですが、外部環境が大きく
変化する中で、今、わたしたちが長期的な視点で目指す
姿とは何なのかを改めて議論し、新中期経営計画の策定
にあたりました。
変化の激しい世の中だからこそ、価値判断の指針とし

て、長期的に目指す姿をグループ全体で共有することが
必要だと考えました。お客さまと接する現場においては、
お客さまから何を求められているか、解決すべき課題は
何か、本質をとらえて速やかに判断し、行動できるよう
にするためです。
新中期経営計画「グループ経営方針 2019」では、長期

的な視点での「目指す姿」を、「社会とお客さまの課題に
真正面から取り組み新たな価値を創造する」としました。
未来を見据えたとき、2019年からの 3年間は環境変化

や社会の要請に応じて事業の見直しを進め、社会とお客
さまにとって新たな価値を創造すると同時に、自らの価値
も高める企業への変革を加速する期間と位置付けました。
「グループ経営方針 2016」における取り組みを進化・発展
させ、より一層「集中と選択」を進展させるとともに、ハー
ドウェア供給を中心とした事業からの転換を図ります。

このように一定の成果は見られたものの、ハードウェ
ア供給中心のビジネスからの脱却は思うように進みませ
んでした。また、経営目標として掲げた数字はいずれも
未達成であり、課題を残した形となりました。
一方、この 3年間にわたり、世の中では企業経営の
根幹にかかわるような大きな変化が見られました。気候
変動をはじめとする環境問題へのリスク認識の高まり、
IoT/ICTや AIなどデジタル技術の革新とそれにともなう
産業構造や人々の働き方の変化、地域や国、時間軸での
多様性の広がりなど、いずれも想定をはるかに超えるも
のでした。
こうした変化の中で、次の 3年間をどのように位置づ
けるべきか、議論を始めました。

お客さまのライフサイクル視点で
真のニーズを満たす
「目指す姿」の実現に向けた具体的な施策は、「事業基
盤の強化」のためにお客さまと共にライフサイクル視点
でアフターマーケット事業展開を加速すること、「堅固な
事業運営体制の構築」のために無駄がなく柔軟な経営体
質への変革を目指すこと、「将来に向けての準備を加速」
するために新たな価値創出に向けたビジネスモデル変革
の推進を行なうことの 3つとしました。

資源・エネルギー・環境事業領域を例に挙げますと、
ＩＨＩでは火力発電用ボイラの事業を行ない、安定した
エネルギー供給に貢献しています。一方、この発電方式
は CO2の排出量が相対的に大きいことが問題となってお
ります。解決策としては化石燃料を使用しない発電シス
テムへの切り替えがその一つですが、既存プラントを改
造し発電効率を高めることで、従来と比べて大幅に CO2

排出量を減らすことも可能です。
国や地域ごとの経済的な事情などに応じて課題解決の
方法を探る中で、本質を見極め、新たなサービスのあり
方を考え抜けば、アウトプットはおのずと変わってくる
はずです。お客さまのライフサイクル全体にわたり、ど
のようなサービスを提供できるかを考え続けることが、
わたしたちに求められているのです。
これまでは大規模な新設工事がビジネスの主流でした
が、これからの多様化するニーズにきめ細かく対応でき
るように、設計の考え方を変えたり、臨機応変に対応で
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CEOメッセージ

職場訪問の様子（ＩＨＩ相生工場）

職場訪問の様子（ＩＨＩ瑞穂工場）

きる体制をつくったりすることが必要不可欠になります。
単体の製品として考えるのではなく、資金調達やトータ
ルコストまで含めたグランドデザインを描き、総合的な
価値提供を目指すことで事業への取り組み方は変わりま
すし、また、変わらなければなりません。
わたしが「変わらなければ」と言っているのは、決し

てこれまでやってきたことを否定するものではありませ
ん。これまで磨いてきた技術を土台として内外のリソー
スを活用し、お客さまや社会のニーズに柔軟に応えられ
るように変わっていく、ということを意味しています。

従来の成功体験にとらわれず
絶えず進化し続けなければならない
変化の激しい時代を生き抜くためには、これまでとは
違う次元で、本当に新しい価値を生み出していかねばな
りません。もっと言えば、成功体験を有してきた事業で

あっても、従来のハードウェア供給型のビジネスのまま
では時代に乗り遅れてしまいます。変革は、スピーディー
でなければ意味がありません。自分たちが「八合目まで
到達できた」と思っていても、その時点で社会が更なる
変化を遂げ、もっともっと先へと進んでいるかもしれな
いからです。
重要なのは、できるだけ短いスパンでトライ &エラー

を繰り返すこと、しつこいぐらいに PDCAを回していく
ことです。その上で、新たなソリューションを開発する、
組織横断型のチームを編成するといったダイナミックな
アクションがあるべきです。さらに現場への権限委譲を
進めることで PDCAをより速く回していけるよう変革を
図っていきたいと思います。

すべての従業員が高い意識を持ち
社会からの期待に応えられる企業を目指す

事業を支える基盤―ESGの取り組み

ガバナンス
安全意識とコンプライアンス意識は
どんなときもぶれてはならない大切な軸

当社は民間航空機エンジン整備事業において不適切な
検査が行なわれていたことを公表し、経済産業省および
国土交通省より行政処分を受けました。わたし自身が航
空エンジンのエンジニアであったということもあり、極

めて残念な事態として重く受け止めています。
「現場」「現物」「現実」を重視する「三現主義」をう
たいながら、経営層や中間層が本当の意味で現場を見る
ことができていなかったこと、原因はここに尽きると思
います。実際の品質に問題が出る事態には至りませんで
したが、安全意識とコンプライアンス意識は、事業活動
において絶対にぶれてはならない大切な軸となるもので
す。そこで、ＩＨＩグループ行動規範および品質宣言を
策定して全社に展開しました。これまでも安全や品質、
コンプライアンスに関する教育プログラムや e-ラーニン
グは実施していましたが、今回の問題を踏まえて、何度
も繰り返し学べる仕組みづくりを進めています。
また、幹部と現場のコミュニケーションを密にするこ

との重要性についても改めて認識しました。マネジメン
トを担う一人ひとりが現場で今何が起こっているかを把
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握すること、トラブルや問題が発生した際には未解決の
ままにしないこと、解決のための最適なチームをスピー
ディーに編成し対応にあたることを徹底していきます。

環境
持続可能な社会の実現に向けて
新たなビジネスを模索していく

環境問題への取り組みは、持続可能な社会の実現に直
結している極めて重要なものと位置付けています。
当社は、2019年 5月に TCFD（気候関連財務情報開示

タスクフォース）の趣旨に賛同し、署名しました。TCFD

の提言に沿った情報開示を行なうとともに、環境と経済
の好循環がもたらす持続可能な社会を実現するために新
たなビジネスを模索していきます。
世界中で脱 CO2化の流れが加速する中、エネルギー

の安定供給と、CO2排出量の削減を両立させなければな
りません。石炭火力発電については既存のプラントをよ
り高効率に運用できるように改良することや「木質バイ
オマス高比率混焼システム」を導入することで、低炭素
化に取り組んでいます。将来的には再生可能エネルギー
の利用やエネルギーの最適運用マネジメントに取り組ん
でいきます。さらには CO2を資源として利用する CCUS

（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage：CO2回
収・利用・貯蔵）などの技術開発にも注力し、今後リソー
スをどの分野に集中させていくべきかについて、この一
年で見定めていきます。

人づくり
一人ひとりが変わらなければ
事業改革は成し得ない

「グループ経営方針 2019」の実現のために、「変革を
支える人づくり」を掲げました。これは「人に対しての
投資をこれまで以上に増やす」ということを意味してい
ます。
人が変わらなければ、事業の変革は成し得ません。従
業員にはこれまで以上に外に出て、お客さまと積極的に
コミュニケーションを取ってほしいと考えています。そ
こから得るものや気づきはたくさんあるはずです。そう
して自らが変わり、行動できるようになるためにも学び
の機会を設けることは不可欠です。
人の流れも変えていきます。この変革の時代にあって

は、「適材適所」よりも「適所適材」であるべきと考えて
います。これは、人をその能力にあった場所に配置する
のではなく、それぞれの場所で求められる資質を明確に
して適した人材を配置する、ということです。その時々
の状況に合わせて必要な場所に必要な人材をすぐに配置
できる柔軟性は欠かせません。国籍や性別、障がいの有
無、年齢などの多様性を受け入れ、ダイナミックに組織
づくりを行ない、それぞれが能力を発揮して活躍できる
ような人材配置を進めていきます。

「人材こそが最大かつ唯一の財産である」という経営
理念に今こそ立ち返り、グループ従業員全員が個々の能
力を高め、やりがいを持って業務に励むことで、社会に

貢献し続ける企業となることを目指していきます。そし
て、「グループ経営方針 2019」のもと、ＩＨＩグループ
は更なる成長に向けてまい進してまいります。

ステークホルダーの皆さまへ

この統合報告書は、わたしたちの事業や事業を支える
取り組みなどをお伝えするコミュニケーションツールで
す。今後の経営に反映できるよう、ステークホルダーの
皆さまには、ぜひ忌

き

憚
たん

ないご意見をいただけますよう、
よろしくお願い申しあげます。
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益率5.6%、ROIC8.7%、D/Eレシオ0.93倍」といずれ
も目標未達に終わりました。また、自己資本比率は
21.0%と前年度より上昇したものの、未だ十分な水準
とはいえず、CCC管理を通じたキャッシュ・フロー改
善による有利子負債の更なる削減が課題であると認識
しています。

　こうした課題が残る一方、リスクマネジメント強
化や「集中と選択」の推進により、営業利益率および
ROICは改善傾向にあります。また、大型プロジェクト
の採算悪化による業績変動は次第に収まりつつあり、
財務の健全性や基盤強化に一定の目途をつけることが
できました。
　この度策定した「グループ経営方針2019」におい
ても、一層の収益性向上とキャッシュ創出力の強化に
よって、財務面の健全性をさらに強固にしたいと考え
ております。また、将来の「長期視点の目指す姿」の実
現に向けた積極的な投資を今後も推進していきます。
具体的には、2019年5月に開所した「ＩＨＩグループ横

収益性向上とキャッシュ創出力強化を通じ、
長期的な視点での成長を推進します

　ＩＨＩグループは4つの事業領域があり、その事業
の中身は多種多様であることから、事業の在り方・進
め方に合わせた財務管理を行なうことに留意していま
す。今後も継続的かつ効率的に事業成長を図るための
サポートに注力することが最大のミッションであると
認識しております。

　2019年3月期に終了した中期経営計画「グループ
経営方針2016」では、従来のように収益額を重視す
るだけでなく、「キャッシュ創出」という視点を加
え、資本効率性を表すROICやROEといった指標に
重きを置いていました。このため、経営目標に関し
ては、「（2018年度において）営業利益率7.0%、
ROIC10%、D/Eレシオ0.7倍以下」等の達成を掲げて
おりました。結果として、想定以上の市況の悪化、特
定工事の下振れ継続、為替変動等が影響し、「営業利

財務戦略

理事　財務部長

丸山 誠司

新中期経営計画と
新配当政策のもと、
長期視点で財務基盤を
強化していきます。
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※１　税引後（営業利益＋受取利息・配当金）／（自己資本＋有利子負債）
※２　有利子負債／純資産
※３　親会社株主に帰属する当期純利益 ／（前期末・当期末平均　自己資本）
※４　運転資本／売上高×365日

実現を図りたいと考えています。なお、各事業領域・
各SBUは、それぞれ上記アクションの具体化に取り組
んでおり、財務部門としては業績評価等を通じて達成
度を定期的にモニタリングしています。
　また、こうした3ヵ年の目標に加え、10年後の目標
「売上高2兆円規模／安定して営業利益率10%以上」
も掲げました。
　当面は売上規模を追うことよりも、さらなる収益性
の向上に徹底的にこだわって、安定的に営業利益率
10%以上を実現できる企業を目指していきますが、
将来的にはビジネスモデル変革による新たな価値の提
供を通じて、世界経済の発展に見合った規模の成長も
図っていきたいと考えています。

政策保有株式については、経済合理性の観点から
個別銘柄の保有の適否を判断しています

　当社グループは原則として、保有先企業との十分な
対話を行なった上で、政策保有株式の縮減を図ってい
ます。取締役会において、すべての政策保有株式につ
いて、保有方針に基づいた中長期的な保有意義の確認
を行なっています。また、保有に伴う便益やリスクが
資本コストに見合っているか否かという観点から、経
済合理性の検証を行なうことにより、個別銘柄の保有
の適否を確認しています。

新配当政策のもと、連結配当性向30%を目安に、
安定的な配当を実施していきます

　　　　
　従来、当社グループの配当政策は、安定性を重視し
つつ、内部留保の充実にも配慮して配分を決定してい
ました。これについて、「グループ経営方針2019」策

浜ラボ」のように、お客さまのニーズに寄り添う技術開
発を促進するための設備投資や研究開発投資、競争力
強化のための企業買収等により、より一層の成長を実
現したいと考えています。

「10年後の目指す姿」を見据え、
ビジネスモデル変革による新たな価値提供を
通じて、売上高と営業利益率の目標達成を
目指します
 
  ｢グループ経営方針2019」では、2021年度におい
て「営業利益率8.0%、ROIC10.0%以上、CCC80日以
下」の達成を経営目標として掲げました。この3つの
指標は、「営業利益率の向上により、CCCの短縮を推
進し、結果としてROICの向上を図る」という関係にあ
ると考えています。特に、営業利益率については各事
業領域でのアフターマーケット事業の取込等による収
益基盤の強化、CCCの短縮については売上債権の早期
回収や棚卸資産の圧縮による運転資本の縮減を通じて

2016年度 2017年度 2018年度

営業利益 473億円 722億円 824億円

営業利益率 3.2% 4.5% 5.6%

ROIC※１ 5.0% 7.7% 8.7%

D/Eレシオ※２ 1.10倍 0.92倍 0.93倍

ROE※３ 1.6% 2.6% 11.8%

自己資本比率 18.8% 19.9% 21.0%

CCC※４ 87日 83日 97日

配当 0円 /株
中間 3円 /株
期末 30円 /株
（期末は、株式 

 併合後）

70円 /株
（中間 30円、 

 期末 40円）

定を機に、株主還元の姿勢をより明瞭に示すため新
たな配当政策を取り決めました。
　株主配当については、連結配当性向30%程度を
目安に、安定的に実施することを基本とします。ま
た、財務基盤の一層の充実・強化ならびに今後の事
業展開へ向けた投資に有効活用することを念頭に、
企業価値の向上のための投資と自己資本の充実・強
化などを総合的に勘案して配分していきたいと考え
ています。ステークホルダーの皆さまには、引き続
きご支援を賜りますようお願い申しあげます。

（年度）2016 2017 2018
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164

-792

-328

キャッシュフロー（CF）の推移

業績推移（連結）
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●脱CO2・循環型社会（エネルギー）
●脱CO2・循環型社会（材料開発・利用）
●防災・強靭化（インフラ）
●人手不足解消・自動化・省力化・高度化
●高度生産システム・先進製造

事業変革に向けた主要な開発テーマ

に、新しい発想を生み出し、アイデア具現化を加速させるエ
リア「Ignition Base（略称：i-Base）」を設けました。こちら
はお客さまの課題を深掘りし、一緒に新しい価値を創り出す
時空間です。思い描いたアイデアを、3Dプリンターや各種
試験設備を用いてその場で具現化し、実際にお客さまに見
て触れていただきながら議論ができる。そしてこれまで 1年
かかっていた開発の初期プロセスを、半日で回すことができ
る、そんな心が躍る時空間にしていきたいと考えています。

グループ全体で取り組む技術開発

　社会とお客さまの課題を解決することを中心に据えた新中
期経営計画を実現するため、技術開発の方向性を示す「グ
ループ技術戦略 2019」を策定しました。自分たちがよいと思っ
て作ったものをお客さまに差し出すという技術偏重の考え方
から脱却し、お客さまやその先の社会が求めるものを起点と
した技術開発へ転換することを、大きなコンセプトとしていま
す。

　ＩＨＩの技術開発本部には、大きく分けて15の分野に関す
る基盤技術を有しており、約 500名の技術者によってあらゆ
るもの作りに対応できる体制を備えています。
　2019年 4月より、組織を技術基盤センターとプロジェクト
センターの 2センター制に改編しました。技術基盤センター
で先端技術を磨く一方で、プロジェクトセンターでは、事業
変革に必要な重要な開発テーマに集中的に取り組む体制と
しました。事業領域と技術開発本部のメンバーによる組織横
断的なチームによって技術開発から事業化まで一気通貫で
やりきります。

新たなオープンイノベーションの拠点を開設

　2018年 12月にスタートアップ企業とのコラボレーションを
行なう拠点として、アメリカのシリコンバレーにＩＨＩ Launch 

Padを開設しました。Launch Padは「ロケットの射点」の意
味であり、ＩＨＩらしい新たなビジネスをパートナーと共に立ち
上げるとの意思を込めて命名しました。これまでに構築して
きたボストン、ロンドン、シンガポール、上海の技術拠点との
連携を強化し、技術開発のスピードアップを図っていきます。
　また、2019年 5月には、「ＩＨＩグループ横浜ラボ」を開所
しました。老朽化していた実験施設をリニューアルするととも

技術戦略

取締役 常務執行役員  技術開発本部長
村上 晃一

社会課題起点・
お客さま起点の技術開発で、
事業変革を加速する。

お客さまと一体で実現する製品・サービスの進化

進化した強みのある技術に基づく製品・サービスの提供

「社会課題起点・お客さま起点」の技術開発

適用する独自技術：

再エネ
活用技術

CO2
関連技術

自社技術と融合して活用する思考法・技術：

デザイン思考 センシング・データ
分析技術

AI
関連技術サービソロジー

パワー
エレクトロニクス

技術
素形材
技術

衛星データ
活用技術

より進化させる「強い」自社技術：

シミュレーション
技術

システム化
技術

生産
技術

高速回転
機械技術

燃焼・熱・流体
マネジメント技術

お客さまとの共創による社会への新しい価値の提供

グループ技術戦略2019の概要
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Yamagata
City

Topics

Voice

デザイン思考で
お客さまのニーズを具現化する
－進化するオープンイノベーションの形－ わたしたちは製品・サービスの提供を通じて

SDGsの目標の達成に貢献します。

ＩＨＩ Launch Pad
地域活性化
イノベーション

ＩＨＩつなぐラボ ＩＨＩグループ横浜ラボ
　わたしの専門はインタフェース・デザインで
す。この分野を研究するには、その対象である
モノとヒト、さらにその先にある情報やサービ
ス、環境などを経てヒトが得る体験価値を考え
る必要があります。これには「デザイン思考」
の考え方が欠かせません。「デザイン思考」とは、
エンドユーザーであるお客さまの課題を見つけ
出し、よりよいアイディアを創造することを意味
します。
　本学・東北芸術工科大学では「デザイン思
考」を身に着けるためのカリキュラムを有してお
り、卒業生は企業のデザイン部門のほか、事
業企画部門などでも活躍しています。ＩＨＩは多
様な基盤技術を有し、広く社会インフラ製品
を扱う企業です。ＩＨＩが有する技術シーズを
本学のカリキュラムを用いて新しいビジネスや
サービスを創出することが期待されます。この

ＩＨＩは、2018年 12月に、デザイン思考をもとにク
リエイター教育を行なう東北芸術工科大学（山形県山
形市）との連携協定を結ぶとともに、共同でのワーク
ショップなどの活動を開始しました。
さらに、課題の解決による地域活性化を目的とし
た「I-To Lab.」（いとラボ）を山形市に共同で開設

し、両者の技術力とデザイン力の掛け合わせによる
イノベーションの創出に取り組みます。ラボの名称は 

ＩＨＩと東北芸術工科大学の頭文字を取ったものであ
り、企業と大学、東北と世界、お客さまとわたしたち、
エンジニアリングとデザイン、さまざまなモノやコトを紡
ぐ「糸」のような活動・研究を行なう場所を意味します。

2014年に「ＩＨＩつなぐラボ」を開設して以来、数
多くのお客さまやパートナーの皆さまとのコラボレー
ションによる新たな価値の創造に取り組んできました。
オープンイノベーションの取り組みに共通する基本的
な考え方として、お客さまの視点で製品・サービスを
開発する「デザイン思考」があります。

試行として、ＩＨＩ社員と本学の学生とがチームを
組み協働するワークショップを企画しました。
　今回のワークショップでは、「真のお客さまを探
せ！」をキーワードとして、ＩＨＩの技術が届くエン
ドユーザーのことを想像しながら新製品・サービ
スを検討しました。年齢も経験も異なり、場所も
離れているメンバーですので、はじめはどうなるか
と心配もしましたが、ＩＨＩの皆さんには学生の発
想を新鮮に受け止めていただき、テレビ会議など
も駆使しながら、予想以上の活発な活動にするこ
とができたと感じています。
　本学のある山形県は、少子高齢化、人口減少
といった日本の抱える課題が先行して起こっている
地域といえます。「住み続けられるまち」に必要な
イノベーションとは何なのか。山形だからこそでき
る新しい人々の豊かな生活を、これからＩＨＩと一
緒に考え、形にし、発信していければと思います。

神奈川県横浜市
（ＩＨＩ横浜事業所内）
●製品・技術シーズの紹介
●技術マッチングセミナー開催
●ワークショップ開催

アメリカ　シリコンバレー
●スタートアップ企業との 
協業の推進

●海外技術、ビジネスの調査

神奈川県横浜市
（ＩＨＩ横浜事業所内）
●情報共有、アイデア創出
●アイデアの試作、プロジェクト化
●各種実験機能の集約

全国の営業拠点を接点として、
課題解決を通じた新たなビジ
ネスを立ち上げ、地域の活性
化に貢献する

お客さま

東北芸術工科大学
プロダクトデザイン学科

酒井 聡 准教授
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技術戦略

脱CO2社会の実現に向けた
アンモニアイノベーション
CO2排出量の増加による気温上昇を止めるために、エネルギー分野では CO2 

フリーの水素の利活用が期待されています。ＩＨＩではさまざまな手法によって
水素をアンモニアの形で利用する技術開発に取り組んでいます。

お客さまの設備を活かしながら、
CO2削減に貢献したい。

　今まで日本の基幹電源として使われてきた石炭火力発電は、今後は、天候によって
出力に変動のある再生可能エネルギーの調整代としてその役割が期待されています。
そこで、ＩＨＩグループでは、これまでに蓄積された知識や経験を活かし、アンモニ
アを燃料として利用する石炭火力発電の低炭素化技術の開発に取り組んでいます。ア
ンモニアを燃料として利用する際、アンモニアに含まれる窒素分が酸化してNOx（窒
素酸化物）が発生する懸念がありましたが、バーナを工夫することでNOxの発生を抑
制することができました。現状では、発熱量比20%のアンモニアを石炭に混ぜた燃焼
試験に成功しています。これからもお客さまに安心して設備を運用していただけるよ
うに、早期実用化に向けて開発を進めていきます。

技術開発本部　技術基盤センター
熱・流体グループ　主査
伊藤 隆政

液化天然ガス
（LNG）

石炭

発電機

タービン

復水器

燃料 ボイラ

蒸気

家庭や工場など

アンモニア

電気

CO2削減

ボイラでの混焼事例 1

石炭焚きボイラの燃料としてアンモニアを混ぜることで、ボイラから排出され
るCO2排出量を削減する。

取り組み内容

※ SIP委託研究課題
　 SIP：内閣府総合科学技術・イノベーション会議の戦略的イノベーション創造プログラム

CO2の排出を減らし、脱 CO2化を進めるため、水素の利活用が期待されています。 
しかし、水素は液化するのに低温化が必要であることや、金属を壊れやすくす
る性質があることから、貯蔵や輸送にコストがかかることが課題となっています。 
そこで、水素を効率よく貯蔵・運搬するため着目されているのがアンモニアです。アンモニ
アは体積あたりの水素含有量が大きく、燃や
してもCO2を発生させません。また、水素と
異なり液化しやすい性質をもっており、低コス
トでの運用が可能です。肥料や化学原料とし
て流通していることから、インフラが整ってい
る点でも実用化に有利であるといえます。

アンモニアの可能性

Topics

N
H

H

H

N - Nitrogen
H - Hydrogen
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これからも「燃焼」という
技術をつないでいきたい。

蓄積してきた経験を活かして、
新たな技術を生み出していく。

　ＩＨＩグループではガスタービンやガスエンジンなどの天然ガスを燃料とした発電設
備を多数納入していますが、アンモニアを燃料として用いることは初めての試みで、本当
に燃えるのだろうか？というところから開発を始めました。
　燃焼速度の異なる天然ガスとアンモニアを安定的に燃焼させることや、燃焼時の
NOx生成を抑制することといった課題を乗
り越え、2,000kW級のガスタービンでは世
界で初めて燃料比20%の混焼に成功しま
した。今後は、更なるアンモニア混焼率の向
上や、低NOx化、大型ガスタービンへの展
開に取り組んでいきます。

　水素と酸素の化学反応から生じるエネルギーを電力として直接取り出す燃料電池は、
今後、分散型電源として利用の拡大が期待されています。ＩＨＩグループでは、アンモニア
を燃料として直接供給するSOFCシステムを開発し、2018年3月に1kW級の発電に成功し
ました。現在普及している多くの燃料電池システムでは燃料を水素に変えるための改質
器を必要とします。 わたしたちは、SOFCの運転温度域でアンモニアが水素と窒素に熱分
解されるという特性を活かし、改質器
を設置しないシンプルな構成としまし
た。これによって、コストの低減と省ス
ペース化を実現しました。ＩＨＩグルー
プでは、かつてMCFC（溶融炭酸塩形
燃料電池）の開発に取り組み、事業化
を断念した歴史があります。今後は、
これまで培った技術と経験を最大限
に活用してシステムの大型化に取り組
み、業務・産業用途での実用化を図っ
ていきます。

技術開発本部　技術基盤センター
燃焼グループ
伊藤 慎太朗

技術開発本部　技術基盤センター
物質・エネルギー変換技術グループ　課長代理
上口 聡

液化天然ガス
（LNG） 発電機
燃料

家庭や工場など

CO2削減

ガスタービン

アンモニア

電気

ガスタービンでの混焼 燃料電池への供給事例 2 事例 3

お客さまの既存のガスタービンの燃料としてアンモニアを混ぜることで、 
CO2排出量を減らす。

取り組み内容

※ SIP委託研究課題

アンモニアを SOFC（固体酸化物形燃料電池）の燃料に用いて、
CO2フリーの高効率発電を行なう

取り組み内容

※ SIP委託研究課題

アンモニア混焼ガスタービン試験設備
（ＩＨＩ 横浜事業所内）

燃料極
（負極）

空気極
（正極）

セラミックス膜
（電解質）

NH3

H2

H2O

N2

O2 O2

e- e-

O2- O2- O2-

e- e-
e-

e-
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審査プロセスに
フィードバック
（審査機能強化）

受注審査機能

 

投資審査機能

SBU

企画管理部/リスク管理G 損益適正性管理 グループ

審査 グループ

遂行健全性管理 グループ

投資審査・管理 グループ

Plan Do Action

事業領域 プロジェクトリスクマネジメント部

● 大型受注案件の精査 
● 同案件のモニタリング・フォロー 
● 大型投資案件の審査・モニタリング 

● 大型受注案件のモニタリング
  （損益適正性調査）

● 大型案件の受注前審査
● 陸上大型受注案件リスクの定量的把握
  （リスクメトリクス）

● 大型案件の受注前審査と受注後の 
   モニタリング （遂行健全性調査）

● 大型投資案件の審査
● 大型投資開始後のモニタリング

連携

支援

連携

支援

Check

Check

Check

プロジェクト
計画策定

リスク洗い出し

プロジェクト遂行

モニタリング

計画の修正

モニタリング結果
（リスク要因）

ソリューション案件
増加

ているかどうか、状況を確認する仕組みづくりを全社展開さ
せました。当部門は、事業領域・SBUによるこの仕組みの構築
と運営を支援するとともに、早期にリスクを発掘し迅速に対
策を打てるようサポートしています。
　また、事業に精通した社員や当社OB、外部有識者を「認定
レビュア」として起用し、モニタリングを行なっています。プロ
ジェクト全体を俯瞰する視点と、現場に密着した視点の両面
から、プロジェクトの確実な遂行を支えています。
　これらの取り組みを着実に実行することで、大型プロジェク
トにおける下振れの発生件数は年々減少しています。実際に、
2015年度に1.4%に落ち込んだ全社の営業利益率が、2018年度
実績では5.6%まで改善したことに寄与できたと考えています。

組織体制の強化と、集中レビューの実施

　さらなるプロジェクトリスクマネジメント機能の強化のため
に、2019年4月より、プロジェクト管理の機能別に組織を改編、

プロジェクトリスクマネジメント部の使命

　2014年度から2016年度にかけて、海外での大型プロジェク
トで多額の損失を計上したことを踏まえ、2017年の4月よりリ
スク管理体制の強化を目的に「プロジェクトリスクマネジメン
ト部」が発足しました。
　当部門の役割は、大型プロジェクトや投資のリスクを分析
し、確実な案件遂行を支えることにあります。

大型プロジェクトを下支えする
プロジェクトリスクマネジメントの仕組み

　当部門では、受注前・投資前の審査と、すでに進行中の大
型プロジェクトおよび投資に関するモニタリングを行なってい
ます。プロジェクトは短くて2年、長いものでは4～5年がかりと
なることから、進行中のプロジェクトに関しては、マイルストー
ンごとに審議の場を設け、当初計画していた条件がクリアされ

執行役員
プロジェクトリスクマネジメント部長

吉田 光豊

多様化していく事業に対し、
プロジェクトの確実な遂行を
支援していきます。

プロジェクトリスクマネジメント報告
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事業に精通した有識者によるレビュー

事業領域に
おける案件
検討・審査

受注前審査
初号機要素審査含む

新分野工事の
運営体制審査

受注後
モニタリング

見積りから引き渡しの各段階に設定したトールゲートにおけるレビュー

投資審査会による事前審査　（大型案件のチェック・モニタリング）

リスクメトリクスによる定量的なリスクの把握

大型プロジェクトを下支えする仕組み

大型プロジェクトにおける下振れ発生件数の推移

営業利益の期初計画／期末実績の差異

大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
確
実
な
遂
行

収
益
基
盤
の
強
化

ボイラ
陸用原動機プラント
プロセスプラント
橋梁
その他

モニタリングを特に重点的に実施している
プロジェクトの分布

※モニタリングを実施している大型プロジェクトについて、見積り時とプロジェクト実行時の費
用に比較的大きな差異が生じた下振れ事象の件数を表しています。

ための増員などによって追加の費用を計上することとなりま
した。お客さまへの引き渡しに向けて、プロジェクトが円滑に
進行できるよう、モニタリング・支援を行なってまいります。

事業変革を実現するための、
新たなリスクへの対応

　ＩＨＩグループは、新たな経営方針のもとで事業変革に取り
組んでいます。これにともなって、従来の大型設備の建設だけ
でなく、設備のオペレーションやメンテナンス等まで案件が多
様化しており、それぞれの案件の性質に応じた新たなリスク
マネジメントの手法が必要となってきています。航空エンジン
分野で用いられている統計学的なアプローチによるリスク管
理など、すでに社内で確立されている手法を水平展開してい
くとともに、必要に応じて外部のリソースを活用し対応してい
く考えです。また、事業のロードマップを描く段階から積極的
にフォローを行なうことでも、リスク低減に寄与します。
　新たな事業への挑戦には、必ず未知のリスクがともないま
す。事業の変革をより安全かつ速やかに進められるよう、リス
クマネジメントの面からしっかりとサポートしていきます。

メンバーを増員しました。プロジェクトが健全に遂行されてい
るか、また損益の見通しが透明性をもって適正に算定されて
いるか、事業領域・SBUとの緊密な連携によってしっかりと管
理を行なっていきます。
　また、設計・製作・建設の各段階に対して、多分野の複数の
有識者・専門家がプロジェクトの最前線で一堂に会し、あらゆ
る角度から集中的に潜在リスクを洗い出す取り組み（集中レ
ビュー）を開始しました。今後はこの集中レビューの実施範囲
を広げ、潜在リスクの早期発見と迅速な対処を徹底していき
ます。

大型案件の進捗状況

　当部門では、グローバルで約80件のプロジェクトをモニタ
リングしており、一定の基準を超える大型プロジェクトについ
ては、定期的に取締役会へ報告し、状況把握や対策に関する
協議を行なっています。
　北米におけるプロセスプラント案件については、事業会社
であるＩＨＩ E&Cにおいて、新規の大型受注を控え、本プロ
ジェクトの完遂に集中しておりますが、追加工事に対応する
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震源地

札幌

千歳
厚真町

苫小牧市

苫東厚真発電所

航空自衛隊千歳基地

北海道全域の大規模停電が発生

2018年 9月 6日午前 3時 7分、北海道胆
いぶり

振東部地震
が発生。胆振地方中東部を震源とし、規模はマグニチュー
ド 6.7、厚真町で震度 7を記録しました。当社がボイラを
納入している北海道電力株式会社 苫

とまとう

東厚
あつま

真発電所も被害
を受けました。苫東厚真発電所は、泊の原子力発電所が
稼働していない中、北海道内の火力発電所として最大出力
を有する、大変重要なエネルギーの拠点です。送電線の
被害など、予想外のさまざまな要因も重なって、道内のほ
ぼ全域で大規模停電（ブラックアウト）が起こり、住民の
皆さんは不便な生活を強いられていました。
北海道では、寒さの厳しい冬期に電力需要がピークに

達します。本格的な冬を迎える前に、何としても電力供
給を復活させる必要がありました。

電力のある、いつもの暮らしを取り戻す
 ―北海道電力 苫

とま

東
とう

厚
あつ

真
ま

発電所の復旧―

社会を支える ＩＨＩの技術と人①

 

ボイラの修理のため、いち早く現地へ

主力電源である 2号機（出力 60万 kW）と 4号機（出
力 70万 kW）はいずれも停止。2号機と 4号機にボイラ
を納入しているＩＨＩは、すぐさま電力復旧のために行動を
起こしました。新千歳空港が閉鎖されたため、北海道への
交通経路は絶たれたかに思えましたが、ＩＨＩの技術者を、
自衛隊の輸送機で運んでいただけることになりました。地
震発生当日に 4人、翌日に 6人が現地に到着。幸い、水
力発電所が運転を開始し、苫東厚真発電所に復旧工事の
ための電気が供給されました。
余震の恐れもあり、いつ何が起きるかわからない状況の

中、「一刻も早い苫東厚真発電所の復旧」を至上命題に、
プロジェクトが始まったのです。

力を合わせて、困難な状況を乗り越える

4号機のボイラ本体には、大きな損傷がなかったもの
の、2号機のボイラは、下部と中間部で管が破断してい
ました。修理するための部材を運ぶことにも困難が立ち
はだかりました。北海道への物流は、支援物資の輸送が
優先され、物品輸送が制限されてしまったのです。そこ
で、必要な部材を技術者が持って、現場に向かうという
方法を取りました。溶接機材などは、自衛隊機で輸送し
ていただきました。
当初は限られた人員で工事を進めていましたが、順次
子会社や道内の他の現場から応援が集まり、力を合わせ
て復旧作業にあたりました。

特集

01

復旧工事に携わったメンバー

停電している苫小牧市内（2018年 9月 6日午前 4時 37分撮影）
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過去の経験を活かした、迅速な復旧作業

東日本大震災の経験も活かされました。損傷している可
能性のある部分を想定し、書類や図面を準備して持参でき
たことで、短い準備期間で着工することができました。また、
災害時には、被害の大きさに気を取られてしまい、目先の
安全対策がおろそかになってしまいがちです。この知見も
生かされ、作業するメンバーに事故がないよう、安全管理
が徹底して行なわれました。
道内ではほかにも、発電所や工場など、同時並行で復

旧作業が行なわれていました。豊洲の本社には対策本部が
置かれ、各現場と綿密に連絡を取り、各地に人員を配置し、
部材を最速で運べるように調整を行なっていました。対策
本部の協力を得て、建設当時の耐震への設計思想などを
整理し、迅速にお客さまにご報告することができました。こ
れによってお客さまとのコミュニケーションを密に取り、作
業のやり直しが発生しないようにプロジェクトを進め、最短
の期間で復旧を完了させることができたのです。

お客さまの熱意に応えたい

4号機は 9月 25日に、2号機は 10月 10日に完全復旧。
冬の訪れを前に、北海道に電力の供給を再開することが
できました。復旧プロジェクトのメンバーたちは次のように
語っていました。「お客さまも被災され、ご家族が避難所
生活をされている中、『発電所の立ち上げが最優先』と、
懸命に復旧作業に取り組んでいらっしゃいました。『真夜
中に仕事から帰ると、自衛隊供給の風呂が終わってしまっ
ている』と話していた方もいらっしゃいました。そのような
お客さまの姿を見ると、わたしたちも自然と『一刻も早く、
発電所を復旧させたい』という気持ちになり、復旧作業に
全力を挙げましたね」

Project Member

ボイラSBU 
ボイラ設計部

冨山 信勝 主査

ボイラSBU 
建設部

福田 健郎 主査
（現場代理人）

ボイラSBU 
保守技術統括センター

坂本 寿美雄 主査
（プロジェクトマネジャー）

北海道電力苫東厚真発電所
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復旧工程表 2018年 2019年
9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

現地確認
設計図面照査
鋼板材料準備
工場製作
塗装
地組立
架設
舗装・対面通行部復旧

ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
ィ
ー
ク

完
全
復
旧

 台風被害で、国際空港に通じる
唯一の道が途絶える
2018年 9月、勢力の非常に強い台風 21号が縦断した

ことにともない、近畿地方は強い風と激しい雨、高潮に
見舞われ、海は猛烈なしけとなりました。最大瞬間風速
58.1m/sを観測した関西国際空港では、タンカーが流され、
空港と対岸を結ぶ連絡橋に衝突。空港島が孤立しました。
被害を受けたのは、空港側の陸地にかかる橋脚「A1」

と海上の橋脚「P1」を結ぶ「A1-P1桁」と、海上の橋脚「P1」
と「P2」を結ぶ「P1-P2桁」の 2つの橋桁。橋梁工事に携わっ
てきたＩＨＩインフラシステムの従業員は、テレビのニュース
でこの事故の様子を見た瞬間に「うちで造った橋だ」とピ
ンと来たと話します。ＩＨＩインフラシステムの堺工場も大き
な被害を受け、岸壁沿いの大きな門型クレーンが 2基とも

日本のインフラの回復力を、世界に見せる
―関西国際空港連絡橋の復旧―

社会を支える ＩＨＩの技術と人②

倒壊し、建屋に倒れこんでいました。その状況にもかかわ
らず、西日本高速道路株式会社（NEXCO西日本）からの
要請を受けて、すぐに連絡橋の機能回復に向けた工事組織
を立ち上げ、翌日には行動を開始しました。堺工場では、
橋桁を受け入れる場所を確保するため、従業員が一丸と
なって、倒壊したクレーンの撤去と建屋内の設備の復旧を
行なうことからスタートしました。

お客さまと連携し、迅速に交通経路を確保

6車線ある連絡橋のうち、関西国際空港へ向かう下り
3車線は通行できなくなっていたため、中央分離帯を撤去
し、損傷のなかった上り 3車線を活用した対面通行によ
る交通経路を確保し、空港島への交通を回復させました。

NEXCO西日本にて通行の安全性などを綿密に検討され、
すぐに中央分離帯の撤去などを判断されたため、迅速に対
応することができました。
また、全部門の力を結集し、一括撤去の工事計画、多
数の工事関係者との施工協議、損傷桁の陸揚げ場所や製
作工場の選定など、すべて現場作業と同時並行で進めまし
た。その結果、被害発生から 10日足らずで、損傷した橋
梁部分 188mの撤去を完了し、その後の鉄道再開に貢献
することができました。

ノウハウを結集し、成し遂げた工期短縮

橋桁の製作に着手するにあたり、1994年の連絡橋供用
開始当時の手書きの設計計算書・青焼きの図面などを参
考に、搬入された桁の損傷状態を判定することから始めま
した。
損傷した橋桁のうち、約 98mの「P1-P2桁」は堺工場

で、約 90mの「A1-P1桁」は高田機工株式会社で製作・
補修することになりました。「A1-P1桁」は比較的損傷が
軽微で、元の橋桁の 6割を再利用することができました。
議論を重ね、関連部署と丹念に調整して最短の作業工
程を計画しました。
堺工場では、部材の納期短縮、新たな製造ラインの設置、
作業の効率化など手を尽くし、大幅に工程を短縮し、新し
い橋桁を完成させました。通常の橋よりも一部材の寸法が

特集

02

損傷した橋桁の撤去状況
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Project Member
大きいため、専用の吊り天秤を計画・設計して、安全かつ
効率的に作業できるように工夫しました。プロジェクトに関
わったメンバーは、「お客さまをはじめ、連絡橋に関係する
会社のトップの方などが、堺工場にお越しになり、現場の
従業員にエールを送ってくださったことが、励みになりまし
た」と語ります。

2019年 2月には架設工事が行なわれ、完成した重量
800トン前後の 2つの橋桁を、大型クレーンで吊り上げて、
橋脚に設置しました。当初目指していたゴールデンウィー
クまでという見通しを、1ヵ月近く前倒しし、4月 8日に完
全復旧を成し遂げたのです。

お客さまからの感謝の言葉を胸に

この復旧作業は、日本で初めて橋を架け替えるほどの大き
な被害が出たことや、6月に大阪で開催されるG20を控え
ていたことなどからニュースでも大きく取り上げられました。 
4月 12日、関西国際空港連絡橋の早期復旧に尽力したと
して、NEXCO西日本の酒井和広社長から、ＩＨＩインフラ
システムと高田機工株式会社に感謝状が手渡されました。
「われわれの依頼に対し、迅速に対応してくれた。（2025

年大阪・関西）万博が決まり、G20も控える状況で早期
復旧は至上命題だった。被災から 7ヵ月での完全復旧は皆
さんの献身的な努力と創意工夫のおかげだ」とお言葉をい
ただきました。
ＩＨＩグループはこれからも、優れた人材と、豊富な経験
に裏付けされた高い技術力を結集し、お客さまのニーズに
応えて、社会を支えるインフラの建設・維持・管理に努め
てまいります。

ＩＨＩインフラシステム
堺工場 生産管理部

竹田 圭一 主査

ＩＨＩインフラシステム
堺工場 製造部

長瀬 裕俊 主査

製作状況

堺工場の倒壊したクレーン（左）と復旧の様子（右）
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資源・エネルギー・環境 社会基盤・海洋 産業システム・汎用機械 航空・宇宙・防衛
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前期の報告期間統
一の影響のほか、プ
ロセスプラントにお
いて前期に大型プ
ロジェクトが進捗し
た反動で減収とな
りました。

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

橋梁・水門で増収と
なったものの、Ｆ-Ｌ
ＮＧ・海洋構造物や
シールドシステムで
減収となりました。

Ｆ-ＬＮＧ・海洋構造
物やシールドシステ
ムで減益となったも
のの、橋梁・水門で
増益となりました。

前期の報告期間統
一の影響により減
収となりましたが、
この影響を除くと、
パーキング、回転機
械で実質的に増収
となりました。

前期の報告期間統
一の影響はあるもの
の、上記の増収の影
響や、熱・表面処理
の採算改善により、
増益となりました。

前期の報告期間統
一の影響により減
少しましたが、この
影響を除くと、運搬
機械などで実質的
に増加しました。

民間向け航空エン
ジンで増収となりま
した。

民間向け航空エンジ
ンにおいて、新型の
PW1100Gエンジン
に関わる不具合対応
費用の負担は減少した
ものの、引渡台数が増
加した影響などによ
り、減益となりました。

民間向け航空エン
ジン、ロケットシス
テム・宇宙利用で増
加しました。

橋梁・水門で前期に
海外の大型案件を
受注した反動によ
り、減少しました。

プロセスプラントで
前期に生じた採算
悪化が総じて収まり
つつあることや、販
管費の減少により、
増益となりました。

ボイラ、陸用原動機
プラントで前期に大
型案件を受注した
反動により、減少し
ました。

 設備投資額    減価償却費  設備投資額    減価償却費  設備投資額    減価償却費
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● 資源・エネルギー・環境事業

● 社会基盤・海洋事業

● 産業システム・汎用機械事業

● 航空・宇宙・防衛事業

● その他・調整額

受注高比率
（2018年度実績）

13,992億円

2,855億円
20%

4,589億円
33%
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35% 1,244億円
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ボイラ　8%

中型原動機　4%
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陸用原動機
プラント　　 1%
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橋梁・水門　5%

都市開発　1%

360億円
3%
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※各項目の金額は億円未満を四捨五入しているため、各セグメントの合計が100%にならない場合があります。
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売上高比率
（2018 年度実績）

14,834億円

4,922億円
34%

4,410億円
30%

1,431億円
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資源・エネルギー・環境 社会基盤・海洋 産業システム・汎用機械 航空・宇宙・防衛
売上高

営業利益

受注高、受注残高

設備投資額、減価償却費
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前期の報告期間統
一の影響のほか、プ
ロセスプラントにお
いて前期に大型プ
ロジェクトが進捗し
た反動で減収とな
りました。

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

橋梁・水門で増収と
なったものの、Ｆ-Ｌ
ＮＧ・海洋構造物や
シールドシステムで
減収となりました。

Ｆ-ＬＮＧ・海洋構造
物やシールドシステ
ムで減益となったも
のの、橋梁・水門で
増益となりました。

前期の報告期間統
一の影響により減
収となりましたが、
この影響を除くと、
パーキング、回転機
械で実質的に増収
となりました。

前期の報告期間統
一の影響はあるもの
の、上記の増収の影
響や、熱・表面処理
の採算改善により、
増益となりました。

前期の報告期間統
一の影響により減
少しましたが、この
影響を除くと、運搬
機械などで実質的
に増加しました。

民間向け航空エン
ジンで増収となりま
した。

民間向け航空エンジ
ンにおいて、新型の
PW1100Gエンジン
に関わる不具合対応
費用の負担は減少した
ものの、引渡台数が増
加した影響などによ
り、減益となりました。

民間向け航空エン
ジン、ロケットシス
テム・宇宙利用で増
加しました。

橋梁・水門で前期に
海外の大型案件を
受注した反動によ
り、減少しました。

プロセスプラントで
前期に生じた採算
悪化が総じて収まり
つつあることや、販
管費の減少により、
増益となりました。

ボイラ、陸用原動機
プラントで前期に大
型案件を受注した
反動により、減少し
ました。
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国内においては、七ツ島バイオマスパワー合同会社にて
鹿児島市に 49MWの木質バイオマス発電所を建設し、運
用を開始しました。本発電所で発電した電力は全量を九州
電力株式会社へ売電し、今後 20年にわたって近隣地域へ
再生可能エネルギーによる電力を供給していきます。燃料に、
パームヤシ殻、木質ペレット、国内間伐材を用いることで、年
間で約 20万トンのCO2排出量削減に貢献することができます。
また、事業構造改革については、9つあったSBUを5つに
再編し、経営資源の集約を図ることとしました。それにより、
2019年1月にＩＨＩ環境エンジニアリングの廃棄物処理施設関
連事業等を株式会社神鋼環境ソリューションへ継承、同年 4

月にプラント事業を統合しＩＨＩプラントを発足、さらに7月に
は原動機事業を統合したＩＨＩ原動機を発足しました。市場の
ニーズの多様化に機動的に対応し、収益力を強化していきます。

資源・エネルギー・環境事業領域は、石炭や天然ガス、
原子力、再生可能エネルギーといった多様なエネルギー源
を扱う技術を強みとして、生活に欠かせないエネルギーを安
定供給する製品・サービスの提供に取り組んでいます。

2015年に採択されたパリ協定を受けて、世界中で脱 CO2

化の動きが加速しており、石炭ボイラの大型案件が減少す
るなど、エネルギー関連事業を取り巻く環境は大きな転換
期を迎えています。

2018年度の業績は、市況の冷え込みに加えて、北米にお
けるプロセスプラント案件の追加工事への対応による採算悪
化が重なり、営業利益は計画未達となりましたが、ボイラの
メンテナンス案件の底上げなどによって営業赤字から脱し、
プラスに転じることができました。

国内外のライフサイクルビジネスを強化し
収益力を高める

2018年度の大型案件の取り組みとしては、ＩＨＩグループ
として初めてとなる、アフリカのサハラ砂漠以南でのプラント
建設を、契約納期どおりに完遂しました。モザンビーク共和
国の国営電力公社向けに計画された 100MW級のガス焚き
複合火力発電所のプロジェクトにて、ＩＨＩは主要機器であ
るガスタービンや発電機を供給し、工事全体を取りまとめま
した。また、今後 6年間にわたって保守サービスを提供し、
発電所の安定運用を支援していきます。

脱CO2・循環型社会の実現に
向けて、ライフサイクルに
わたってお客さまの事業を 
サポートします。

常務執行役員
資源・エネルギー・
環境事業領域長

井手 博

営業利益・営業利益率

事業戦略

資源・エネルギー・環境
提供する製品・サービス
ボイラ、陸用原動機プラント、中型原動機、大型原動機、プロセスプラント（貯蔵設備、化学プラント）、
原子力（原子力機器）、環境対応システム※、医薬プラント

※環境対応システム事業につきましては、2019年1月1日付で、主要事業を株式会社神鋼環境ソリューションに承継することにより、廃止いたしました。
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   2018年度の振り返り
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発電に用いるエネルギープラントを扱う当事業領域にとっ
て、気候変動の要因と考えられているCO2の削減は、最も重
要な課題です。長期的な視点に立って再生可能エネルギーへ
のシフトを図りつつ、足元では新興国を中心としたエネルギー
需要の増大にも応えていく必要があります。

多様化するニーズに応える
総合ソリューションを提供する
短・中期的には、わたしたちの強みである燃焼技術を活

かし、既存のボイラの改造による燃焼効率の改善や、バイオ
マス利用などによるCO2排出量の削減に取り組みます。
今後利用の拡大が見込まれるカーボンニュートラルなバイ

オマス燃料には、主に木質ペレットが用いられていますが、
国内ではその多くを輸入に頼っており、安定供給の面で課
題があります。わたしたちは、マレーシアのパーム農園で廃
棄されているパームヤシ空果房に着目し、これをペレット化
し燃料として活用する事業を開始しました。
また、天候によって発電量が変動する太陽光や風力などの
再生可能エネルギーは、出力の制御ができないため、需給調
整をどのように行なうかが課題となっています。これに対して
は、エネルギー貯蔵システムを核としたエネルギーマネジメン
ト技術を用いて、電力の需給バランスを調整することで、再
生可能エネルギーの利用を促進していきます。一方で、電力
のインフラが整っていない地域でのエネルギー供給に対応す
るためには、一から送電網を整備し大型の発電所を建設する
よりも、小型の分散型電源によるローカルな電力供給システ
ムを整備する方が、建設コストや稼働までの期間の点でメリッ
トが出てきます。こうしたニーズに対応できるよう、高効率な
ガスエンジン等の小型分散型電源の開発を進めるとともに、
IoT/ICTを用いたプラントの遠隔監視やメンテナンスなど、ライフ

サイクルにわたるお客さまのサポートにも注力していきます。

CO2の有効利用で新たな循環型社会を築く
さらに、長期的な目標として「国内外のお客さまの CO2

排出量を現行の 50％削減」することを掲げました。最終
的に目指す姿は、発生した CO2が循環する社会システムを
構築することにあります。そのためには、CO2を発生しない
エネルギーを利用するだけでなく、発生した CO2を外部環
境に排出しないことが重要になってきます。わたしたちは、
2008年より日本とオーストラリアの共同で日豪酸素燃焼
CCS技術実証プロジェクトを立ち上げ、CCS （CO2の回収・
貯留）技術の確立に取り組んできました。現在は、回収し
たCO2の有価物への転化について開発を進めています。
シンガポール科学技術庁傘下の化学工学研究所と共同で
開発したメタン化触媒を用いて、CO2を水素と反応させるこ
とでメタンを製造するメタネーションに成功しました。今後
は本技術に加えて、プラスチックや樹脂の原料として利用で
きるエチレンやプロピレンなどを製造するなど、さまざまな技
術開発を行なっていきます。

わたしたちは、これまでに培ってきたプラントエンジニアリ
ング技術とグローバルなネットワークを活かし、地域に根づ
いたライフサイクルにわたるサービスを展開し、“脱 CO2・
循環型社会 ”の実現に貢献していきます。

再生可能電力

水電解装置 メタン化

オレフィン類合成

H2

CO2

ボイラ CO2 回収 石油化学プラント プラスチック

天然ガスインフラ
（ タンク・パイプライン ）

CO2再資源化のプロセス

目指す方向性

地域・お客さまごとに最適な
総合ソリューションを提供することにより
“脱CO2・循環型社会”に貢献する

短・中期戦略

 ● ボイラの燃焼効率の改善、燃料転換・バイオマス
利用などによりCO2排出量を削減する

 ● エネルギーマネジメント技術による再生可能エ
ネルギー利用の促進

長期戦略
 ● 国内外のお客さまのCO2排出量を現行の50％
削減を目指し、脱CO2新事業を立ち上げる

   「グループ経営方針2019」の実現に向けて
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主要な製品・サービス／特性

ボイラ 原動機 グローバル・プラントエンジニアリング

超々臨界圧ボイラの
国内シェア

サービスネットワーク多様なラインナップ

35% 13ヵ国
 ● 2MW～50MWに対応する多様な原動機のラインナップ
 ● 陸・舶双方に対するニーズへの対応と、アフターサービスネットワーク

 ● 約50年にわたる多数のプラント建設実績
 ● アジア・中東・アフリカ地域などの、お客さまの海外展開へのサポート

多様な燃料を効率よく燃焼させる
ことによって、発電や生産プロセス
に使用するための蒸気を供給。排
煙に含まれる化学物質の除去や
CO2の低減にも取り組んでいます。

発電、石油・化学、製鉄等のさまざま
な海外プロジェクトにおいて、設計・
調達・建設からメンテナンスまでを
ジュロンエンジニアリンググループ
で展開しています。

陸用では、ガスタービンやガスエ
ンジン、ディーゼルエンジンを用い
て電気や熱を供給。舶用では、艦
艇や高速船向けに小型から大型
まで多様なエンジンを提供してい
ます。

 ● エンジンの高性能化による差別化
 ● お客さまとの密接な関係構築による、案件組成からの参画
 ● グループ内の関連事業の統合・新会社設立によるリソースの有効活用

 ● 拠点を活用した地域特性の把握
 ● 地域に根づいたパートナーとの協業

 ● 新興国のエネルギー需要の拡大
 ● 環境規制の強化によるクリーン電力需要の拡大

機会
 ● 分散型電源の需要拡大
 ● 再生可能エネルギーの導入進展にともなう調整用電源の需要拡大

機会
 ● アジア地域へ進出する企業の増加
 ● 分散型電源の需要拡大

機会

 ● 多様な燃料を効率よく利用する燃焼技術
 ● 超々臨界圧ボイラの国内シェア35%

強み 強み 強み

 ● 大型石炭火力発電案件の減少

リスク
 ● 化石燃料による発電設備市場の縮小

リスク
 ● 地域特性の違いや、新規参入によるカントリーリスク

リスク

 ● 既存設備の高効率化・高稼働率化
 ● バイオマス、アンモニアの燃料利用によるCO2排出量削減

対策 対策 対策

事業戦略 資源・エネルギー・環境

2MW~
50MW
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OPTペレット

空果房（EFB） パーム搾油排水（POME）パーム廃棄古木（OPT）

パーム農園 パーム房実
（FFB）

土壌汚染・
GHG発生

土壌汚染・
GHG発生

水質汚染・
GHG発生

EFBペレット パーム粗油　浄水
 低炭素化推進
 地球環境改善
 循環型社会構築

パーム古木
果実 排水

パーム搾油工場

 低炭素化推進
 地球環境改善
 循環型社会構築

 地球環境改善
 再生可能 
エネルギー製造
 生産性向上

投棄 放流

I H I パームソリューション

投棄

Topics マレーシアにおけるパーム農園向け
ソリューションを本格展開

Kuala Lumpur
Malaysia

わたしたちは製品・サービスの提供を通じて
SDGsの目標の達成に貢献します。

として有効利用することを目的として、高品質な低灰化
EFBペレットに変換・量産する手法を確立しました。

このほか、 パーム廃棄古木（OPT：Oil Palm Trunk）
によるペレットの製造やパーム搾油排水（POME：Palm 

Oil Mill Ef�uent）処理の実証事業をマレーシアにて展開
しており、パーム油の製造過程における廃棄物の活用お
よび環境負荷低減に取り組んでいます。

環境配慮型工業団地の開発を目指す
また、マレーシアの大手印刷会社 Nextgreen Global 

ＩＨＩは、パームヤシ空果房（EFB：Empty Fruit Bunch）
由来の固体バイオマス燃料であるEFBペレットの製造・
販売・輸出事業を本格展開するため、マレーシアにＩＨＩ 

SOLID BIOMASS MALAYSIA SDN.BHD.（ ISBM）を
設立しました。

パームヤシを有効利用したバイオマス燃料
パーム油の搾油過程で大量に発生するEFBは腐敗し

やすく、水分・灰分・塩分も多いため、大部分は未利
用なままで廃棄され、土壌汚染やメタンガス発生の原
因になっています。これらの EFBを固体バイオマス燃料

ISBMのペレット製造現場（マレーシア）

Berhad（NGGB）および野村ホールディングス株式会社
と共同で、EFBを原料とする製紙用パルプやバイオマス
燃料の生産における協業の事業性評価を行ないます。さ
らに、NGGBが開発を目指すパーム廃棄物活用による環
境配慮型工業団地グリーン・テクノロジー・パークの開
発に向けた三者間の協業についても検討を進めています。

わたしたちは、マレーシアの主要産業のひとつであるパー
ム産業のサステナビリティ（持続可能性）を高めることを
目指すとともに、日本を中心に需要の大きな拡大が見込ま
れる固体バイオマス燃料の安定供給に貢献していきます。

32

価値創造の
戦略

持続的成長の
基盤 データ集



また、シールドシステム事業では、同事業をグローバルに
展開する香港の Terratec Limited.（テラテック社）の株式
51%を取得し子会社としました。テラテック社の手掛ける後
続設備を含めたトータルシステムの供給や、オペレーション
サービスをメニューに加え、世界市場におけるリーディング
カンパニーへの飛躍を目指します。

一方で、これまで手掛けてきたF-LNG事業につきましては、
受注していた SPBタンクの完工をもって事業を終了し、製
造拠点の愛知工場は 45年の歴史に幕を下ろしました。納
入した製品のメンテナンスについては、今後もしっかりと行
なってまいります。

社会基盤・海洋事業領域では、社会インフラの整備や都
市開発などの分野で事業を行ない、安全で安心な社会基盤
づくりに貢献しています。

2018年度を振り返りますと、自然災害が多い一年であっ
たと感じます。特に、台風 21号による関西国際空港連絡橋
の損傷は、多くの人の交通に影響をおよぼしました。ＩＨＩグ
ループでは、現場に近いＩＨＩインフラシステム堺工場を中心
に総力を挙げて復旧にあたりました。通常 1年以上かかる
工程を 7ヵ月程度で完成させることができたことは、一刻も
早く復旧させたいという現場の思いが底力となって発揮され
た成果だといえます。
また、2019年 3月には、岩手県の三陸鉄道向けに、ディー
ゼルエンジンで駆動する気動車 8両を新潟トランシスが納
入し、運行が開始されました。これによって東日本大震災で
被災したリアス線が全面開通となりました。

グローバルビジネスの拡大に向けて
海外では、2014年にスタートしたラオスにおけるナムニアッ

プ 1水力発電プロジェクトが無事に完工を迎えることができま
した。本プロジェクトは、関西電力株式会社を筆頭にオール
ジャパン体制で推進された「第二の黒四」と呼ばれる大型ダ
ム建設工事で、わたしたちは水門および鉄管設備の供給を担
いました。こちらで発電した電力は隣国のタイへ売電され、電
力需要の増加を再生可能エネルギーでまかなうことによって、
CO2排出量の削減に貢献することができます。

   2018年度の振り返り世界と将来に目を向けて、
グローバルな規模で
インフラの安全を守ります。

執行役員
社会基盤・
海洋事業領域長

川上 剛司

営業利益・営業利益率

事業戦略

社会基盤・海洋
提供する製品・サービス
橋梁・水門、シールドシステム、交通システム、コンクリート建材、都市開発（不動産販売・賃貸）、
F-LNG（フローティングLNG貯蔵設備、海洋構造物）※

※F-LNG事業につきましては、廃止いたしました。
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床版取替

検査路工

拡幅工

支承取替

運営（オペレーション）

点検・診断・保守・保全
建設調達設計案件組成

事業性評価
事業計画策定
ファイナンス

橋梁のライフサイクル型事業

社会インフラを取り巻く経営環境は、国内と海外の市場
の様相が異なっており、それぞれにマッチした事業戦略を展
開してきました。　
国内は 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に

向けた首都圏の道路整備やリニア中央新幹線など、足元では
堅調な新設需要がありますが、長期的には縮小は免れません。
海外では、アジアを中心とした新興国での新設需要が旺盛で
ある一方、先進国ではコンセッション事業の普及にともない、設
計・建設から運営・維持管理までを包括したインフラ構造物
のライフサイクル全般を手掛ける事業が拡大しつつあります。
このような経営環境の中、当領域として目指す姿を「橋梁・

トンネルを軸に安全・安心な社会インフラの実現にグローバ
ルかつライフサイクルにわたり貢献する」と位置づけ、グロー
バル展開の加速と保守・保全などのライフサイクル型事業の
強化に取り組んでいます。インフラ設備の設計・調達・建設
（EPC）という従来の業務範囲を超えて、プロジェクト組成
段階での事業性評価や資金の調達、完成後の運営やメンテ
ナンスまで、ライフサイクル全般にわたってお客さまへの価値
を提供していくことを目指しています。
さらに当事業領域が持つさまざまな製品・サービスを強
化しつつ、例えば「スマートシティ構想」などの都市全体で
のインフラシステムの提供に向けて、更なる課題解決型ビジ
ネスモデルの検討を進めています。

長寿命化と短期工法の開発により
国内外のインフラを支援する
現在、国内における橋梁やトンネルには、建設後 50年を
経過しているものが 2割以上あり、20年後にその数は 5割
を超えます。北米・欧州などの先進国でも同様に、インフラ
の老朽化対策が大きな課題となっています。わたしたちの使
命は、建設したインフラを長く安全に使っていただけるよう

   「グループ経営方針2019の実現」に向けて にすること、そして補修工事を短期で施工し、日々の暮らし
に支障をきたさないようにすることです。
わたしたちは、短期間で施工できる工法の開発や、ICT

（BIM/CIMモデル）を活用したシミュレーションによって、
できる限り交通を止めずに施工する工夫をしています。また、
構造物にセンサーを取り付け、健全性をチェックするリモー
トモニタリングの取り組みも始めています。限りある資源を有
効に使うためにも、既存インフラの長寿命化・強靭化への取
り組みを強化していきます。

強靭なインフラを実現し
住み続けられるまちづくりを
今後、新興国において都市化が進み、一方で先進国にお

いてインフラ老朽化が進んでいく中で、利便性の維持・向上
と地球環境の保全を両立することが大きな命題となっていま
す。SDGs（持続可能な開発目標）にも示される「住み続け
られるまちづくり」を実現するために、新しいインフラの構
築のみならず、既存のインフラをメンテナンスして長寿命化
することが、限りある資源や地球環境を守ることにつながる
ものと考えています。
わたしたちは、世界と将来に目を向けて、グローバルな規
模でインフラの安全を守り、安心して暮らせる社会の実現に
貢献してまいります。

目指す方向性

橋梁・トンネルを軸に安全・安心な
社会インフラの実現にグローバルかつ
ライフサイクルにわたり貢献する

橋梁事業
 ● 事後保全の一括化・包括化と予防保全事業の
推進

 ●コンセッション型事業への参画

シールド事業
 ●トンネル掘削オペレーションを含めた 
海外事業展開

水門事業
 ●リモートメンテナンス体制の確立

短・中期戦略

 ● 海外パートナーとの協業等による 
ビジネスエリアの拡大

 ● 国内外のコンセッション型事業の展開
 ● 最適な都市環境を実現する社会インフラ創り

長期戦略
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事業戦略 社会基盤・海洋

主要な製品・サービス／特性

橋梁 水門 シールド掘進機

建設実績 国内シェア建設実績

44%

1883年に民間企業として初めて
横浜市の都橋を製作して以来、 
国内外の橋や高速道路の設計・
製作・建設を数多く行なってい
ます。

前面のカッターを回転させながら
土砂を切削し、地下鉄や道路トンネ
ルなどを掘削する機械です。トンネ
ルの内壁となるセグメントの自動組
立システムでも国内トップの実績を
有しています。

ダムや河川に設置し、ゲートの開閉
により水の流れを制御する施設で
あり、水力発電や河川の治水に活
用されています。

橋以上
12,000

件以上
4,000

 ● 都市化進展によるアジア地域の新設需要の拡大
 ● 老朽化・災害対策としての長寿命化需要の拡大
 ● インフラ投資の効率化を目的としたプロジェクトの大型化

 ● 都市化進展・電力需要増大によるアジア地域の新設需要の拡大
 ● 老朽化・災害対策としての長寿命化需要の拡大
 ● 人材不足による維持管理の民間委託化

 ●リニア中央新幹線等の国内大型プロジェクトの計画
 ● ASEAN諸国・中東・トルコなど都市化の進展による 

地下鉄向け掘削需要の拡大
 ● 洪水対策用トンネル需要の拡大

 ● 国内外で12,000橋以上の建設実績
 ● インフラ需要の旺盛なアジアを中心とした世界5カ国の生産体制
 ● ICT（BIM/CIMモデル）を活用した効率的な設計・施工

 ● 国内外のダム・河川で4,000件以上の建設実績
 ● 設置場所や用途に合わせた多様なラインナップ
 ● ICTを活用した効率的なリモートメンテナンス

 ● 国内シェア44%
 ● 国内外で4,000基以上の納入実績
 ● 後続設備を含めたトータルシステム・掘削オペレーションの提供

 ● 国内の新設需要の縮小
 ● 政情や経済状況の悪化、法令改正等による海外大型プロジェクトの採算性悪化

 ● 国内の新設需要の縮小
 ● 過当競争による大型プロジェクトの低採算化
 ● 中国メーカーのグローバル市場への進出

 ● 劣化状況の調査、設計・施工までの保全の一括化・包括化
 ● 予防保全ビジネスモデルの構築と展開促進
 ● 海外のパートナー企業との連携・サプライチェーンの強化

 ● ICT活用によるメンテナンスツールの機能強化による差別化促進
 ● 予防保全ビジネスモデルの構築と展開促進  ● グローバルなサプライチェーンの構築によるコスト競争力の強化

 ●トータルシステムの供給、オペレーション・アフターサービスの強化

機会 機会 機会

強み 強み 強み

リスク リスク
リスク

対策 対策
対策
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強みの相乗効果によるグローバル戦略
国内外で 4,000基以上のシールド掘進機の納入実績

を持ち、特に大口径シールド掘進機に強みを持つ JIMT

が、テラテック社と資本提携することで、テラテック社が
取り扱う後続設備を含めたトータルシステムの提供が可
能になりました。

また、テラテック社の掘削オペレーションのノウハウ、
アフターサービス対応力、高いシェアを有するインド・ 

東南アジア・トルコなどの海外営業網との相乗効果によ
り、競争力をさらに強化していくことを目指しています。

ＩＨＩグループでトンネルを掘削するシールドシステム 

事業を行なう JIMテクノロジー株式会社（JIMT）は、
香港の Terratec Limited.（テラテック社）の株式の 51%

を取得しました。テラテック社は、シールド掘進機※1本体
および後続設備※2を含めたトータルシステムを取り扱い、
グローバルに事業展開している企業です。両社はこれま
でも海外事業において協力関係にありましたが、今後は
お互いの強みを活かして世界トップレベルのトンネル総合
メーカーを目指します。

海外市場の拡大により成長する
シールドシステムの海外市場規模は、現在、国内市場
の 10倍超の約 4,000億円であり、今後さらに成長する
見込みです。特に、中国やインドの内陸部都市の発展や
ASEAN諸国・中東・トルコなどの都市化の発展にとも
なう、インフラ整備や地下鉄の路線拡大による需要増加
が大いに期待されています。

シンガポール地下鉄トムソンライン掘削現場

Topics 香港テラテック社の株式を取得
シールド掘進機の
グローバル競争力を強化Hong Kong わたしたちは製品・サービスの提供を通じて

SDGsの目標の達成に貢献します。

シールドシステムのグローバル戦略

JIMテクノロジーテラテック

グローバルな事業展開
 シールド掘進機本体と後続設備を含めたトータルシステム
の提供
マシンオペレーションおよびアフターサービスの提供
グローバルな調達網
大型・複雑なシールド掘進機には未対応

インド・東南アジア・トルコを中心とした海外大型プロジェクトに参入し、
世界トップレベルのトンネル総合メーカーを目指す

 大口径シールド掘進機の高いエンジニアリング力と 
豊富な実績
 高いブランド力
 トータルシステム提供力の不足（後続設備未対応）
海外における営業力・アフターサービス対応力の不足

※１　シールド掘進機
地下鉄や道路トンネルなどの掘削に利用される機械。
※２　後続設備
シールド掘進機本体を動かすために、本体後方に搭載される設備。

シールド掘進機本体

後続設備

補完
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集中と選択を進め、収益性の向上を図る
「グループ経営方針 2016」の重要な取り組みとして掲げた

「新たなポートフォリオマネジメントによる集中と選択」を今
後も継続して進めていきます。2018年度には、小型原動機
事業を米国キャタピラー社へ譲渡しました。また、都市化が
進む中国においては、機械式駐車場の製造・販売・メンテ
ナンスを行なう青島華通石川島停車装備有限責任公司を現
地の国有資本運営会社 2社との合弁で設立しました。拡大
する中国のマーケットへ、高品質な製品ときめ細かいメンテ
ナンスサービスを提供し、シェアの拡大を図ります。今後は
ライフサイクルビジネスへの変革に対応した事業の組み換え
等を行ない、高収益分野へリソースを集中させることで、一
層の収益性向上に取り組んでいきます。

   2018年度の振り返り
産業システム・汎用機械事業領域は、産業の現場を支え

る多様な製品・サービスを提供していることから、製造業や
物流業を営むお客さまとの広く強いつながりを持っていること
が、当事業領域の強みであり財産であると思っています。
労働人口の減少による人手不足や脱 CO2化・省エネの潮
流、シェアリングサービスの拡大など、製造業や物流業を取
り巻く環境は大きく変化し、お客さまのニーズも多様化してい
ます。それにともない、高品質な製品の提供から、製品のラ
イフサイクル全体を通じた価値を提供するビジネスモデルへと
変革していきます。

ロボット技術の活用により、
省人化・無人化の実現を急ぐ
産業の現場における人手不足を解消するためのキーワー

ドは「省人化・無人化」です。現在はインターネット販売な
どによる物流増加へ対応するために、倉庫内のピッキングや
仕分け作業を自動で行なうシステムの導入が進められていま
すが、詰め込み作業など人の手に頼っている工程もまだあり、
省人化・無人化を推進できる可能性は大いにあります。
ロボット技術では、荷下ろし（デパレタイズ）作業に着目し、
米国のベンチャー企業 Kinema Systems社と、AIによる画
像認識を採用したデパレタイズシステムを共同開発しました。
これにより時間あたりの作業効率を 30％向上させることがで
きました。今後はさらに技術開発を進めることで、物流シス
テム全体の省人化・無人化の実現を目指します。

取締役 常務執行役員 
産業システム・
汎用機械事業領域長

長野 正史

事業戦略

産業システム・汎用機械
提供する製品・サービス
物流・産業システム（物流システム、産業機械）、運搬機械、パーキング、熱・表面処理、車両過給機、
回転機械（圧縮機、分離装置、舶用過給機）、農機・小型原動機、製鉄機械、製紙機械

営業利益・営業利益率社会、お客さまの人・エネルギー・
資産の効率最大化に貢献する、
新たな産業システムを
創発します。

4.1%
5.2% 5.6%

250
231

189

前提レート 111円/$
4,590億円

111円/$
4,410億円

105円/$
4,500億円売上高

● 営業利益率（左軸）
■ 営業利益（右軸）

（％）
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エネルギー
マネジメント

ソリューションリーダー

環境負荷低減

省人化
ナショナルスタッフ

ソリューションチーム
（営業 /工場マネージャ
経験者 /  エンジニア）

予防保全現地ビジネスパートナー

現地拠点

産汎アジアソリューションセンター

現地化を進める体制 提供する価値

モビリティ向け
インフラの提供

Shared & Service　共有

 駐車場サービスの空き状況・
予約情報の共有

Autonomous　自動運転

 自走式パーキング内の 
自動運転・自動駐車

Connected　接続性

 スマートフォンからの 
駐車場サービスの予約
 パーキング設備の 
リモートメンテナンス Electric　電動化

 電動ターボの開発
 充電設備を付帯した
パーキングの提供
 非接触給電システムの
開発

   「グループ経営方針2019」の実現に向けて
当事業領域として注力する分野をマニュファクチャリング・

ロジスティックス・モビリティと定めました。それぞれの分野
において、お客さまの「人」「エネルギー」「資産」の効率を
最大化することを目標として、お客さまと共にオペレーション
（事業運営）の最適化をライフサイクルで徹底追求します。

事業領域内をつなぐ機能
多種多様な製品を扱っていることが当事業領域の強みの
一つですが、製品ごとに拠点活動をしていたことで、機能や
設備が重複するなどのムダや、情報の共有化がスムーズで
ないことによる機会損失といった課題がありました。
そこで、2019年度に当事業領域内の各製品をつなぐ横串
機能の強化のために組織改定を行いました。具体的には、
ライフサイクル型事業の収益基盤構築・強化や社内外連携
強化、同事業を軸とするグローバル展開の推進、産業シス
テム高度化に向けたデジタルトランスフォーメーションへの
適用推進、バリューチェーンにおける各プロセス改革などの
役割を担う事業推進部を設立しました。
また、東南アジアを中心とするグローバル展開を加速する
ため、タイのバンコクに「産汎アジアソリューションセンター」
を開設しました。日本から派遣されたソリューションリーダー
とナショナルスタッフの連携により、各事業の現地化を進め

ることで、お客さまの課題解決につながるさまざまなサービ
スを東南アジアに広く展開していきます。

モビリティの新しい波、CASEに対応した技術開発
人やモノが移動するモビリティの分野では、「CASE」と呼

ばれる大変革が進みつつあります。これらの動きに対応する
ため、自社の強みを活かした技術開発を進めています。
脱 CO2化の動きの高まりから、ハイブリッド車や電気自動

車などの需要が増加しています。これまで培ってきた車両過
給機の技術をもとにハイブリッド車向けの電動コンプレッサや
電動アシストターボを開発し、市場投入していきます。さらに
2030年以降に本格普及が予想される、燃焼電池車向けの空
気供給用オイルフリー電動ターボの開発も進めています。
一方、モビリティ向けインフラとしてのパーキング設備に

ついても、新たな開発を行なっています。一例として、慶應
義塾大学との共同研究により、自走式パーキング内の自動
運転／自動駐車の実現に取り組んでいます。本技術の確立
によって、交通事故ゼロはもとより、未来の都市インフラに
おける「次の駐車場のあり方」を追求し、最適なソリューショ
ンの提供に貢献したいと考えています。
わたしたちは、社会とお客さまの人・エネルギー・資産の効
率最大化に貢献する、新たな産業システムの創発に取り組ん
でまいります。

目指す方向性

お客さまと共にオペレーションの最適化を
ライフサイクルで徹底追求することにより、

産業インフラの発展に貢献する

 ● 製造プロセスおよび物流プロセスの省人化・最
適化によるスループット向上およびコスト削減 

 ● 電気、熱、空気などのエネルギーの効率化によ
る環境負荷低減および電力コスト削減 

 ● 安全・安心で利便性が高く、環境負荷低減にも
寄与したモビリティインフラの提供による車両
事故ゼロ、移動弱者の解消およびCASEへの先
駆的対応

短・中期戦略

産業システム
 ● 社会、お客さまの人・エネルギー・資産の効率の
最大化に貢献する、新しい産業システムの創発
を目指す
車両過給機

 ●自動車の電動化に対応した製品の開発

長期戦略

産汎アジアソリューションセンターの機能図 モビリティインフラ提供によるCASEへの対応
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 ● 環境意識の高まりによるエネルギー効率が高い機械への志向
 ● オイルフリーで清浄な圧縮空気の需要拡大

 ● 世界シェア約20％、国内シェア約50％
 ● 世界7ヵ国のグローバルな開発・生産体制
 ● 優れた環境性能（低燃費、排ガス清浄化）

 ● エレベータパーキングの国内シェア約42％
 ● 国内175ヵ所のサービスネットワークによる24時間365日体制でのサ
ポート

 ● 世界最高水準の効率を誇る汎用ターボ圧縮機の国内累計納入台数
9,500台

 ● 超低温LNGボイルオフガス圧縮機の世界シェア60％
 ● 日本・中国・トルコの3ヵ国生産体制

 ● 国内における自動車保有台数の減少
 ● 駐車場附置義務の緩和等による市場の縮小  ● 新興国をはじめとする海外圧縮機メーカーとの競争の激化

 ● ハイブリッド車向け電動過給製品（電動コンプレッサー、電動アシスト
ターボ等）の開発

 ● 燃料電池車向け空気供給用オイルフリー電動ターボの次世代機の開発
 ● アフターサービス事業の拡大

 ● 車両の自動運転化に対応した自動駐車技術の開発
 ● 競合他社のメンテナンス事業の譲り受け等によるメンテナンスサービ
スの拡大・充実

 ● アフターサービスの強化と長期メンテナンス等の新サービス提供
 ● キーハードを国内で生産することによる技術流出の防止
 ● 海外拠点での調達・生産等による価格競争力の向上

 ● 自動車エンジンのダウンサイジング化・環境負荷低減を目的とした 

車両過給機の需要増加

機会
 ● 東南アジアおよび中国の都市化の進展による需要の拡大

機会
機会

強み 強み 強み

 ● 自動車電動化の進展によるエンジンを搭載した自動車市場の縮小
 ● ターボチャージャー市場のコモディティ化

リスク リスク
リスク

対策 対策
対策

9,500台

事業戦略 産業システム・汎用機械

主要な製品・サービス／特性

車両用ターボチャージャー パーキング 圧縮機

世界シェア 汎用ターボ圧縮機の
国内累計納入台数

エレベータパーキングの
国内シェア

20% 42%

排気ガスのエネルギーを利用して
より多くの空気を送り込むことで、
エンジンの出力を増強します。自動
車等のエンジン排気量を下げ、燃
費と環境性能を向上させることが
できます。

空気やガスを圧縮してタンクに貯
め、各種設備へ供給する工場に欠か
せないユーティリティーの一つです。
省エネルギー、省メンテナンス、エコ
ロジーなど多様なニーズに応えるラ
インナップを揃えています。

1962年に日本で最初のタワーパー
キングを納入して以来、タワー式、
地下式、自走式など、都市のニーズ
に合わせたさまざまなパーキング
システムを提供しています。
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自動車

医療

高級
宝飾品

医療器具、
人工関節
など

腕時計、
アクセサリー
など

エンジンのピストンリング、ピストンピン、
トランスミッションの歯車　など

新分野への
適用拡大

インテリア
ドアノブ、
水栓など

メーター、コントロールパネル
周りなどの装飾品

製造業全般

切削・成形工具など

Topics 熱・表面処理事業の
グローバル展開を加速

Europe わたしたちは製品・サービスの提供を通じて
SDGsの目標の達成に貢献します。

金属に熱を加える熱処理、また表面に薄膜を付着さ
せる表面処理は、耐摩耗性や耐衝撃性の向上や表面の
滑らかさを増すことを目的とした技術です。製造業全般
で使用する工具類や、自動車の部品などに多く使用され
ています。

金属で作っていた部品を樹脂などの軽い素材に変更
し、表面だけに金属を付けて、軽量化や低コスト化を図
ることもできます。また、人体に有害な六価クロムを使

当事業では、熱処理／表面処理の分野に対し、それ
ぞれ装置販売／受託加工サービスを行っており、国内
外のグループ 4社（ＩＨＩ機械システム、IHI Ionbond、
IHI Hauzer Techno Coating、IHI VTN）によってグロー
バルに事業を手掛けています。
お客さまの生産体制に合わせて、自社での処理を望ま
れる場合は装置販売を、外部委託による処理を望まれ
る場合は受託サービスを選んでいただくことができます。
またいずれの場合も、同じＩＨＩの技術を提供できること
も当事業の特徴です。現在は機械関連業界向けに、欧
州を中心として需要が拡大しています。

用しないコーティング技術の開発によって、環境負荷の
低減にも貢献しています。

すでに取り組んでいる、医療分野（医療器具、人工
関節など）、インテリア分野（ドアノブ、水栓など）、高級
宝飾品分野（腕時計、アクセサリーなど）などにおいて
適用範囲をさらに広げるとともに、市場の成長が期待さ
れる北米・中国・インドの拠点の生産能力の拡大を図る
ことで、ビジネスのグローバル化を加速していきます。

欧州における熱・表面処理 SBUの拠点 熱・表面処理技術が適用されている分野・製品の例
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ました。その後、目標の性能を満たしていることが、防衛省
により確認されています。また、すでに運用している F -2戦
闘機用の F110エンジンについて、6ヵ年の包括的整備契約
を締結し、長期にわたって高品質なメンテナンスを提供して
いきます。

ロケットシステム・宇宙利用事業については、2019年 1

月にイプシロンロケット4号機を打ち上げました。4号機に
は新たに複数の衛星を搭載できる機能を付加しており、拡
大する衛星打ち上げのニーズに対応できる小型ロケットとし
て、進化を遂げています。

航空・宇宙・防衛事業領域は、民間および防衛省向け
航空機エンジン、ロケットシステムや宇宙利用、防衛機器シ
ステムなどに関わる製品やサービスの提供を通して、豊かで
安全な社会の実現に貢献することを目指しています。
このたびの民間航空エンジン整備事業における不適切事
象により、お客さま、お取引先の皆さまへ多大なご迷惑をお
かけしたことを、深くお詫びいたします。
民間航空エンジンは、今後も市場の拡大が見込まれる主

力製品であり、整備拠点の新設など、引き続き事業拡大の
ための投資を行なっていくことを計画しています。このたびの
件を深く反省し、将来の成長のためにも、強靭な品質保証
体制を確立してまいります。

2018年度の事業の進捗として、民間航空エンジン事業で
は、開発を手掛けてきた Passport20エンジンを搭載したビ
ジネスジェット機 Global 7500が、2018年 9月に型式承認
を取得し、同年 12 月に就航しました。また、Boeing777X

に搭載予定のGE9Xエンジンについても、GE社所有の機
体に搭載され、型式承認の取得に向けた各種試験が進行し
ています。

防衛省向け航空エンジンでは、将来戦闘機への搭載を目
指したプロトタイプエンジン（XF9‐1）を防衛省へ納入し

   2018年度の振り返り

新型エンジンを搭載した航空機が就航、
エンジン開発を継続し、更なる事業拡大を図る

イプシロンロケット4号機の打ち上げに成功

品質と安全を第一に、
最先端技術を結集し、
航空・宇宙産業をリードします。

取締役　常務執行役員　
航空・宇宙・
防衛事業領域長

識名 朝春

事業戦略

航空・宇宙・防衛
提供する製品・サービス
航空エンジン、ロケットシステム・宇宙利用、防衛機器システム

営業利益・営業利益率

13.0%

9.4%

7.2%
8.6%

330

464 420

601

● 営業利益率（左軸）
■ 営業利益（右軸）

前提レート 111円/$

FY2017
（実績）

FY2018
（実績）

FY2019
（見通し）

4,637億円
111円/$

4,922億円
105円/$

4,600億円売上高
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   「グループ経営方針2019」の実現に向けて  

安全と品質の確保を第一として、更なる飛躍を目指す
　「グループ経営方針2019」の策定にあたって、目指す方向性を、
「先進技術により、航空輸送、防衛システムおよび宇宙利用の
未来を切り拓き、豊かで安全な社会の実現に貢献する」と定め
ました。
　グローバルな市場での存在感を強めていくために、安全と品
質の確保を第一として強靭な品質保証体制を確立することを
最優先の課題として取り組みます。
　また、エンジンの整備を行なうための新たな拠点として、埼玉
県鶴ヶ島市に新工場を建設し、稼働に向けた準備を行なってい
ます。こちらでは、人・物・設備を
先端的なIoT/ICT でつなげるこ
とで、人為的なミスを抑止する
とともに作業の効率化を図り、
お客さまに選ばれるサービス
の提供に取り組んでいきます。

新素材・新技術のたゆまぬ開発で、独自の強みを磨く
　民間航空エンジンは、複数の企業が参画した国際共同開発
プログラムによって開発が行なわれます。このプログラムに主体
的に参画していくためには、他社ではできない差別化技術を持
つことが重要です。
　わたしたちは、エンジン部品を軽量化するための新素材と
その加工技術の開発を行なっています。炭素繊維強化複合材
（CFRP）についてはすでに主要エンジン部品に適用しています
が、今後さらにこの新素材のメリットを最大限に活かせる大型
回転部品のファンブレードへの適用に取り組んでいきます。
　また、軽量・高耐熱性の新素材であるセラミックス基複合材料
（CMC）については、素材メーカーや国内研究機関と共同で、一
日も早い実用化を目指しています。さらに、三次元積層造形技術

（3Dプリンタ）を用いて、複雑な形状の部品を低コスト・短納期
で造形する金属加工技術の開発も進めています。
　近年、航空エンジン部品の素形材価格が世界的に高騰し、入
手が困難になっていることが、コストや納期管理に影響をおよぼ
しています。この課題に対して、当領域では素形材の一部を自社
で開発・内製化することで競争力の強化に取り組んでいます。
　航空機による輸送量が年々増加していく中、CO2削減の観点
から、航空エンジンの燃費性能向上とともに、電動化への期待が
高まっています。当社でも電動化に向けて、国内外の関係機関と
連携して技術開発を進めています。

拡大する小型衛星の打ち上げニーズに応える
　世界の宇宙産業の市場は年々拡大し、衛星利用のニーズが
高まっており、安価かつ迅速に衛星を宇宙へ運ぶための小型
ロケットが求められています。
　わたしたちはイプシロンロケットの機体システムの開発・製造
を担当するとともに、4号機からは製造プライムメーカーとして
プログラムに携わってきました。2019年5月には、国立研究開発
法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）に提出した「イプシロンロ
ケットの国際競争力を強化するための開発および打ち上げ輸送
サービス事業の実施」に関する技術提案に対し、事業者として選
定されました。
　さらに小型のロケットの開発・打ち上げの事業化を目指し、キヤ
ノン電子株式会社・清水建設株式会社・株式会社日本政策投資
銀行との共同出資にて、スペースワン株式会社を発足しました。
2021年度中の打ち上げを目指し、事業開発を進めていきます。
　今後ともロケットシステム関連の技術開発を通じ、日本の宇
宙開発の発展のために尽力するとともに、安定した宇宙輸送
事業に育てたいと考えています。

　わたしたちは、先端技術の探求によって社会課題を解決し、
豊かで安全な社会の実現に貢献していきます。

新工場のイメージ図
（埼玉県鶴ヶ島市）

先進技術により、航空輸送、防衛システム
および宇宙利用の未来を切り拓き、
豊かで安全な社会の実現に貢献する

目指す方向性

 ● 独自技術・ものづくり力の高度化により、安全・快適・
経済的で環境にやさしい航空輸送の実現に貢献

 ● 先進技術の適用により、ライフサイクルでお客さまの
価値を向上

長期戦略

短・中期戦略

民間エンジン事業

事業基盤の強化

防衛システム事業

堅固な事業運営体制の構築

将来に向けての準備を加速

ロケットシステム・宇宙利用事業

 ● 高度なシステム技術をもとに、正面装備ならびに
後方支援の高度化に対応し国家安全保障に貢献

 ● 競争力の更なる強化を実現するリーン＆フレキシ
ブルな体制の構築

 ● バリューチェーン全体にわたり、高い価値を提供
できるビジネスモデル構築にチャレンジ

 ● 社会のニーズにマッチしたロケット・ラインナップ
構築と打ち上げサービスを展開

 ● 多様な産業・分野で衛星データを活用した宇宙
利用ソリューションを提供
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事業戦略 航空・宇宙・防衛

1位 1位
 ● 小型から超大型までをカバーする幅広いエンジンラインナップ
 ● 炭素繊維複合材（CFRP）等の新素材の開発力と設計技術
 ● 航空エンジン用ロングシャフトの世界シェア1位

 ● エンジンシステム全体の設計から製造までを一貫して行なえる技術力
 ● 長期にわたる各機種の製造および運用支援に基づく生産基盤と 

ノウハウの蓄積

 ● 固体燃料・液体燃料ロケットのシステム・要素の設計・製造技術
 ● 安定したロケット打ち上げ実績 

（イプシロンロケット4機連続打ち上げ成功）

 ● サプライチェーンマネージメント強化とコストダウンの推進
 ● 独自・差別化技術の開発推進と素形材事業拡大へのチャレンジ

 ● 将来戦闘機用エンジンに向けた研究開発の推進
 ● 先端技術適用による製品と後方支援の高度化
 ● 海外市場への展開による生産・技術基盤の更なる強化

 ● 小型衛星の打ち上げ需要に対応するロケットラインナップの構築
 ● 打ち上げサービス事業への参入
 ● パートナーとの連携による衛星データ利用ソリューション事業の展開

 ● 世界的な航空機ならびにエンジン需要の拡大
 ● エンジン製造メーカーのネットワークによる整備事業の拡大

機会
 ● 将来戦闘機・エンジン開発の本格化
 ● 後方支援業務の民間移転の進展
 ● 防衛装備品の海外移転の進展

機会
 ● 小型衛星の打ち上げ需要の増加によるロケット需要の拡大
 ● 衛星データ利活用市場の拡大

機会

強み 強み 強み

 ● エンジン需要の急拡大にともなうサプライチェーンの逼迫と 

素形材価格の高騰
 ● 最先端分野での技術競争激化

リスク

 ● 政府間海外調達による国産装備品購入費の圧迫

リスク  ● 民間小型ロケット打ち上げ事業者の台頭
 ● 衛星データビジネスの競争激化

リスク

対策
対策 対策

主要な製品・サービス／特性

民間向け航空エンジン 防衛省向け航空エンジン ロケットシステム・宇宙利用

ロングシャフトの
世界シェア

イプシロンロケットの
打ち上げ成功率

国内シェア

100%

独自技術をもとに、小型から超大型ま
で各種民間航空エンジンの国際共同
開発事業に参画し、エンジンモジュー
ルや部品を開発、供給しています。それ
に加えて、エンジンの整備や修理も実
施しており、航空エンジンのライフサイ
クル全体をサポートしています。

日本の基幹ロケットH3のエンジンの
心臓部となるターボポンプや、固体
ロケットブースタの開発・生産、ならび
イプシロンロケットの開発・製造の取
りまとめを行なっています。また衛星
データ利活用といった、宇宙利用分野
の開発にも取り組んでいます。

防衛省が使用する多くの航空機エンジ
ンの開発・生産を主契約者として担っ
ています。特にわが国の戦闘機用エン
ジンは、全機種をわたしたちが担当して
います。また、エンジンのメンテナンスや
技術的支援を通じて、航空機の効率的
な運用をサポートしています。

提供：JAXA
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Topics 将来戦闘機への搭載を目指した
航空エンジンのプロトタイプ
（XF9‐1）を納入 わたしたちは製品・サービスの提供を通じて

SDGsの目標の達成に貢献します。

本エンジンには、最先端のシミュレーション技術を用
いた空力設計や、独自開発の単結晶合金、CMC（セラミッ
ク基複合材）を適用したタービン部品など、最高峰の技
術が盛り込まれています。開発目標として設定した推力
15トンは世界のトップクラスに比肩するものであり、国産
で本性能を達成したことで、日本の技術の高さを世界に
示しました。
わたしたちは、これからも世界に誇る技術を発展・統
合させ、戦闘機用エンジンの技術基盤の構築に貢献して
いきます。

2018 年 6 月に、将来戦闘機への搭載を目指したジェッ
トエンジンのプロトタイプ「XF9 -1」を防衛装備庁航空
装備研究所へ納入しました。
このエンジンは「ハイパワー・スリム・エンジン」をコ
ンセプトとして、2010 年度より開発が進められてきまし
た。世界最先端の技術が盛り込まれた小型・軽量なが
ら大出力のエンジンであり、すでに所定の機能・性能を
満たしていることが確認されています。

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

J3

練習機 T-1B

F3

中等練習機 T-4
F7-10

固定翼哨戒機 P-1

将来戦闘機

XF9-1

先進技術実証機

（年代）

XF5-1

瑞穂工場における作業風景

燃焼器

アフターバーナ

低圧タービン

高圧タービン

スタータ・ジェネレータ

圧縮機
ファン

Mizuho-machi
Tokyo

ＩＨＩグループの防衛向け 
航空機エンジン開発の歩み

写真提供：防衛省
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多様化するお客さまのニーズを確実にとらえ、I H Iグ
ループのビジネスモデルの変革を加速するために、2013

年 4月より事業を横断したグループ共通機能として「ソ
リューション・新事業」「高度情報マネジメント」「グロー
バル・営業」の 3つの統括本部を設置しました。
事業領域に蓄積されている技術やビジネスモデルとグ

ループ共通機能を有効につなぎ合わせることでイノベー
ションを起こし、お客さまへ新たな価値を提供してまい
ります。

「ソリューション・新事業」は、多様化するお客さま
価値や社会環境の変化に対応した全社的な事業課題解
決・事業創出を行なう役割を担っています。
そのために、市場ニーズ起点で、関連する事業領域

またはグループ外リソースが保有する製品・サービス・
技術を組み合わせた事業開発に継続的に取り組み、事
業創出を推進していきます。

「高度情報マネジメント」は、IoT、AI／機械学習など
最新の ICTを用いて、事業領域・SBUと共にデジタルト
ランスフォーメーションを推進する役割を担っています。
グループ共通の IoTプラットフォームを展開し、お客

さまにおける製品の利用・運用に関するさまざまな情報
から、故障の予兆診断や最適運用、製品の最適設計な
どの提案を行なっています。

「グローバル・営業」は、国内・海外拠点の一体運
営により、I H I グループのグローバル化、ビジネスモデ
ルの変革を加速させる役割を担っています。
マーケティング機能と総合営業機能の一体化、官民
連携による案件組成、地域に根差した事業展開などに
より、お客さまとの価値共創に取り組みます。

3つの「つなぐ」機能によって
ビジネスモデルの変革を牽引する

ソリューション・新事業 高度情報マネジメント グローバル・営業

資源・
エネルギー・
環境

社会基盤・
海洋

産業
システム・
汎用機械

航空・宇宙・
防衛

事業領域

ソリューション・新事業
統括本部 事業と事業を「つなぐ」

製品・サービスとICTを「つなぐ」

グローバル市場とI H I グループを「つなぐ」

高度情報マネジメント
統括本部

グローバル・営業
統括本部

グ
ル
ー
プ
共
通
機
能

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
変
革

お
客
さ
ま
価
値
の
創
造

グループ共通機能
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Soma City
Fukushima

下水処理場で発生する汚泥は、産業廃棄物として処
分する必要があり、その費用がかさむことが課題となっ
ていました。そこで、太陽光発電の余った電気で蒸気
を作り、汚泥の水分を乾燥させて質量を減らすことで、
処分費用を大幅に削減することができました。
さらに、乾燥させた汚泥をペレット状に成形してバイ
オマス燃料として販売することで、更なる処分費用の削
減と、地域での新たな事業の創出が期待できます。

本センターには国内最大級の燃料電池発電設備を備
えており、災害時には地域の防災拠点である復興交流
支援センターに電気を供給します。また水素研究施設
は、水素関連の研究推進のためのオープンイノベーショ
ンの場として機能しており、今後は地元の小中学生の
体験学習を開催する予定です。わたしたちは、クリーン
な電力の安定供給とともに防災や地域の発展に貢献し、
地域との共存共栄を目指していきます。

地球温暖化問題の解決と脱 CO2社会の実現に向け
て、太陽光発電に代表される再生可能エネルギーの導
入が世界的に加速しています。
その一方で太陽光発電は時間や季節による発電量の
変動が大きいため、既存の送配電網へ接続容量を超え
る電力が送られることがあります。その場合、大規模停
電につながる恐れがあるなど、電気の安定供給に支障を
きたすことが課題となっています。

I H Iでは、福島県相馬市の協力のもと、地域社会の
中で再生可能エネルギーを使用し、「再生可能エネル
ギーの地産地消」実現に向けて地域振興・発展に寄与
することを目指し、「そうま I H Iグリーンエネルギーセン
ター」を 2018年 4月に開所しました。
本センターでは、太陽光発電の電気を近隣の下水処

理場等へ供給し、余った電気を蒸気と水素に変換し、
有効活用することに取り組んでいます。

エネルギーマネジメントシステム管理室のモニター

水素研究施設

アンモニア
メタン

余剰電力の地産池消

下水処理場

蓄電池

下水汚泥乾燥設備

汚泥 ペレット

非常時に
送電

乾燥

太陽光発電

一般送配電系統
への送電ゼロ

Topics 再生可能エネルギーの地産地消で
つくるスマートコミュニティ
ー「そうまI H Iグリーンエネルギーセンター」が開所ー

持続性のある地産地消型
スマートコミュニティ事業を開始 未利用資源を活用したバイオマス燃料の製造 水素の製造による防災機能の充実

そうま I H I グリーンエネルギーセンター　概念図

わたしたちは製品・サービスの提供を通じて
SDGsの目標の達成に貢献します。

燃料電池

転換・利用研究

燃料電池車

バイオマス燃料
農業用肥料等

復興交流支援
センター

（防災拠点）

水素

蒸気

FCV
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株式会社エヌ・ティ・ティ・データにおいて経
営トップや金融分野担当役員を務めてきた豊
富な経験と幅広い見識を、独立した立場から
当社の経営監査業務に反映していただいてお
ります。

岩本 敏男
社外監査役

̶

̶

2019年
6月就任

国際税務に代表されるグローバルな業務での
豊富な経験と見識を、独立した立場から当社
の経営監査業務に反映していただいておりま
す。

弁護士および公認会計士として多くの企業の
諸問題に対応した豊富な経験と見識を、独立
した立場から当社の経営監査業務に反映して
いただいております。

八田 陽子
社外監査役

谷津 朋美
社外監査役

18/18回

16/16回

18/18回

16/16回

3年

2年

取締役

氏名
当社における地位

2012年4月から代表取締役社長 最高経営責
任者として、当社グループの経営をリードした
上で、2016年4月からは代表取締役会長とし
て、コーポレート・ガバナンスの更なる向上に努
めており、その豊富な経営者としての経験と見
識を当社グループの経営に活かしております。

航空宇宙事業の責任者として、グローバルに展
開する同事業の成長を図った上で、2016年4月
から代表取締役社長 最高執行責任者として、
また2017年4月から代表取締役社長 最高経営
責任者として、当社グループの経営をリードして
おり、その豊富な経営者としての経験と見識を当
社グループの経営に活かしております。

航空エンジンの生産技術部門を中心に多くの
知見を蓄積したのち、原動機事業部門、産業・
ロジスティックス事業部門、資源・エネルギー・
環境事業領域の責任者を務め、2018年4月か
ら代表取締役副社長を務めており、その幅広
い事業経営経験と見識を当社グループの経営
に活かしております。

航空エンジンの技術開発分野において多くの
知見を蓄積したのち、2016年4月から航空宇
宙事業の責任者を務めており、その豊富な実
績と経験を航空・宇宙・防衛事業領域を中心と
する当社グループの成長に活かしております。

財務分野、経営企画部門を中心に多くの知見
を蓄積したのち、2014年4月に財務部次長、
2017年4月に財務部長を務め、2019年4月か
ら代表取締役副社長を務めており、財務戦略、
財務体質改善とグループ経営全般に対する高
い見識を当社グループの経営に活かしており
ます。

技術研究所で研究者としての実績を積んだの
ち、本社ビル移転プロジェクトを皮切りに本社
部門の主要ポストを歴任しており、その幅広い
経験と実績を当社グループの成長に活かして
おります。

斎藤 保
代表取締役会長

満岡 次郎
代表取締役社長

大谷 宏之
代表取締役副社長

識名 朝春
取締役

山田 剛志
代表取締役副社長

水本 伸子
取締役

18/18回

18/18回

11年
2ヵ月

5年

18/18回 18/18回

18/18回

17/18回18/18回

14/14回※

18/18回

14/14回※

14/14回※

5年 4年

3年

3年2年

1年

2年

1年

1年

2018年度
取締役会
出席回数

在任年数選任理由
氏名

当社における地位

人事部門を中心に多くの知見を蓄積したのち、
国内営業拠点、人事部門、経営企画部門の責
任者を歴任し、その豊富な経験と実績を、産業
システム・汎用機械事業領域を中心とする当
社グループの成長に活かしております。

技術開発部門において材料の研究・開発、技
術管理全般を経験したのち、回転機械事業部
門の責任者を経て、2017年4月から技術開発
本部長を務めており、その経験と技術全般に
わたる高い見識を当社グループの成長に活か
しております。

旭化成株式会社において多角的な経営を推進
してきた経営トップとしての豊富な経験と幅広
い見識を当社の経営に反映していただくととも
に、独立した立場からの経営の監視監督機能
を発揮していただいております。

日本たばこ産業株式会社において事業環境の
変化に対応して、積極的なグローバル化を推
進してきた経営者としての豊富な経験と幅広
い見識を当社の経営に反映していただくととも
に、独立した立場からの経営の監視監督機能
を発揮していただいております。

AGC株式会社において経営トップを務めてき
た豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反
映していただくとともに、独立した立場からの
経営の監視監督機能を発揮していただいてお
ります。

長野 正史
取締役

村上 晃一
取締役

藤原 健嗣
社外取締役

木村 宏
社外取締役

石村 和彦
社外取締役

2018年度
取締役会
出席回数

在任年数

監査役 執行役員

氏名
当社における地位

航空宇宙事業の経理・財務分野を中心に多く
の知見を蓄積したのち、当社の関係会社管理
政策を担当し、内部統制やコンプライアンスの
知見も豊富に有しており、これを当社の経営
監査業務に反映しております。

財務分野を中心に多くの知見を蓄積した後、
アジア大洋州統括会社の社長を務め、財務管
理に関する高度な専門知識と経営管理全般
に関わる幅広い業務経験を有しており、これ
を当社の経営監査業務に反映しております。

上杉 繁
常勤監査役

菅 泰三
常勤監査役

18/18回

16/16回

18/18回

16/16回

2年

3年

2018年度
取締役会
監査役会
出席回数

在任年数選任理由選任理由
満岡 次郎
最高経営責任者

大谷 宏之
副社長執行役員
調達関連事項、グループ安全衛生全般、
労働、ものづくりシステム戦略、
グループ品質保証全般担当

山田 剛志
副社長執行役員
経営企画関連事項、
グループ財務全般担当

識名 朝春
常務執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域長
広報・IR関連事項担当

水本 伸子
常務執行役員
高度情報マネジメント統括本部長
情報マネジメント関連事項担当

長野 正史
常務執行役員
産業システム・汎用機械事業領域長

村上 晃一
常務執行役員
技術開発本部長
グループ技術全般、新事業関連担当

粟井 一樹
常務執行役員
総務部長
法務、CSR関連事項、
グループコンプライアンス担当

川崎 義則
常務執行役員
産業システム・汎用機械事業領域
副事業領域長

国貞 寛
常務執行役員
ソリューション・新事業統括本部長

井手 博
常務執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域長

新村 高志
執行役員
グルーバル・営業統括本部長
グループ営業全般担当

米澤 克夫
執行役員
米州統括会社社長

高柳 俊一
執行役員
社会基盤・海洋事業領域
副事業領域長

松本 直士
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

吉田 光豊
執行役員
プロジェクトリスクマネジメント部長

志田 真人
執行役員
人事部長

盛田 英夫
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

川上 剛司
執行役員
社会基盤・海洋事業領域長

小宮 義則
執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域
副事業領域長

武田 孝治
執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域
副事業領域長
株式会社ＩＨＩプラント 代表取締役社長

茂垣 康弘
執行役員産業システム・汎用機械事業領域
副事業領域長

藤村 哲司
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

委員長

委員長

報酬諮問委員会委員 ※取締役就任後に開催された取締役会の出席状況を記載しています。報 酬

報 酬

報 酬

報 酬 指 名

報 酬

指 名

指 名

指名諮問委員会委員 独 立 東京証券取引所等の定めに基づく独立役員、当社の「社外役員独立性判断基準」を満たしている役員

独 立

報 酬

指 名

独 立

報 酬
独 立

報 酬

指 名

独 立

独 立

独 立

マネジメント紹介
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株式会社エヌ・ティ・ティ・データにおいて経
営トップや金融分野担当役員を務めてきた豊
富な経験と幅広い見識を、独立した立場から
当社の経営監査業務に反映していただいてお
ります。

岩本 敏男
社外監査役

̶

̶

2019年
6月就任

国際税務に代表されるグローバルな業務での
豊富な経験と見識を、独立した立場から当社
の経営監査業務に反映していただいておりま
す。

弁護士および公認会計士として多くの企業の
諸問題に対応した豊富な経験と見識を、独立
した立場から当社の経営監査業務に反映して
いただいております。

八田 陽子
社外監査役

谷津 朋美
社外監査役

18/18回

16/16回

18/18回

16/16回

3年

2年

監査役 執行役員

氏名氏名
当社における地位当社における地位

航空宇宙事業の経理・財務分野を中心に多く
の知見を蓄積したのち、当社の関係会社管理
政策を担当し、内部統制やコンプライアンスの
知見も豊富に有しており、これを当社の経営
監査業務に反映しております。

財務分野を中心に多くの知見を蓄積した後、
アジア大洋州統括会社の社長を務め、財務管
理に関する高度な専門知識と経営管理全般
に関わる幅広い業務経験を有しており、これ
を当社の経営監査業務に反映しております。

上杉 繁
常勤監査役

菅 泰三
常勤監査役

18/18回

16/16回

18/18回

16/16回

2年

3年

20182018年度年度
取締役会取締役会
監査役会監査役会
出席回数出席回数

在任年数在任年数選任理由選任理由
満岡 次郎
最高経営責任者

大谷 宏之
副社長執行役員
調達関連事項、グループ安全衛生全般、
労働、ものづくりシステム戦略、
グループ品質保証全般担当

山田 剛志
副社長執行役員
経営企画関連事項、
グループ財務全般担当

識名 朝春
常務執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域長
広報・IR関連事項担当

水本 伸子
常務執行役員
高度情報マネジメント統括本部長
情報マネジメント関連事項担当

長野 正史
常務執行役員
産業システム・汎用機械事業領域長

村上 晃一
常務執行役員
技術開発本部長
グループ技術全般、新事業関連担当

粟井 一樹
常務執行役員
総務部長
法務、CSR関連事項、
グループコンプライアンス担当

川崎 義則
常務執行役員
産業システム・汎用機械事業領域
副事業領域長

国貞 寛
常務執行役員
ソリューション・新事業統括本部長

井手 博
常務執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域長

新村 高志
執行役員
グローバル・営業統括本部長
グループ営業全般担当

米澤 克夫
執行役員
米州統括会社社長

高柳 俊一
執行役員
社会基盤・海洋事業領域
副事業領域長

松本 直士
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

吉田 光豊
執行役員
プロジェクトリスクマネジメント部長

志田 真人
執行役員
人事部長

盛田 英夫
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

川上 剛司
執行役員
社会基盤・海洋事業領域長

小宮 義則
執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域
副事業領域長

武田 孝治
執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域
副事業領域長
株式会社ＩＨＩプラント代表取締役社長

茂垣 康弘
執行役員
産業システム・汎用機械事業領域
副事業領域長

藤村 哲司
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

報報 酬酬
独 立

独 立

独 立
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た、国内では先進的な体制になっています。形式
面はすでに整っていますから、今後は議論の内容
面についてさらに充実を図っていきたいですね。 

　例えば、社外取締役からの質問に対する回答者
が社長に偏る傾向があるので、他の社内取締役も
各自の担当範囲を超えた意見を出し合って、議論
をさらに深めていくべきだと考えています。

石村　社外取締役に期待される役割は、会社全体のビジ
ネスをどう強くするか、ということだと思ってい
ます。社内の人間はどうしても事業を守りたいと
いう思いがあるので、社外の人間が入ることによ
り選択と集中をさらに進められるようにしたいで
すね。

藤原　満岡社長は2017年から「変える」を経営のキー
ワードに掲げ、組織体制や事業構造の変革に取り
組んでいます。わたしはＩＨＩの社外取締役に就
任して5年目となりますが、取締役会の運営にお
いても、社外の意見を取り入れて会社を変えてい
こうという意識がますます感じられます。取締役
会の議案についても、社内での議論の経緯をしっ
かりと説明してもらえることで、社外役員として
より的確なアドバイスができるようになっている
と感じます。

木村 ＩＨＩの取締役会の構成は、社外取締役の割合を
高めるなど、金融庁から求められる要件を満たし

藤原  取締役会の場は、結論を出すことだけを目的
とするのではなく、議論して課題を抽出す
る場として機能させていくことが必要です。 

　また、経営者育成のOJT※のための場としても
活用してもらいたいと思っています。会社全体を
俯瞰でき、意思決定のプロセスや価値観を学ぶこ
とができる絶好の機会ですから。

石村　確かに、会社全体のことを考えられる人が経営には
必要です。経営においては、個別の事業の価値を最
大化するのではなく、ＩＨＩグループの事業全体の価
値を最大化することが求められるためです。1事業本
部8セクター体制から4事業領域体制に移行した利
点を活かして、全社横断的な人事異動を進め、多様
な経験が積めるようにしてもらいたいと思います。

ＩＨＩのガバナンス体制と取締役会のあり方

取締役会改革を進める
ＩＨＩへの期待
新たな中期経営計画のスタートにあたり、ガバナンス
のあり方や経営目標の達成に向けた課題について、
社外取締役が意見を交わしました。

日本たばこ産業株式会社  社友
野村ホールディングス株式会社 社外取締役
三井住友海上火災保険株式会社 社外取締役

ＡＧＣ株式会社 取締役会長
ＴＤＫ株式会社 社外取締役
野村ホールディングス株式会社 社外取締役

旭化成株式会社 相談役
株式会社島津製作所 社外取締役
コクヨ株式会社 社外取締役
コニカミノルタ株式会社 社外取締役

社外取締役 社外取締役 社外取締役
木村 宏 石村 和彦 藤原 健嗣
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ベルで差別化しているところに強みがあります。 
　ＩＨＩの工場を見ていると、金属を材料とす
るものは何でも造れそうな設備があり、それら
の技術をもってすれば、大抵の事業は実現でき
るのではないかと感じました。これは、かつて
モノが足りなかった時代に、造れる製品数を増
やして事業を拡大していった歴史が背景にある
ものと想像しています。しかし、できることと
競争に勝つこととは別。今後は競争力が高い事
業にリソースを集中して、事業を進めることが
望ましいと考えます。

木村　ポートフォリオを変え、強みのある事業に特化し
ていく必要がありますね。これまでは大きな赤
字が出ていたことで、なかなかポートフォリオ
マネジメントの話にまで至らなかったところが
ありましたが、プロジェクトリスク管理の取り
組みが成果を上げ、下振れが収まってきている
今が好機です。

石村　「グループ経営方針2019」の策定にあたって、
取締役会でも何度も議論しました。まず「モノ
売りからコト売りへ」という大方針があり、そ
れを各事業領域でどう実現していくかを考えて
策定されました。

木村　これまでは、いかにして収益を拡大するかに焦点
が当たっていたと思いますが、今回はSDGsの視
点も盛り込みました。それぞれの事業がどのよ
うに社会課題を解決し世の中に貢献するかを示
したのは、一つの変革点だったと思います。

石村　「モノからコトへ」という流れは社会全体で起こっ
ていますので、どのように差別化するかがポイン
トになってきます。わたしは、コトを差別化するた
めには、モノが差別化できている必要があるので
はないかと考えています。ＩＨＩの航空エンジン事
業では、素材や加工技術を開発するなど、深いレ

藤原   強みを活かしながらこれまでと異なるビジネ
スに変革していくためには、特にソフト面に
おいて新たな視点を持つことが大切になり
ます。例えば、外国人や女性などさまざまな
価値観を持った人材が生き生きと働くことが
できるように、ダイバーシティをさらに高め
ていく必要があるのではないでしょうか。 

　わたしは、ＩＨＩの強みは、大型の橋梁や
構造物など、力を合わせて社会のインフラを
造り上げることができるところにあると感じ
ます。成り立ちからしても、新しい社会をつ
くることに情熱を燃やしてきた会社であり、
これは誰にでもできることではありません。 

　世の中の先読みをしても、これが正解だとい
うものはありませんから、自分たちの強みをよ
く考え、自分流で進んでいってもらいたい。そ
のためにわたしたち社外取締役も大いに議論
し、変革を支えていきたいと思います。

「グループ経営方針2019」の実現に向けて
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経営会議

報酬諮問委員会

指名諮問委員会

監査役会（監査役）

会計監査人

代表取締役

内部監査部 会社職制・グループ会社

取締役会（取締役）
諮問

委任

委任

監査

監査

委任 監査

権限委譲

諮問 答申

答申

報告

報告

監視監督機能

業務執行機能
執行役員 諮問

指揮
最高経営責任者（CEO）

経営機構図

株
主
総
会

基本的な考え方

ＩＨＩは、コーポレート・ガバナンスを、当社が本来有する力
を最大限に発揮するように経営の効率性を高め、持続的成長
と企業価値の最大化を担保するシステムと定義しています。当
社は、この実現のため、経営監視監督機能と業務執行機能
を明確に区分して企業内意思決定の効率化と適正化を図ると
ともに、関連諸規定の整備やそれを運用する体制を構築して、
当社グループ全体における業務の適正を確保しております。
わたしたちは、コーポレート・ガバナンスの不断の改善を進

め、株主をはじめとするステークホルダーの皆さまに長期にわ
たって信頼され、ご愛顧いただくことを目指します。

当社は、次の基本方針に沿って、コーポレート・ガバナンス
の充実に取り組みます。

1 株主の権利を尊重し、平等性を確保します。
2 株主をはじめとするステークホルダーとの適切な協働に努めます。
3  会社に関する情報を適切かつ積極的に開示し、ステークホルダー
への説明責任を果たすとともに、透明性を確保します。

4 取締役会、監査役および監査役会が経営監視監督機能を充分
に果たせるよう、それぞれの役割・責務を明確化します。

5 中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主との間
で建設的な対話を行ないます。

コーポレート・ガバナンス体制の概要

　当社は監査役会設置会社であり、取締役の職務の執行を
監査するため監査役を選任しています。取締役会は、当社経営
上の重要事項およびグループ経営上の重要事項に関する意

コーポレート・ガバナンスの取り組み

コーポレート・ガバナンス

思決定を行なうとともに、取締役の業務執行について監督を
行なっています。なお、社外取締役は、経営者としての豊富な
経験と幅広い知識を有する者および高度な専門知識と多面
的な経験を有する者を選任しており、業務執行を行なう経営
陣から独立した立場にて、取締役会の意思決定に参加すると
ともに、当社の経営に対して助言・提言を行なっています。

業務執行体制
当社は、取締役会の意思決定機能と監督機能の強化および業
務執行の効率化を図るため執行役員制度を導入しています。執行
役員は、取締役会の決議をもって任命されます。

報酬諮問委員会および指名諮問委員会
「報酬諮問委員会」は、役員報酬の妥当性を確保するため、社
外取締役 3名、社外監査役 1名、人事担当取締役、財務担当取
締役の計 6名で構成し、委員長を社外取締役としています。
また、「指名諮問委員会」は、取締役会による役員指名に関わる
適切な行使を監督し助言することなどを目的に、代表取締役社長、
社外取締役 3名の計 4名にて構成され、委員長を代表取締役社
長としています。

役員人事に関する方針

取締役会は、「役員に求める人材像」を策定するとともに、
東京証券取引所が規定する独立役員の要件を踏まえ、社外
取締役および社外監査役の独立性を実質面において担保す
ることを主眼にした「社外役員独立性判断基準」を策定して
います。取締役会は、これらに従って、当社グループの持続
的な成長と中長期的な企業価値向上のために最適な役員人
事を行なうことを基本方針としています。

取締役会の実効性評価

当社は、取締役会の実効性を高める取り組みとして、
2015年度から取締役会評価を原則として毎年実施していま
す。2018年度に実施した評価では、取締役会の実効性が
十分確保されていることが確認されました。また、リスクマ
ネジメントに関する議論の充実など課題があることが認識さ
れたため、今後、課題の解決につながる施策を講じて、取
締役会の実効性をさらに高めてまいります。
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区分 支給
人員

報酬等の種類別の総額
報酬等
の総額基本

報酬
業績連動型
株式報酬

業績連動
賞与

取締役 17名 450 134 83 668

監査役 5名 108 ‐ ‐ 108

合計
（うち社外役員）

22名
（7名）

558
（84）

134
（-）

83
（-）

776
（84）

取締役および監査役の報酬等の内容

親会社株主に帰属する当期純利益に応じた
業績評価支給率

連結営業利益率に応じた業績評価支給率

（百万円）

（親会社株主に帰属する当期純利益）

（支給率）

200%

100%

25%
0%

最低
286億円

目標
436億円

最高
586億円

81%

（支給率）

200%

100%

25%
0%

最低
4.2%

目標
6.2%

最高
8.2%

51.25%

（連結営業利益率）

インセンティブ報酬の算定式
「グループ経営方針2019」で重視する収益性の経営指標である連結ROICと連結営業利益率を業績評価指標としています。

報酬決定の手続き

取締役および執行役員の報酬に関する事項は、その妥
当性と客観性を確保するため、社外役員が過半数を占める
報酬諮問委員会における審議・答申を経て、取締役会が
決定することとしています。

社外取締役および監査役の報酬

社外取締役の報酬は、その職責に鑑み、基本報酬のみ
としています。監査役の報酬は、当社グループ全体の職務
執行に対する監査の職責を負うことから基本報酬のみとし、
監査役の協議により決定しています。

基本的な考え方

役員報酬については、ＩＨＩおよびＩＨＩグループの持続的
な成長と中長期的な企業価値の向上を目的として、経営理
念・グループビジョンならびに「グループ経営方針」に則
した業務の遂行を最大限に促し、また具体的な経営目標
の達成を力強く動機づけるものとしています。この実現のた
め、固定報酬に加えて、業績連動型株式報酬および業績
連動賞与を採用しています。

役員報酬の決定方針と手続き

2018年度の報酬実績

報酬の種類 給付の形式 支給額の算定式

業績連動型
株式報酬
（中長期
インセンティブ）

株式

現金

業績連動賞与
（年次
インセンティブ）

現金

交付する株式の数

業績連動
賞与

業績連動
賞与

交付する金銭の額

役職位に応じた 
基礎ポイント

役職位に 
応じた
標準支給額

役職位に 
応じた
標準支給額

確定ポイント数※ 1

連結 ROICに応じた 
業績評価支給率

親会社株主に
帰属する
当期純利益
に応じた業績
評価支給率※ 2

親会社株主に 
帰属する

当期純利益に
応じた業績
評価支給率※ 2

交付する株式の数

在籍月数を 12で 
除して得られる割合

連結営業利益
率に応じた
業績評価
支給率※ 2

連結営業利益
率に応じた
業績評価
支給率※ 2※ 3

個人の業績
評価に基づく
支給率※ 2

権利確定日のＩＨＩ株式の時価

×1/2

×50/100）

×50/100+ ×20/100）

×50/100 +

×30/100 +

×

×

×

×

×

-（ （

=

=

=

=

※1　確定ポイント１個は、ＩＨＩ株式1株に相当します。

※3　取締役が事業領域所掌取締役の場合、担当事業領域の連結営業利益率に応じた業績評価支給率とします。
※2　0～200程度で変動

（注）取締役の報酬限度額は年額1,090百万円以内、
　　　監査役の報酬限度額は年額120百万円以内としています。

各事業領域の連結営業利益率に応じた業績評価支給率実績は、 
最低値が0%、最大値が120％でした。

代表取締役の場合

取締役の場合

0～150程度で変動
業績評価期間（将来の3事業年度）の終了後に達成度を評価

（

（
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民間航空機エンジン整備事業における不適切な検査について

 経　緯 再発防止策

コーポレート・ガバナンス

　当社は、2019年 3月から 4月にかけて、当社の民間航空機エンジン整備事業において不適切な検査が行なわれていたこと
を公表し、経済産業省および国土交通省より所管法令に基づく行政処分を受けました。

　このたびの不適切事象に関し、航空会社ならびに関係機関をはじめとする皆さま、当社のすべてのステークホルダーの皆さ
まに多大なるご迷惑とご心配をおかけする事態となりましたことを、深くお詫び申しあげます。

　2019年 1月に当社瑞穂工場において監督官庁による立入り検査が実施さ
れ、その後の社内調査の結果、資格を有さない者による検査の実施や作業
記録書上の検査実施日の改ざんが行なわれていたことが判明しました。

　当社は、これらの事案を監督官庁をはじめとする関係機関に報告すると
ともに、エンジン製造メーカーに対して不適切な検査が確認された出荷品
の飛行安全に関する審査を求めました。検証の結果、これらの出荷品を搭
載したエンジンの安全性は確認されておりますが、長期的継続使用の観点
から、万全を期すために、一部のエンジンおよび部品について自主回収を
行ないました。また、2019年 2月以降、自主的に停止していた民間航空機
エンジン整備事業の検査作業は、再発防止策を実行に移すとともに、5月
24日に再開しています。

　本事業の現場をはじめとする航空・宇宙・防衛事業領域において、安全意
識の再徹底およびコンプライアンス教育を実施しております。また、新たに
航空安全管理責任者を任命し、安全管理業務を統括させるとともに、当該事
業領域内に「航空安全推進部」を設置するなど、安全管理体制の抜本的な見
直しを行ないました。さらに、不正を発生させない業務手順への変更、業務
処理能力に応じた適切な工事投入計画の策定など業務実施体制の見直しを行
ないました。

　当社は、これらの再発防止策を徹底し、早期の信頼回復を図るべく、引き
続き更なる品質の向上に向けて全社を挙げて取り組んでまいります。
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品質向上推進体制図  2019年7月1日現在品質保証体制・品質マネジメントシステムの強化

品質向上推進のために体制を強化しました。
ＩＨＩグループ品質委員会の委員長をグループ品質保証
全般担当役員としました。ものづくりシステム戦略本部には、
監査機能をもつ品質統括部を新設、事業領域や SBU・関
係会社における品質保証部門の機能も強化しました。さら
に、品質リーダ育成のための研修を実施します。

声の出る職場づくり

社長をはじめとする経営幹部による職場訪問を実施し、
品質最優先の考え方など従業員と活発な意見交換を行
なっています。また、強靭な品質保証体制の確立に向けた
チーム活動を立ち上げました。同活動を通じて職場におけ
る対話を活性させるべく、全社改善活動を展開しています。

「ルールを理解し、守る。」という最も基本的なことがおろ
そかになっていたのではないか－わたしたちは、品質に関す
る不適切事象を契機に、企業倫理の原点に立ち返るべきと
考え、次のとおり、グループ全社活動を展開しています。

1 ＩＨＩグループ「行動規範」「品質宣言」の制定・展開
2 コンプライアンス体制の強化
3  品質保証体制・品質マネジメントシステムの強化
4 声の出る職場づくり
5 リスク管理活動の強化

ＩＨＩグループ「行動規範」「品質宣言」の制定・展開

　ＩＨＩグループの全員が日常の業務で守るべき規範として
「ＩＨＩグループ行動規範」を定めました。これは「ＩＨＩグルー
プ基本行動指針」に基づくもので、とるべき行動や判断の基
準をわかりやすくまとめたものです。
　また、安全と品質を最優先することを「ＩＨＩグループ品質
宣言」に示しました。これは、ものづくりの基本的な考え方と
わたしたちの「品質」に対する行動や意識を改めて明確にし
たものです。
　行動規範と品質宣言は制定後、直ちにＩＨＩグループ全体
に展開しました。さらに教育を通じて浸透を図り、日々の行
動につなげてまいります。

企業倫理の原点に立ち返り
安全と品質を最優先とすることを
改めて意識し宣言

　

 ＩＨＩグループは

1 品質第一を徹底します
2 三現主義とコミュニケーションで、日々改善に取組
みます

3 課題に耳を傾け、速やかに対応し、正しい情報を提
供します

4 ルールを守り、正しい作業で品質を保証します
5 一人ひとりが努力して、お客さまに安心をお届けし
ます 

1 私たちは、ルールを理解し、守ります。
2 私たちは、決して不正な行為を行ないません。
3 私たちは、人権を尊重します。
4 私たちは、お客さまにお届けする安全と品質を最優先
にします。

5 私たちは、公平・公正な取引を行ないます。
6 私たちは、自らならびに仲間の安全を決して損ないま
せん。

7 私たちは、情報を厳格に管理します。
8 私たちは、問題が起きたら直ちに報告します。

ＩＨＩグループ行動規範 ＩＨＩグループ品質宣言

最高経営責任者（CEO）

ＩＨＩグループ品質委員会

事業領域

SBU・関係会社P55

P56
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【委員長】グループ品質保証全般担当役員
【事務局】ものづくりシステム戦略本部

事業領域長
品質担当幹部
品質保証部門長

SBU長・関係会社社長
 品質担当幹部              
品質保証部門長

※ SBU：Strategic Business Unit（戦略事業単位）
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最高経営責任者（CEO）

経営会議

コンプライアンス委員会
【委員長】グループコンプライアンス担当役員
【事務局】法務部

本社部門
コンプライアンス実施責任者

事業領域
コンプライアンス実施責任者 0

50

100

150

200

250

300

350
（件）

238

333

218 209
238

（年度）2014 2015 2016 2017 2018

通報者（ＩＨＩ・関係会社　役員、従業員、パート、派遣従業員等）

ＩＨＩ各部門および関係会社　コンプライアンス担当者

企業倫理ホットライン（外部機関）

ＩＨＩ法務部

 通報者の承諾を得た 
内容を報告
匿名・実名ともに受付可能

通報内容をそのまま報告
 匿名の場合は、名前・発信元 
等はマスキングして報告

秘密厳守

対
応
の
フィ
ー
ド
バ
ッ
ク
（
実
名
か
つ
希
望
者
へ
）

TEL FAX

WEB
（インターネット）

基本的な考え方

「コンプライアンス」は、社会の中で企業が活動を行なう
ための基盤となるものです。ＩＨＩグループでは、「ＩＨＩグルー
プ基本行動指針」に則り、次の行動を実践することと定義
しています。
法令や社内規定などのルールを大切にし、守ること
企業人として公正で、かつ責任ある行動をとること

コンプライアンス活動実施体制

わたしたちは、全社委員会組織として「コンプライアンス
委員会」を設置し、四半期ごとに委員会を開催しています。
委員会は、グループコンプライアンス担当役員を委員長とし
て構成され、コンプライアンスに関わる重要な方針を審議・
立案し、活動を推進しています。

コンプライアンスの取り組み

コーポレート・ガバナンス

コンプライアンス教育活動

コンプライアンスに対する意識の維持・向上のために、教育
や研修などを多角的に行なっています。教育対象者に応じた内
容で展開することで、効果の高い活動になるよう工夫しています。

役員研修
ＩＨＩグループの全役員を対象に合同コンプライアンス研修
を実施しています。2018年度は外部講師により「役員の善
管注意義務」と題して、近時の企業不祥事の傾向と特徴、
役員の善管注意義務とその判断枠組みについて研修を実施
しました。

ライン管理者向け研修
日常業務で部下の指導を行なっているライン管理者を対象

として、研修を行なっています。2018年度は、コンプライア
ンス違反を起こさないためのポイント、セルフエスティーム（職
業的自尊心）の高い組織風土を醸成することの重要性、今
後のマネジメントの指針等を学ぶ内容としました。

e-ラーニング
毎年テーマを決めて、e -ラーニングによるコンプライアンス
教育を行なっています。2018年度は「昨今の品質問題を考え
る」と題して、国内および海外のグループ会社にも展開しました。

コンプライアンス・ホットライン

法令、社内規定や社内外のルールに対する違反またはそ
の恐れのある行為などを未然あるいは早期に把握し、適切
な是正を図るために、コンプライアンス・ホットラインを運用
しています。2017年度より国内に加えて米国での運用も開
始し、2018年度はアジア大洋州・中国・台湾・韓国での運
用準備を進め、一部の国で運用を開始しました。

コンプライアンス活動の体制図

コンプライアンス・ホットライン通報件数

コンプライアンス教育の実績（2018年度）

コンプライアンス・ホットラインの概要

階層 受講者数
ＩＨＩ・グループ会社役員 47名
ＩＨＩ・グループ会社ライン管理者 75名
国内 e-ラーニング受講者 18,234名
海外 e-ラーニング受講者 1,126名
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取締役会

議長：CEO

事業領域長本社部門長

SBU長 SBU長

リスク管理会議

部門
主管関係会社

部門
主管関係会社

部門
主管関係会社

部門
主管関係会社

リスク管理
グループ

グループリスク統括部門

グループリスク統括部門

グループ全体に共通するリスクについては、主にＩＨＩの
本社部門から構成されるグループリスク統括部門が専門性
を活かした情報提供や教育を実施し、グループ各部門のリ
スク管理活動を支援しています。また、内部監査部門は、
グループのリスク管理体制の整備状況および運用状況につ
いて監査を実施し、適正性確保に努めています。

2019年度リスク管理活動重点方針

民間航空機エンジン整備事業に関わる不適切な品質検
査問題を受け、コンプライアンス・品質保証体制と事業運
営そのもののリスク管理の強化および、再発防止に向けた
取り組みを進めています。リスク管理におけるコーポレート・
事業領域・関係会社を含む事業部門の役割と責任を明確

リスク管理の基本方針

ＩＨＩグループでは、リスク管理を経営の最重要課題の一
つととらえ、グループ全体で強化に取り組んでいます。
リスク管理の基本目的は、事業の継続、役員ならびに従
業員とその家族の安全確保、経営資源の保全、社会的信用
の確保です。そして、「ＩＨＩグループ基本行動指針」に基づき、
次の行動指針に沿ったリスク管理を行なっています。

1ＩＨＩグループの事業継続を図ること
2  ＩＨＩグループの社会的評価を高めること
3  ＩＨＩグループの経営資源保全を図ること
4 ステークホルダーの利益を損なわないこと
5 被害が生じた場合には、速やかに回復を図ること
6 事態が発生した場合には、責任ある行動をとること
7 リスクに関する社会的要請を反映すること

リスク管理体制

ＩＨＩグループでは、リスク管理全般に関わる重要事項を
検討する機関として、CEOを議長とするリスク管理会議を
設置し、取り組み方針や年次計画、是正措置などの重要
事項を検討しています。
重点的に対処すべきリスクを「ＩＨＩグループリスク管理
活動重点方針」として定め、ＩＨＩの各部門および海外を含
むグループ会社は、この方針に沿って主体的・自律的にリ
スク管理活動を進めています。

リスク管理の取り組み

リスク管理体制 2019年4月1日現在

化した上で、以下のリスク管理重点テーマに取り組んでい
ます。

トップダウンで定めたテーマに対して
管理計画を立案・推進していくリスク管理活動

1 コンプライアンス体制の強化
2 品質保証体制の強化
3 事業面の重要リスクへの対応

事業活動に潜むリスクを網羅的に確認し、 
管理計画を立案・推進していくリスク管理活動

1 安全管理の徹底・強化
2  コンプライアンスの強化
3  品質システム・業務システムの改革
4  変化する経営環境・競争環境への対応
5  グローバル戦略の実行に伴うリスクへの適切な対応
6  強靭なプロジェクト遂行体制とリスクマネジメント体制
への変革

7  大型投資の適正性の確保
8  環境法令遵守と環境経営
9  働き方改革推進による業務生産性の向上・長時間勤務
の排除

10  営業秘密・個人情報・重要技術情報の流出防止
11  情報セキュリティの確保
12  災害や事故発生時の適切な対応
13  ステークホルダーとの信頼関係の維持向上
14  ダイバーシティ向上の一層の推進
15  ハラスメント対策の徹底
16  人権教育・啓発活動の推進
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「コミュニケーションツール」発行
統合報告書／ Sustainability Data Book

経営企画部

ステークホルダー

CSR 連絡会
メンバー

各部 CSR 担当

対話

CSR担当

方針伝達

報告

事務局事務局

CSR委員会 本社 事業領域
委員長
副委員長
委員

社長
CSR 担当役員
取締役
本社部長
事業領域長
統括本部長

基本的な考え方

ＩＨＩグループは、「社会の期待に応えること」が企業の
社会的責任、サステナビリティであると考えています。この
考え方に基づいて、わたしたちが実践すべきことを「ＩＨＩグ
ループ基本行動指針」にまとめました。ＩＨＩグループの全
員が、この行動指針を十分に理解し、仕事をする上でのよ
りどころとなるように、日本語のほか 18カ国語に翻訳した
解説書を作成して社員に展開しています。

サステナビリティ推進体制

ＩＨＩでは、社長を委員長、CSR担当役員を副委員長、本社
や事業領域の部門長を委員としたCSR委員会を設置し、この
委員会を核としたサステナビリティ推進体制をとっています。

サステナビリティの取り組み

サステナビリティ

重要課題

社会課題や情報開示の要請が多様化する中、持続可能
な社会の実現とＩＨＩグループの成長に向けて、わたしたちが
優先的に取り組むべき「重要課題」を特定しました。
ＩＨＩグループ一体となってこれらの重要課題に取り組み、
各種媒体を通じて取り組み状況を開示していきます。　

重要課題特定プロセス

事業を支える基盤として取り組む課題

事業（製品・サービスの提供）を通じて取り組む課題

非財務情報開示についてのガイドラインなどから
網羅的に51の課題を抽出

GRI スタンダード　 国連グローバル・コンパクト
SDGs（持続可能な開発目標）
Dow Jones Sustainability Indices

気候変動への対策  資源循環型社会の形成
地球環境の保全

気候変動への対策 資源循環型社会の形成
地球環境の保全 エネルギーや資源の安定供給
社会インフラの構築と保全 モビリティ社会の発展
ものづくり力の強化と高度化 宇宙空間の利用
安全かつ安心な生活の確保

お客さま満足度の向上 サプライチェーンマネジメントの強化
地域社会との共存共栄 多様な人材の育成
労働環境の向上 人権の尊重

コーポレート・ガバナンスの強化 コンプライアンスの強化
情報セキュリティの強化 適時・適切な情報開示
リスク管理の徹底

20の課題を次の2種類に分け、関係部門の確認を経て重要
課題として特定
1 事業を支える基盤として取り組む課題
2 事業（製品・サービスの提供）を通じて取り組む課題

Step 1　重要課題の抽出

環 　　境　―環境負荷の低減―

　社　　 会　―豊かな社会の実現―

ガバナンス　―誠実な企業経営―

国内の課題やＩＨＩグループの各種方針、事業内容と照合し
20の課題に集約
内閣府第5次科学技術基本計画
グループ経営方針2016
ＩＨＩグループ基本行動指針

Step 2　事業との整合の確認

Step 3　重要課題の特定

事業領域 取り組む SDGsの目標

資源・エネルギー・環境   

社会基盤・海洋   

産業システム・汎用機械   

航空・宇宙・防衛     

事業共通         

57



相馬事業所で行なった車いすバスケットボール体験会の様子

ステークホルダーとの対話

社会からの期待を知るためには、ステークホルダーとの対
話が必要であると考えています。
わたしたちは、ＩＨＩグループにとってのステークホルダー

である「お客さま」「お取引先」「行政」「株主・投資家」「地
域社会」「従業員」とさまざまな対話の機会を設けています。
こうした対話を通じて「社会からの期待」を知り、企業活動
に反映させています。

主な対話活動 社会貢献活動

ステークホルダーからの代表的な質問と回答　（2019年5月8日開催　2018年度決算発表における質疑応答）

車いすバスケットボールの活動を支援

1 地域社会との共生
2 次世代人材の育成
3 環境の保全

1 社会貢献活動支出総額 6.4億円
2 主な取り組み

 国連世界食糧計画（WFP）協会活動への協賛
 次世代育成活動のための教育コンテンツの開発
 事業拠点における各種イベントへの協賛

3つの重点テーマ

2018年度の取り組み実績

お客さま
営業活動 顧客満足度調査
ウェブサイトでの製品・サービス情報
CSRアンケート

お取引先
調達活動 調達先表彰制度
グループ調達基本方針の説明
品質マネジメントシステム調査

行政 関連法令 届出・許認可

株主 ･投資家 株主総会 決算説明会
工場見学会 投資家訪問

地域社会
 地域社会への貢献活動
（伝統行事への協賛、アトリウムコンサートなど）
ＩＨＩフォーラム

従業員 e -ラーニング（アンケート）
従業員意識調査

質問 1 北米プロセスプラント案件は、今後もリスクを想定した方がよいのか？

回答 1

 契約納期遅延に関わる費用については、リスクとしてとらえる必要があると判断し、2019年度の業績見通しの中に特別損失として
一定程度を織り込んでいます。
 工事については、No.1トレインおよびプラント付帯設備は、早晩に引渡しが完了すると考えています。No.2トレイン以降は繰り返しに
なるため、コストの変動は減少すると考えています。

質問 2 民間航空機エンジン整備事業について、工場の操業を自主的に停止していたが、業績にはどのような影響があるのか？

回答 2
 不適切な検査があったことにともない、2019年2月中旬から3月にかけて、整備事業を自主的に停止しており、操業差損が発生してい
ます。また、お客さまへの補償費用などについては、2018年度の営業外費用に計上しています。
 2019年度については、操業差損などの費用を営業利益見通しのリスクバッファ60億円の中に織り込んでいます。

わたしたちは、事業拠点や建設現場等の地域において、
取り組むべき社会活動の重点課題を設定しています。社会
貢献活動を通して、従業員一人ひとりが社会の一員であると
いう自覚を促し、社会からの期待に積極的に応えていきます。

ＩＨＩグループでは、2015年より一般社団法人日本車いす
バスケットボール連盟とオフィシャルスポンサー契約を結び、
同団体の活動を支援しています。練習や合宿の場として保有
施設を提供することはもとより、全国の事業拠点において、
車いすバスケットボールの紹介や選手との交流イベントを開
催しています。
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ＩＨＩグループ基本行動指針
第 7条　地球環境に対する責任

ＩＨＩグループ環境基本方針

ＩＨＩグループ環境活動計画 2019

認定のプロセス

製品・サービスの認定計画を立案（製品主管部門）

製品・サービスの環境性能を評価（経営企画部）

審査・認定（全社環境委員会）

温室効果ガス
の削減

省エネ 環境リスク
低減

省資源 生物多様性
保全

活動計画 目標

製品・サービスを
通じた環境負荷低減

CO2排出量を指標とした目標
の策定に向けて、検討を進め
ています。

工場・事務所等に
おける環境負荷低減

環境法令違反と環境事故発
生ゼロ

環境に配慮した持続的な事
業活動（エネルギー、CO2、
廃棄物、水の削減）

環境経営を進める
ための人づくり

環境経営を実践できる人材
の育成

福岡県久留米市のコミュニティサイクル「くるクル」

基本的な考え方

「グループ経営方針 2019」において、ＩＨＩグループは、 持
続可能な社会に求められる新たな価値を創造することを示し
ました。これにより、ＩＨＩグループは、気候変動をはじめと
する社会課題の解決に向け、社会システム全体の環境負荷
低減に継続的に取り組み、ビジネス機会を獲得し、さらに
は新しいビジネスモデルを創り出すという環境経営の目指す
べき方向性を改めて確認しました。

これまで重点的に取り組んできた環境法令遵守、工場・
事務所における地域社会への環境負荷低減に継続的に取
り組むとともに、製品・サービスのライフサイクルにおける
CO2排出量を指標として、CO2排出量を削減できるような
提案をしていきます。

また、従来ＩＨＩグループの環境活動は全社を統合する環
境委員会で担ってきました。今年度からは、製品・サービス
を通じた環境負荷低減を「攻めの環境活動」、工場・事業
所等の環境負荷低減を「守りの環境活動」として切り分け、
前者を経営企画部、後者を総務部環境グループが事務局と
なり、環境委員会の活動を強化いたしました。

環境の取り組み

環境

環境活動計画

ＩＨＩグループは、3ヵ年ごとに環境活動計画を立てて環境
活動に取り組んでいます。

2019～ 2021年度の新たな 3ヵ年計画「グループ環境活
動計画 2019」は、「製品・サービスを通じた環境負荷低減」、
「工場・事務所等における環境負荷低減」、「環境経営を進
めるための人づくり」の 3つの柱で構成しています。

環境配慮製品認定制度の運用

ＩＨＩグループでは、製品・サービスを通した環境負荷低
減を推進するため、2014年度より「環境配慮製品認定制度」
を運用しています。これは、独自のガイドラインに基づいて
製品およびサービスの環境性能を評価し、特に優れたもの
を環境配慮製品として認定する制度です。

2018年度までに、18点の環境配慮製品を認定しました。
認定製品であるＩＨＩエスキューブが行なうコミュニティサイク
ル事業は、全国で 6

つのエリアに展開し
ており、年間で延べ
135万人が利用して
います。
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相生事業所での植樹の様子 製品・技術の展示スペースで放映した映像

TCFD
（気候関連財務情報開示タスクフォース）
提言趣旨への賛同

生物多様性に配慮した事業所運営

相生事業所は面積の 71％が緑地で、所内には希少な動
植物を含む多くの生き物が生息しているため、自然と人が共
生する、持続可能な事業所運営に努めています。2018年度
は土砂災害防止のための工事に自然由来の素材を活用した
工法を採用し、さらに従業員が参加して在来種（地域植生
の樹木）を植樹しました。苗木が成長し根を張ることで、防
災と緑化を両立させています。

これらの活動が評価され、「一般社団法人 いきもの共
生事業推進協議会」の第 6回「いきもの共生事業所認証
（ABINC認証）」※を取得しました。

環境コミュニケーション

ＩＨＩグループは 2018年 11月に開催した「ＩＨＩフォーラム
2018」にて、異常気象や気候変動に対する適応策として気
象センシング技術や社会インフラのメンテナンス事業などを
ご紹介しました。お客さまや株主さま、地域住民の方々など
多数の来場者の方から、わたしたちへの期待の声をお寄せ
いただきました。

また、毎年 6月を「環境月間」と位置付け、従業員の環境
配慮の意識を高めることを目的として、環境クイズや社内報
での情報発信などを行なっています。2018年度は 5,422名
がクイズに参加しました。今後も、ステークホルダーの皆さ
まとの積極的なコミュニケーションを図り、環境経営に活か
してまいります。

ＩＨＩグループは 2019年 5月に、取締役会での
決議を踏まえた上で TCFD（気候関連財務情報
開示タスクフォース）提言趣旨に賛同、署名を行
ないました。

TCFDは、パリ協定を踏まえて、気候変動によ
り想定される金融不安定化リスクを低減すること
を目的として、G20からの要請で金融安定理事
会により設立されたタスクフォースです。2017年
6月に公表されたタスクフォースの最終報告書で
は、気候変動が各企業の将来の事業活動に与え
うるリスクと機会を金融市場が適切に評価できる
よう、企業に対して情報開示を求めています。

TCFDが提言している情報開示の枠組みは、組
織運営の中核要素である 4つのテーマ「ガバナン
ス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」で構
成されています。わたしたちはこの枠組みを戦略
立案のツールとして役立てることで、リスク管理の
強化や事業機会の創出につなげていきます。

※ 企業における生物多様性に配慮した緑地づくりや管理・利用などの取り組みを、 
一般社団法人 いきもの共生事業推進協議会（ABINC）が、第三者評価・認証する
ものです。

Topics

60

価値創造の
戦略

持続的成長の
基盤 データ集



人選されて受講する教育 階層・職位の該当者が受講する教育 各自の選択により受講できる教育

管理職

経営幹部

職場リーダー

中堅

 若手

I H Iグループは、「経営理念」および「I H Iグループビジョン」のもと、 ものづく
り技術を中核とするエンジニアリング力によってお客さまの価値創造を果た
すため以下を推進する。

「グローバル」「ものづくり技術・エンジニアリング力」「世界に通用
する業務品質」の視点で卓越した能力を持つプロフェッショナル
の集団となるため、グループ従業員が共有すべき価値観として「求
める人材像」を定め、その浸透を図る。

「求める人材像」を指針に人材マネジメント諸施策を実施し、グ
ループ従業員の成長機会を提供する。

多様な人材が「経営理念」、「ＩＨＩグループビジョン」に共感し、
能力を発揮できる環境を実現する。

求める人材像 キーワード

誠実と信頼
Integrity and Trust

グループ

グローバル

ダイバーシティ

1

2

3

経営人材
育成教育

プロフェッショナル
人材育成教育

階層別・
職位別教育

グローバル
人材育成教育 ダイバーシティ 公開講座

エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ブ
教
育

留
学（
Ｍ
Ｂ
Ａ
）

特
別
研
修

異
業
種
交
流

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ス
キ
ル

女
性
管
理
職・課
長
代
理
研
修

設
計
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
研
修

設
計
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
研
修

品
質
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
研
修

生
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修

製
品
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
研
修

I
o
T
/
I
C
T

人
材
育
成
研
修

調
達
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
育
成
研
修

職
種
別
教
育・部
門
別（
関
係
会
社
）教
育

海
外
赴
任
前
研
修（
語
学・異
文
化
理
解・グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
等
）

グ
ロ
ー
バ
ル・

プ
レ
ー
ヤ
ー
研
修

（
イ
ン
ド・マ
レ
ー
シ
ア
）

階
層
別・職
位
別
教
育指

導
員
研
修

ビ
ジ
ネ
ス
ス
キ
ル・技
術
な
ど

語
学
関
連・異
文
化
対
応
力
な
ど

経
営
幹
部
研
修

関
係
会
社
特
別
研
修

グ
ロ
ー
バ
ル

プ
ロ
グ
ラ
ム
派
遣

創造と革新
Innovation and Creation

世界レベルのプロフェッショナル
World-class Professional

お客さまと社会のために
For Customers and Society

チームワーク
Team Work

I H I グループ教育研修体系

グループ人材マネジメント方針

I H I グループは、「人材こそが最大かつ唯一の財産である」
の経営理念のもと、最も重要な経営資源の一つに「人材」
を位置付けています。従業員の持てる能力を最大限に発揮
し、さらにその能力を向上させるため、計画的な人材育成、
制度や労働環境の整備、風土改革を進めています。

グループ全体で共有すべき人材マネジメントに関する考え
方を「グループ人材マネジメント方針」として定めています。「グ
ループ」「グローバル」「ダイバーシティ」をキーワードとして、
採用・配置・育成・評価などのプロセスごとに以下のような
各種施策を展開しています。

  グループ
経営戦略・事業戦略に合わせたグループ全体での最適な
人材配置、グループ共通教育・研修体系

   グローバル
グローバル人材の計画的育成、語学・異文化コミュニケー
ション教育、海外拠点現地マネジャー育成

   ダイバーシティ
女性、外国籍人材、障がい者、シニア人材の活躍推進、育
児・介護等との両立支援

人材マネジメントの取り組み

基本的な考え方

人材　
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健康チャレンジキャンペーンの参加人数・グループ会社数

I H Iグループは、共に働くすべての人びとの健康の確
保と、働きやすい職場づくりに取り組んでいます。特に
近年は、「 I H Iグループ健康経営宣言」に基づき、健康
保険組合・労働組合と連携し従業員とその家族の健康づ
くりに積極的に取り組んでいます。2018年度に実施した
「健康チャレンジキャンペーン」では、グループ 49社・
18,200名が参加、それぞれ目標達成に向けて健康増進に
取り組みました。
このような活動が評価され、I H Iグループ 7 社は、
経済産業省ならびに日本健康会議より、「健康経営優良法
人 2019」に認定されました。

I H I グループは、企業の経営戦略としてダイバーシティの
推進に取り組んでいます。
多様な個性や価値観を持つ従業員一人ひとりが、持てる
能力を最大限に発揮できる職場をつくること、また、多様な
考え方を結びつけ、創造と革新を生み出す組織風土を作るこ
とが、ダイバーシティ推進の目的です。

このたび、I H Iは任意団体 work with Prideが策定する
LGBTなどの性的少数者に対する職場における取り組みを評
価する指標である「PRIDE指標 2018」で、最高位の「ゴー
ルド賞」を受賞しました。
今回の受賞では、相談窓口の設置や、各種勤務制度・福

利厚生制度の整備など当事者へのサポートのほか、LGBTに
関する社員への教育、性的少数者を理解し支援するアライ
の活動など、誰もが働きやすい職場環境づくりを推進してい
ることが、高く評価されました。

健康経営の推進
健康経営優良法人の認定を取得

働き方改革の推進
スマートワーク経営調査 4つ星に認定

ダイバーシティの推進
PRIDE指標ゴールド賞を受賞

「PRIDE指標 2018」マーク LGBTアライのステッカー

「健康経営優良法人 2019」認定マーク・受賞グループ会社

日経 Smart Work経営調査　4つ星

2013年度より、業務プロセスを改善・改革し、会社を変
えていく活動として「I-Project」をグループ全体で展開し、
業務の効率化や、働き方改革など、職場ごとにテーマ・目
標を設定して活動を行なっています。全社の中で先行的に働
き方改革に取り組む「パイロット職場」では、職場アンケート
や勤務データの分析を行なった上で、業務プロセスの見える
化や ICT化等の取り組みを進めています。
また、RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）
を用いたパソコンによる定型業務の自動化を推進し、作業時
間の短縮・効率化を図っています。

このような取り組みが評価され、株式会社日本経済新聞
社が実施する、働き方改革を通じて生産性革命に挑む先進
企業を選定する第 2回日経 Smart Work経営調査において、
4つ星に認定されました。本調査では「人材活用力」「イノベー
ション力」「市場開拓力」「経済基盤」の 4つの分野を構成
する各指標の得点を合計し、総合的に調査が行なわれてい
ます。

●ＩＨＩ
●ＩＨＩエスキューブ
●ＩＨＩプラント
●ＩＨＩ原動機
●ＩＨＩジェットサービス
● 二コ精密機器
● 千葉倉庫
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調達費削減事例発表会の様子

調達費削減活動

ＩＨＩグループ内に調達費削減の改善風土を醸成し、調達
費削減のノウハウをグループで共有することを目的として「調
達費削減事例発表会」を年に 1回開催しています。発表会
では「調達仕様改善・標準化」「競争環境改善・グローバ
ルマルチソース化」「集
中購買」の 3つの観点に
おいて、グループ会社を
含めた優良事例の紹介・
表彰を行なっています。
2019年 3月の発表会で

基本的な考え方

ＩＨＩグループは、「公平・公正な取引」「お取引先との相
互繁栄」「法令の遵守と社会的要請への対応」を 3 つの柱
とする「ＩＨＩ グループ調達基本方針」をもとに調達活動を
行なっています。
企業活動に必要な資材や機器類を調達する際には、法令

の遵守はもちろんのこと、人権や環境、紛争鉱物※ 1 の問題
などについて配慮する必要があります。そのような社会から
の要請に応えるために、社員への教育を徹底するとともに、
お取引先とも共有し、共存共栄を目指していきます。

サプライチェーン・マネジメントの取り組み

サプライチェーン・マネジメント

は、提出された 81件の事例の中から優れた 7件を表彰し、
その内容を共有しました。
ＩＨＩグループでは、グループ全体の調達力強化を推進す
る専門家集団の「共通品目別専門家カウンシル」を設置し
ています。鋼材や鋳鍛造品、ベアリングや電気製品などグルー
プ全体に共通する主要な品目に関し、製品の仕様や調達先
などについて事業領域と連携して見直しを図ることで、グルー
プ全体で最適な調達網を構築します。
また、中国・台湾からの調達において、今までは各事業領
域やグループ会社が個別に調達していましたが、グループ内
それぞれの調達ノウハウや調達先情報を持ち寄って、中国地
域統括会社とも連携を強めながら、発注先の新規開拓や集
約、ベストプラクティスの共有化も効率よく進めてまいります。

※1  紛争地域において産出された鉱物を購入することが現地の武装勢力の資金調達
につながり、結果として当該地域の紛争に加担することを危惧される鉱物の総称。

I H Iグループ調達基本方針
〈お取引先へのお願い〉
ＩＨＩグループは事業活動を推進す
る上で､ 以下のような項目に取り
組んでおり、お取引先のご理解と
ご協力をお願いしています。

●  法令・社会規範の遵守
●  人権・労働・安全衛生への配慮
●  ＱＣＤ（品質・コスト・納期）の 
　確保
●  競争力の強化
●  環境への配慮
●  情報の開示

1.公平・公正な取引

2.お取引先との相互繁栄

3.法令の遵守と社会的要請への対応

ＩＨＩグループは､ 国内外から､ 意欲と競争力のあるお取引先に対してオープンに競争の
機会を提供します。また､ 品質､ 価格､ 納期､ 技術開発力､ 経営状況等を総合的かつ
公正に評価し､ 選定を行ないます。

ＩＨＩグループは､ お取引先を価値創造のパートナーと位置づけ､ 最適な品質・コスト・
納期を確保し安定調達を実現することを通じて､ お取引先と信頼関係を構築し相互の
競争力強化と繁栄を目指します。

ＩＨＩグループは､関連法規を遵守します。また､社会的な要請にも応えるため､特に､環境・
人権・労働・安全衛生・情報管理に十分配慮した調達活動を展開します。

海外調達拠点のネットワーク

日本（東京）
イギリス（ロンドン）
アメリカ（ニューヨーク）
中国（上海、大連）
韓国（ソウル）

インド（ニューデリー）
タイ（バンコク）
シンガポール（シンガポール）
マレーシア（クアラルンプール）
ベトナム（ホーチミン、ハノイ）
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陸上局沿岸
アンテナ

人工衛星

AIS信号

AISデータ

大連市金州東方鋳鋼廠での表彰式の様子

優れたサプライヤー3社を表彰、
パートナーシップの更なる強化を図る

衛星情報を活用した
コンテナ船のスケジュール提供サービスを展開

ＩＨＩグループでは、特に功績の大きかったサプ
ライヤーに対して表彰を行ない、パートナーシッ
プの強化を図っています。2018年度には、以下
の 3社へ感謝賞を贈呈しました。

ＩＨＩジェットサービスでは、人工衛星から得られる船
舶の位置情報を活用した、コンテナ船向けの情報提供
サービス「AIS LinerViewer」を展開しています。

コンテナ船による海上輸送は、天候によって運航スケ
ジュールが大きく変動するため、船に搭載している原材
料や製品の到着が遅れた場合、生産スケジュールに影響
をおよぼすリスクがあります。こうした課題に対処するた
め、500総トン以上の内航船と国際航行に従事する 300

総トン以上の船舶から発信される、船舶自動識別システム
（AIS）の情報を活用するシステムを開発しました。衛星

で受信された船舶の位置や速度、船名などのデータを加
工することによって、コンテナ船の位置や港への到着予
定時刻をお知らせします。さらに、お客さまの在庫管理
システムと連携することで、輸送中の在庫量の適切な把
握などもできるようになります。

わたしたちは、衛星情報の活用拡大により、お客さま
のサプライチェーン・マネジメントの高度化に貢献してい
きます。

TopicsTopics

船舶自動識別システム（AIS）の運用イメージ

●大連信東機械有限公司（中国）

●大連市金州東方鋳鋼廠（中国）

●DEE Development Engineers Ltd.（インド）

優れた溶接技術を持ち、主に圧縮機向けに質の高
い鉄鋼構造部品を納入いただきました。

鋳物の製造について、幅広い材料に対応できる技
術力を持ち、主にボイラや圧縮機向けの鋳造部品
の納入に貢献していただきました。

効率的なモノづくりによって、ボイラやプラントに使用
する配管・接手の安定供給に貢献していただきました。

AIS LinerViewer
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●  現在位置情報
●  航行スケジュール
●  入港予定時間・遅延アラーム
●  入出港情報
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年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
主要財務サマリー （億円）
受注高 11,767 9,704 12,009 12,696 12,256 14,589 16,643 16,053 13,898 15,050 13,992

売上高 13,880 12,427 11,872 12,218 12,560 13,040 14,558 15,393 14,863 15,903 14,834

営業利益 256 471 613 433 421 532 632 220 473 722 824

持分法投資損益 7 4 3 6 43 53 ▲ 17 11 ▲ 35 ▲ 330 41

営業外損益（純額） ▲ 121 ▲ 141 ▲ 99 ▲ 16 ▲ 59 0 ▲ 67 ▲ 123 ▲ 253 ▲ 508  167

経常利益 135 330 514 417 362 532 565 97 220 214 657

親会社株主に帰属する当期純利益 ▲ 74 173 297 238 333 331 90 15 52 82 398

研究開発費 247 255 292 300 302 335 370 416 355 386 365

設備投資 452 375 863 535 550 545 639 508 527 592 673

減価償却費 361 382 382 411 417 404 432 467 466 448 429

総資産 14,893 14,124 13,614 13,381 13,642 14,963 16,908 17,150 16,928 16,334 16,645

有利子負債残高 4,271 4,320 3,733 3,452 3,538 3,578 4,106 3,745 3,719 3,222 3,550

純資産 2,059 2,270 2,536 2,584 2,992 3,625 3,595 3,333 3,376 3,502 3,816

従業員数（人） 24,348 24,890 26,035 26,915 26,618 27,562 28,533 29,494 29,659 29,706 29,286

一株当たりデータ （円）
一株あたり親会社株主に帰属する当期純利益　※１ ▲ 50.51 118.51 202.94 162.58 228.14 225.13 58.84 9.90 33.98 53.71 258.53

一株あたり純資産　※ 2 1,309.64 1,446.63 1,623.33 1,708.36 1,970.77 2,236.81 2,240.31 2,061.63 2,060.33 2,103.22 2,263.12

一株あたり年間配当金 0.00 20.00 30.00 40.00 50.00 60.00 60.00 30.00 0.00 60.00 70.00

地域別売上高 （億円）
米国 1,576 1,392 1,261 1,257 1,471 2,127 2,708 3,361 3,198 3,507 3,264

欧州 904 703 908 994 930 1,522 1,710 1,399 1,161 1,326 1,022

アジア他 3,586 3,151 2,951 2,959 2,462 2,537 3,162 3,209 3,215 3,247 2,849

日本 7,814 7,181 6,752 7,008 7,697 6,854 6,978 7,424 7,289 7,823 7,699

事業領域別売上高 （億円）
資源・エネルギー・環境 － － 3,064 3,123 3,215 3,440 4,153 4,524 4,273 4,904 3,770

社会基盤・海洋 － － 1,224 1,147 1,178 1,503 1,886 1,681 1,577 1,545 1,431

産業システム・汎用機械 － － 2,822 3,187 3,825 3,978 4,117 4,047 4,116 4,590 4,410

航空・宇宙・防衛 － － 2,737 2,994 3,384 4,060 4,348 5,002 4,719 4,637 4,922

財務指標 （％）
海外売上高比率 43.7 42.2 43.1 42.6 38.7 47.4 52.1 51.8 51.0 51.0 48.0

営業利益率 1.9 3.8 5.2 3.5 3.4 4.1 4.3 1.4 3.2 4.5 5.6

ROIC　※ 3 3.0 4.8 6.2 4.6 4.5 5.3 5.8 2.3 5.0 7.7 8.7

ROA　※ 4 ▲ 0.5 1.2 2.1 1.8 2.5 2.3 0.6 0.1 0.3 0.5 2.4

ROE　※ 5 ▲ 3.6 8.6 13.2 9.8 12.4 10.5 2.6 0.5 1.6 2.6 11.8

D/Eレシオ（倍）※ 6 2.07 1.90 1.47 1.34 1.18 0.99 1.14 1.12 1.10 0.92 0.93

自己資本比率 12.9 15.0 17.5 18.7 21.1 23.1 20.5 18.6 18.8 19.9 21.0

財務サマリー
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年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
貸借対照表関連情報 （億円）
流動資産 10,364 9,417 8,534 8,443 8,147 9,012 10,537 11,005 10,738 9,934 9,878

固定資産 4,529 4,706 5,080 4,937 5,494 5,951 6,371 6,145 6,189 6,400 6,766

資産合計 14,893 14,124 13,614 13,381 13,642 14,963 16,908 17,150 16,928 16,334 16,645

流動負債 8,981 7,581 6,911 6,896 6,654 7,262 7,959 8,827 8,762 8,116 8,231

保証工事引当金、受注工事損失引当金 499 357 472 447 404 438 653 975 852 809 691

固定負債 3,852 4,271 4,166 3,899 3,995 4,075 5,353 4,989 4,789 4,716 4,597

負債合計 12,833 11,853 11,078 10,796 10,649 11,338 13,312 13,816 13,552 12,832 12,828

株主資本 1,870 2,046 2,346 2,543 2,827 3,322 3,135 3,058 3,099 3,132 3,434

純資産合計 2,059 2,270 2,536 2,584 2,992 3,625 3,595 3,333 3,376 3,502 3,816

負債純資産合計 14,893 14,124 13,614 13,381 13,642 14,963 16,908 17,150 16,928 16,334 16,645

キャッシュ・フロー計算書関連情報 （億円）
営業活動によるキャッシュ・フロー ▲ 176 767 955 247 743 392 635 953 653 990 464

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 417 ▲ 627 ▲ 777 ▲ 377 ▲ 610 ▲ 622 ▲ 746 ▲ 355 ▲ 289 ▲ 479  792

財務活動によるキャッシュ・フロー 428 ▲ 18 ▲ 259 ▲ 385 ▲ 31 113 334 ▲ 475 ▲ 219 ▲ 573 164

有利子負債の増減 592 49 ▲ 587 ▲ 281 86 40 528 ▲ 361 ▲ 26 ▲ 497 328

フリーキャッシュ・フロー　※ 7 ▲ 593 139 177 ▲ 129 133 ▲ 230 ▲ 110 598 364 510  328

※1　親会社株主に帰属する当期純利益／発行済株式総数 
※2　純資産／発行済株式総数 
※3　税引後（営業利益＋受取利息・配当金）／（自己資本＋有利子負債） 
※4　親会社株主に帰属する当期純利益／（前期末・当期末平均　総資産） 
※5　親会社株主に帰属する当期純利益／（前期末・当期末平均　自己資本） 
※6　有利子負債残高／純資産 
※7　営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー 

より詳細な情報は右記のウェブサイトをご覧ください。 https://www.ihi.co.jp/ihi/ir/財務
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非財務サマリー

重要課題 テーマと指標
実績

2016年度 2017年度 2018年度

ガバナンス　－誠実な企業経営－

コーポレート・ガバナンスの強化 企業統治
社外取締役の取締役会平均出席率（％） 94.0 95.3 96.6

社外監査役の取締役会・監査役会平均出席率（％） 93.0 98.1 96.1

コンプライアンスの強化

法令遵守
法令違反・指導件数：競争法（件） 0 0 0

法令違反・指導件数：贈賄防止法（件） 0 0 0

内部通報 ホットライン通報件数（件） 218 209 238

コンプライアンス教育

受講者数：役員（人） 55 50 47

受講者数：ライン管理者（人） 73 83 75

受講者数：従業員（国内）（人） 18,859 18,020 18,234

受講者数：従業員（海外）（人） 1,392 1,261 1,126

情報セキュリティの強化 情報セキュリティ教育 受講率（％） 98.5 98.0 96.8

リスク管理の徹底 知的財産の保護
地域別特許保有件数：国内（件） 4,157 3,915 4,120

地域別特許保有件数：海外（件） 2,744 2,598 3,047

環境　－環境負荷の低減－

気候変動への対策

CO2排出
CO2 排出量（t-CO2） 316,914 330,162 329,602

CO2 排出量原単位（t-CO2/億円） 21.3 20.8 22.2

エネルギー消費
エネルギー消費量（TJ） 6,015 6,087 5,828

エネルギー消費量原単位（TJ/百億円） 40.5 38.3 39.3

CDP 気候変動の評価 A -
（リーダーシップ）

B
（マネジメント）

B
（マネジメント）

資源循環型社会の形成
廃棄物排出

廃棄物排出量（トン） 30,531 28,691 29,010

廃棄物排出量原単位（トン /億円） 2.05 1.80 1.96

水資源の使用
水資源使用量（千㎥） 4,169 3,776 4,182

水資源使用量原単位（千㎥ /百億円） 28.0 23.7 28.2

地球環境の保全
環境法規制の遵守 重大な環境法令違反・環境事故（件数） 0 0 0

環境マネジメント
日経環境経営度調査のスコア 429 431 437

環境 e -ラーニングの受講率（％） 84.3 85.3 85.6
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重要課題 テーマと指標
実績

2016年度 2017年度 2018年度
社会　－豊かな社会の実現－
地域社会との共存共栄 社会貢献 社会貢献費用（億円） 2.06 3.31 6.35

多様な人材の育成

雇用

新卒採用（人） 288 245 155

内訳　　技術系：男性（人） 208 174 110

　　　　技術系：女性（人） 21 19 7

　　　　事務系：男性（人） 40 36 25

　　　　事務系：女性（人） 19 16 13

キャリア採用（人） 153 29 78

障がい者雇用率（％） 2.14 2.03 2.21

選択定年制度で 61歳以上を選択（％） 84 87 84

女性活躍推進
女性管理職数（人） 66 68 74

女性管理職比率（％） 2.5 2.6 2.8

女性役員数（人） 2 4 4

人材育成

階層別教育受講者数（人） 約 3,300 約 2,900 約 3,300

階層別教育受講時間（時間） 約 112,000 約 101,000 約 112,000

公開講座受講者数（人） 約 5,800 約 5,800 約 6,200

公開講座受講時間（時間） 約 46,000 約 44,000 約 47,000

労働環境の向上

安全衛生

健康診断有所見率（％） 70 69 70

ストレスチェック受検率（％） 90 91 96

喫煙率（％） 29 28 28

休業災害度数率（％）
（100万のべ労働時間当たりの労働災害による死傷者数
（不休災害を除く））

0.33 0.57 0.26

ワークライフバランス

短時間勤務制度の適用者（人） 149 159 158

チャイルドケア休暇の取得者（人） 674 677 689

育児休業取得者（人） 89 111 113

育児休業取得後の復職率（％） 100 100 100

介護休業の取得者（人） 11 18 6

年次休暇平均取得日数【一般従業員】（日） 16.50 17.63 18.36

月平均時間外労働時間（時間） 23.90 22.90 22.50

労使のパートナーシップ 労働組合の加入者数 7,884 7,851 7,564

環境情報の開示状況、炭素効率性（売
上高当たり炭素排出量）の水準に着目
して、構成銘柄のウエイトを決定する指
数「S&P/JPXカーボン・エフィシェント
指数」の構成銘柄に選定されました。

女性活躍推進法に基づき、厚生労働大
臣による女性の活躍推進の状況などが
優良な企業を認定する「えるぼし」につ
いて、2段階目の認定を取得しました。

地域の健康課題に即した取り組みや日
本健康会議が進める健康増進の取り組
みをもとに、特に優良な健康経営を実践
している法人を顕彰する「健康経営優良
法人」に認定されました。

日本株の時価総額上位 500銘柄のうち、
性別多様性に優れた企業を対象として
構成される「MSCI日本株女性活躍指数
（WIN）」に選定されました。

任意団体 work with Prideが策定する
LGBTなどの性的少数者に対する職場
における取り組みを評価する指標である
「PRIDE指標 2018」で、最高位の「ゴー
ルド賞」を受賞しました。

経済産業省と東京証券取引所が共同
で、経営革新や競争力の強化のために、
ITの積極的活用に取り組んでいる企業
を評価する「攻めの IT経営銘柄」に
選定されました。

外部評価
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前連結会計年度
（2018年３月 31日）

当連結会計年度
（2019年３月 31日）

資産の部
流動資産
現金及び預金　 　109,028 　94,951

受取手形及び売掛金　 　400,330 　377,695
製品　 　25,647 　23,084
仕掛品　 　282,245 　276,238
原材料及び貯蔵品 120,630 142,588
その他 59,758 77,351
貸倒引当金 △ 4,164 △ 4,043
流動資産合計 993,474 987,864

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物（純額） 　131,035 137,156
機械装置及び運搬具（純額） 　　75,249 　76,697
土地 　92,506 　99,217
リース資産（純額） 　14,736 　15,962
建設仮勘定 11,828 10,100
その他（純額） 　23,692 　28,262
有形固定資産合計 349,046 367,394

無形固定資産
のれん 12,231 10,032
ソフトウエア 15,483 18,060
その他 8,306 5,992
無形固定資産合計 36,020 34,084

投資その他の資産
投資有価証券 　99,284 　117,967
繰延税金資産 118,113 116,802
退職給付に係る資産 24 31
その他 　39,251 　41,763
貸倒引当金 △ 1,724 △ 1,376
投資その他の資産合計 254,948 275,187

固定資産合計 640,014 676,665
資産合計 1,633,488 1,664,529

前連結会計年度
（2018年３月 31日）

当連結会計年度
（2019年３月 31日）

負債の部
流動負債
支払手形及び買掛金 　　304,928 　　290,043
短期借入金 　81,515 　　111,785
1年内償還予定の社債 － 20,000
未払費用 88,252 88,520
未払法人税等 8,075 7,384
前受金 177,819 157,546
賞与引当金 26,119 28,089
保証工事引当金 53,727 47,968
受注工事損失引当金 　27,266 　21,212
その他の引当金 808 1,079
その他 43,146 49,483
流動負債合計 811,655 823,109

固定負債
社債 50,000 30,000
長期借入金 172,533 175,813
リース債務 13,214 14,307
再評価に係る繰延税金負債 　4,941 　4,953
退職給付に係る負債 154,125 160,244
関係会社損失引当金 1,188 1,212
その他の引当金 1,150 1,132
その他 74,465 72,067
固定負債合計 471,616 459,728
負債合計 1,283,271 1,282,837

純資産の部
株主資本
資本金 107,165 107,165
資本剰余金 53,406 53,410
利益剰余金 153,564 184,092
自己株式 △ 879 △ 1,170
株主資本合計 313,256 343,497

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 2,034 1,063
繰延ヘッジ損益 △ 286 △ 190
土地再評価差額金 5,359 5,321
為替換算調整勘定 3,679 2,808
退職給付に係る調整累計額 559 △ 3,319
その他の包括利益累計額合計 11,345 5,683

新株予約権 792 659
非支配株主持分 24,824 31,853
純資産合計 350,217 381,692
負債純資産合計 1,633,488 1,664,529

（単位：百万円） （単位：百万円）

連結財務諸表
連結貸借対照表
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前連結会計年度
（自 2017年４月１日
至 2018年３月 31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月 31日）

売上高 1,590,333 1,483,442

売上原価 　1,316,915 　1,205,713
売上総利益 273,418 277,729
販売費及び一般管理費 　201,151 195,241
営業利益 72,267 82,488
営業外収益
受取利息 1,433 913
受取配当金 1,071 1,133
持分法による投資利益 － 4,108
為替差益 － 5
環境保全対策に係る未払費用の取崩益 1,072 －
その他の営業外収益 3,600 5,199
営業外収益合計 7,176 11,358

営業外費用
支払利息 3,007 3,227
持分法による投資損失 33,088 －
為替差損 3,813 －
ＳＰＢタンク建造遅延に伴う損害分担金 － 　6,679
契約納期遅延に係る費用 4,489 838
民間航空エンジン契約調整負担金 　6,488 －
その他の営業外費用 　7,133 　17,353
営業外費用合計 58,018 　28,097

経常利益 21,425 　65,749
特別利益
関係会社株式売却益 － 　4,199
事業譲渡益 　1,586 　1,108
特別利益合計 1,586 5,307

特別損失
減損損失 1,095 1,610
商業運転中のボイラ設備に係る和解関連費用 　　2,932 －
特別損失合計 4,027 1,610

税金等調整前当期純利益 18,984 69,446
法人税、住民税及び事業税 12,924 16,925
過年度法人税等 － 4,304
法人税等調整額 △ 7,357 2,977
法人税等合計 5,567 24,206
当期純利益 13,417 45,240
非支配株主に帰属する当期純利益 5,126 5,351
親会社株主に帰属する当期純利益 8,291 39,889

前連結会計年度
（自 2017年４月１日
至 2018年３月 31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月 31日）

当期純利益 13,417 45,240

その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 △ 786 △ 808
繰延ヘッジ損益 △ 106 △ 163
土地再評価差額金 12 △ 12
為替換算調整勘定 2,353 　△ 605
退職給付に係る調整額 1,406 △ 3,612
持分法適用会社に対する持分相当額 478 △ 443
その他の包括利益合計 3,357 　△ 5,643

包括利益 16,774 　39,597
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 11,541 　34,405
非支配株主に係る包括利益 5,233 　5,192

連結損益計算書 連結包括利益計算書
（単位：百万円） （単位：百万円）
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（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 107,165 53,510 149,832 △ 513 309,994

当期変動額
剰余金の配当 △ 4,633 △ 4,633

親会社株主に帰属する当期純利益 8,291 8,291

自己株式の取得 △ 419 △ 419

自己株式の処分 △ 1 53 52

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △ 103 △ 103

連結子会社増加等に伴う減少高 –

土地再評価差額金の取崩 74 74

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △ 104 3,732 △ 366 3,262

当期末残高 107,165 53,406 153,564 △ 879 313,256

（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 107,165 53,406 153,564 △ 879 313,256

当期変動額
剰余金の配当 △ 9,267 △ 9,267

親会社株主に帰属する当期純利益 39,889 39,889

自己株式の取得 △ 424 △ 424

自己株式の処分 133 133

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 4 4

連結子会社増加等に伴う減少高 △ 126 △ 126

土地再評価差額金の取崩 32 32

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 4 30,528 △ 291 30,241

当期末残高 107,165 53,410 184,092 △ 1,170 343,497

その他の包括利益累計額

新株
予約権

非支配
株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る
調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 2,892 △ 277 5,427 1,298 △ 1,171 8,169 843 18,624 337,630

当期変動額
剰余金の配当 △ 4,633

親会社株主に帰属する
当期純利益 8,291

自己株式の取得 △ 419

自己株式の処分 52

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △ 103

連結子会社増加等に
伴う減少高 －

土地再評価差額金の
取崩 74

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △858 △ 9 △ 68 2,381 1,730 3,176 △ 51 6,200 9,325

当期変動額合計 △858 △ 9 △ 68 2,381 1,730 3,176 △ 51 6,200 12,587

当期末残高 2,034 △ 286 5,359 3,679 559 11,345 792 24,824 350,217

その他の包括利益累計額

新株
予約権

非支配
株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る
調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 2,034 △ 286 5,359 3,679 559 11,345 792 24,824 350,217

当期変動額
剰余金の配当 △ 9,267

親会社株主に帰属する
当期純利益 39,889

自己株式の取得 △ 424

自己株式の処分 133

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 4

連結子会社増加等に
伴う減少高 △ 126

土地再評価差額金の
取崩 32

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △971 96 △ 38 △ 871 △ 3,878 △5,662 △ 133 7,029 1,234

当期変動額合計 △971 96 △ 38 △ 871 △ 3,878 △5,662 △ 133 7,029 31,475

当期末残高 1,063 △ 190 5,321 2,808 △ 3,319 5,683 659 31,853 381,692

前連結会計年度 （自 2017年４月１日 至 2018年３月31日） 当連結会計年度 （自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）

連結株主資本等変動計算書
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前連結会計年度
（自 2017年４月１日
至 2018年３月 31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月 31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益　　 18,984 　69,446
減価償却費 56,522 53,200
その他の償却額 6,722 　8,413
減損損失 1,095 　1,610
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,119 　△ 587
賞与引当金の増減額（△は減少） 2,414 　2,161
保証工事引当金の増減額（△は減少） 5,645 　△ 5,505
受注工事損失引当金の増減額（△は減少） △ 9,364 　△ 6,517
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 5,568 　909
受取利息及び受取配当金 △ 2,504 　△ 2,046
支払利息 3,007 　3,227
為替差損益（△は益） 698 　21
有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △ 646 　△ 37
有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 687 　540
持分法による投資損益（△は益） 33,088 　△ 4,108
固定資産売廃却損益（△は益） 2,487 　3,728
事業譲渡損益（△は益） △ 1,586 　△ 664
関係会社株式売却損益（△は益） － 　△ 4,199
商業運転中のボイラ設備に係る和解関連費用 2,932 　－
売上債権の増減額（△は増加） 2,608 　25,842
前受金の増減額（△は減少） △ 29,278 　△ 19,507
前渡金の増減額（△は増加） 14,296 　△ 7,611
たな卸資産の増減額（△は増加） △ 15,779 　△ 14,794
仕入債務の増減額（△は減少） 18,549 　△ 15,813
未払費用の増減額（△は減少） △ 7,342 　178
その他の流動資産の増減額（△は増加） 4,992 　△ 8,715
その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 13,607 　△ 5,374
未収消費税等の増減額（△は増加） 4,590 　△ 3,309
その他 △ 1,520 　△ 1,243
小計 102,139 　69,246
利息及び配当金の受取額 3,336 　2,520
利息の支払額 △ 3,125 　△ 3,179
法人税等の支払額 △ 3,332 　△ 22,185
営業活動によるキャッシュ・フロー 99,018 　46,402

前連結会計年度
（自 2017年４月１日
至 2018年３月 31日）

当連結会計年度
（自 2018年４月１日
至 2019年３月 31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の増減額（△は増加） 1,377 　△ 652
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 20,328 △ 18,272
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入 21,212 　7,081
有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 59,406 　△ 64,195
有形及び無形固定資産の売廃却による収支（△は支出） 1,800 　△ 393
事業譲渡による収入 2,347 　2,834
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － 　△ 1,003
短期貸付金の増減額（△は増加） 1,581 　188
長期貸付けによる支出 △ 13 　△ 1,147
長期貸付金の回収による収入 22 　37
投資その他の資産の増減額（△は増加） △ 3,080 　△ 9,739
その他固定負債の増減額（△は減少） 6,527 　5,968
その他 △ 16 　13
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 47,977 　△ 79,280

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） △ 26,734 　36,733
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △ 5,000 －
長期借入れによる収入 64,709 　52,614
長期借入金の返済による支出 △ 70,510 　△ 58,186
社債の償還による支出 △ 10,000 －
セール・アンド・リースバックによる収入 93 　1,459
リース債務の返済による支出 △ 5,719 　△ 6,709
自己株式の増減額（△は増加） △ 13 　△ 5
自己株式取得目的の金銭の信託の設定による支出 △ 406 　△ 419
子会社の自己株式の取得による支出 － 　△ 1
配当金の支払額 △ 4,620 　△ 9,241
非支配株主からの払込みによる収入 3,180 　3,855
非支配株主への配当金の支払額 △ 2,306 　△ 3,623

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の 
取得による支出 － 　△ 14

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 57,326 　16,463
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 2,275 　1,743
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 8,560 　△ 14,672
現金及び現金同等物の期首残高 115,911 　107,323

非連結子会社の連結に伴う現金 
及び現金同等物の増加額 － 　523

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 28 　△ 566
現金及び現金同等物の期末残高 107,323 　　92,608

（単位：百万円） （単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書
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会社情報（2019年3月31日現在）

社名 株式会社ＩＨＩ

本社所在地 〒 135-8710 東京都江東区豊洲三丁目 1番 1号 
 豊洲ＩＨＩビル 
 03-6204-7800（代表）

代表者 代表取締役社長　満岡次郎

創業 1853年 12月 5日

設立 1889年 1月 17日

資本金 1,071億円

グループ従業員数 29,286名

工場数 6工場

支社 8ヶ所

海外事務所 14ヶ所

グループ会社数 国内関係会社：69社 
 （国内子会社 50社、国内関連会社 19社） 
 海外関係会社：148社 
 （海外子会社 123社、海外関連会社 25社）

銘柄コード 7013

上場証券取引所 東京証券取引所、名古屋証券取引所、 
 札幌証券取引所、福岡証券取引所

単元株式数 100株

発行可能株式総数 300,000,000株

発行済株式数 154,510,508株（自己株式 169,446株を除く）

株主数 73,168名

事業年度 毎年 4月 1日から翌年 3月 31日まで

定時株主総会 毎年 6月

期末配当支払株主確定日 毎年 3月 31日

中間配当支払株主確定日 毎年 9月 30日

株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関 〒 100-8233  
 東京都千代田区丸の内一丁目 4番 1号   
 三井住友信託銀行株式会社

 （郵便物送付先および電話照会先） 
 〒 168-0063  
 東京都杉並区和泉二丁目 8番 4号 
 三井住友信託銀行株式会社　 
 証券代行部 0120-782-031（フリーダイヤル）

海外拠点

事業領域別従業員数

株主構成

全社（共通）

事業領域別
従業員数

3%

（2,619名）

その他

9% （6,467名）

（961名）

資源・エネルギー・環境

22%
71,543名／30,745,635株

個人・その他

19.89%

82名／63,080,647株
金融機関

40.82%

65名／5,830,955株
金融商品取引業者

3.77%

634名／49,244,667株
外国人

31.87%

843名／5,608,604株
その他国内法人

3.62%

（2,359名）

社会基盤・海洋

8%

（10,220名）

産業システム・汎用機械

35%

（6,660名）

航空・宇宙・防衛

23%

（961名）

総従業員数
29,286名

※従業員数は就業人員数（ＩＨＩグループからグループ外への出向者を除き、グループ外からＩＨＩグループへの出向者を含む。）であり、
臨時従業員数については、従業員数の 100分の 10未満であるため記載していません。

１

2

3

6
7

9

8

10

11

4

5

15

18

16

17

12
14

13

地域統括・拠点会社

15ＩＨＩ INC. 
　 ＩＨＩ Power Generation Corp. 
16ＩＨＩ Power Service Corp. 
17ＩＨＩ do Brasil Representações Ltda.

18ＩＨＩ Europe Ltd. 

19ＩＨＩ ASIA PACIFIC PTE.LTD 
20ＩＨＩ ASIA PACIFIC (Thailand) Co., Ltd. 
21ＩＨＩ ASIA PACIFIC PTE. LTD. Yangon Branch 
22ＩＨＩ (Shanghai) Management Co., Ltd. 
23ＩＨＩ Taiwan Corporation 
24ＩＨＩ (HK) Ltd. 
25ＩＨＩ ENGINEERING AUSTRALIA PTY. LTD.

欧州

米州

アジア・大洋州

海外事務所

１パリ事務所 
2 ローマ事務所 
3 モスクワ事務所 
4 イスタンブール事務所
　 
5 アルジェリア事務所
　
6 ドバイ事務所

7 ニューデリー事務所 
8 バンコク事務所 
9 ハノイ事務所 
10クアラルンプール事務所 
11ジャカルタ事務所 
12北京事務所 
13台北事務所 
14ソウル事務所

欧州 アジア・大洋州

アフリカ

中東

19

20
21

24

25

23

22
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株主構成

全社（共通）

事業領域別
従業員数

3%

（2,619名）

その他

9% （6,467名）

（961名）

資源・エネルギー・環境

22%
71,543名／30,745,635株

個人・その他

19.89%

82名／63,080,647株
金融機関

40.82%

65名／5,830,955株
金融商品取引業者

3.77%

634名／49,244,667株
外国人

31.87%

843名／5,608,604株
その他国内法人

3.62%

（2,359名）

社会基盤・海洋

8%

（10,220名）

産業システム・汎用機械

35%

（6,660名）

航空・宇宙・防衛

23%

（961名）

総従業員数
29,286名

対象範囲 お問い合わせ先

対象期間

免責事項

参考にしたガイドライン

株式会社 I H I および主要なグループ会社 I H I ウェブサイトよりお問い合わせください。
＜CSR活動に関するお問い合わせ＞
https://contact.ihi.co.jp/index.php/ihi_jpn/ihi/form_10707

2018年度（2018 年 4 月 1 日～ 2019 年 3 月 31 日）
ただし、一部には 2017 年度以前や 2019年度以降に
予定されている活動や情報も含まれています。

本報告書には I H I グループの過去と現在の事実だけでなく、発
行日時点における計画や見通し、経営計画・経営方針に基づい
た将来予測が含まれています。この将来予測は、記述した時点
で入手できた情報に基づいた仮定ないし判断であり、諸条件の
変化によって、将来の事業活動の結果や事象が予測とは異なっ
たものとなる可能性があります。読者の皆さまには、以上をご了
承いただきますようお願い申しあげます。

●  国際統合報告評議会（IIRC） 
国際統合報告フレームワーク

●  GRI （Global Reporting Initiative）
　「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」

株主構成

大株主

I H I統合報告書 2019について

株価・出来高推移

※数値は、表示単位未満を切り捨て表示しているため、 
 株主構成の合計が 100%になっておりません。

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10,503 6.79

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 7,879 5.09

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（三井住友信託銀行再信託分・株式会社東芝退職給付信託口） 5,542 3.58

第一生命保険株式会社 5,406 3.49

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 4,634 2.99

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社 4,597 2.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 3,813 2.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 3,015 1.95

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 2,844 1.84

ＩＨＩ共栄会 2,545 1.64

※株式数および持株比率は単位未満を切捨て表示しています。
※持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

※当社は、2017年 10月 1日に 10株を 1株とする株式併合を実施しました。
　当該株式併合以前のデータは株式併合を行なったと仮定して、株価、出来高を算出しています。
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2,100

6,000
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3001,000

0
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当社株価（円：左軸） TPX Index（右軸）出来高（千株：左軸）
2008/4 2009/3 2010/3 2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3
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〒 135-8710 東京都江東区豊洲三丁目 1番 1号 豊洲ＩＨＩビル
TEL （03）6204-7800（代表）　　FAX （03）6204-8618
ホームページアドレス　https://www.ihi.co.jp/

経営企画部

【お問い合わせ先】

株式会社 I H I

91000-028-00-1909-27000FXSS（CK330）

● FSC® 森林認証紙を使用しています。

●有害物質を含む湿し水を使用しない、
　水なし印刷方法にて印刷しています。



「ＩＨＩ統合報告書 2019」お詫びと訂正 

 

2019年 9月発行の「ＩＨＩ統合報告書 2019」において，記載内容に一部誤りがありました。 

お詫び申し上げますとともに，下記のとおり訂正いたします。 

なお，本 PDFファイルは訂正後のものです。  

 

記 

P.67 非財務サマリー 

【誤】 

指標 
実績 

2016年度 2017年度 2018年度 

CO2排出量原単位（t-CO2/億円） 21.3 21.9 22.2 

エネルギー消費量原単位（TJ/百億円） 40.5 40.4 39.2 

廃棄物排出量原単位（トン/億円） 2.06 1.90 1.95 

水資源使用量原単位（千m3/百億円） 28.1 25.1 28.1 

 

【正】 

指標 
実績 

2016年度 2017年度 2018年度 

CO2排出量原単位（t-CO2/億円） 21.3 20.8 22.2 

エネルギー消費量原単位（TJ/百億円） 40.5 38.3 39.3 

廃棄物排出量原単位（トン/億円） 2.05 1.80 1.96 

水資源使用量原単位（千m3/百億円） 28.0 23.7 28.2 

 

（訂正箇所に下線を表示しています） 

 

以上 




